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令和５ 年度事業を振り 返って
思わぬ震災と 航空機事故によ り 困難な 始ま り と

なっ た令和６ 年ではあり ま すが、 早く も ２ か月が経

過し 、 桜の咲く 季節が到来し ま し た。 日行連事業の

区切り と な り ま す令和６ 年度を 迎え る に 当た り 、

「“ そう だ、 行政書士に相談し よ う ！” と いう 気運を

高めよ う ！」 と いう 活動理念の下に取り 組んだ令和

5 年度の主な事業の結果と 現状について 、 以下のと

おり 御報告いたし ま す。

全国担当者会議の実施
令和 5 年度はオンラ イ ン会議シス テムを利用し て、

「 中央研修所全国担当者会議」、「 職務上請求書関係

事務取扱責任者会議」、「 特定行政書士制度推進担当

者会議」 及び「 全国監察担当者会議（ 関東地協、 中

国・ 四国地協）」 を 実施いた し ま し た。 それぞれの

会議において、 本会から の最新情報の提供や各事業

及び取組への協力依頼、 単位会間での意見交換や事

例発表など が行われ、 各分野の業務や事業について

本会と 単位会、 ま た、 単位会間の情報の共有が図ら

れま し た。 参加者から は、 非常に参考になっ たと の

感想を いただく など 、 各単位会担当者の皆様の御協

力によ り 、 いずれも 大変有意義な事業と する こ と が

でき ま し た。 改めて感謝申し 上げま す。 令和６ 年度

も 可能な限り 同様の事業を 実施し たいと 考えま すの

で、 その際には御協力を 賜り ま すよ う お願い申し 上

げま す。

デジタ ル庁と の連携協定の締結
令和５ 年９ 月１ 日、 デジタ ル庁と 日行連は、「 誰

一人取り 残さ れないデジタ ル社会」 の実現に向け必

要な事業の企画及び実施に関し て相互に協力し て推

進する た め、 連携協定を 締結し ま し た。 従前から 、

デジタ ル庁と は、 関係各位の御協力を 得ながら 緊密

な連携を 取ら せていただいており 、 本協定書の締結
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は、 その成果の一つと いえま す。

行政手続のデジ タ ル化は、 国民、 事業者、 行政

の全ての利便を 高める も のでなければなら ず、 その

実現のためには、 添付書類の簡素化、 省略化、 代替

化及びそれら を 踏ま えた行政側での審査の負担軽減

等が欠かせま せん。 ま た、 オン ラ イ ン 上での本人確

認や提出書類の真正性担保のた めのマイ ナン バー

カード の更なる 普及も デジタ ル社会の基盤構築のた

めの重要なテーマです。 デジタ ル庁には、 こ れら の

施策の実現において、 全国約５ 万２ 千名が地域に根

ざし 、 法律の専門家と し て適正な行政手続の実施に

よ り 国民の権利利益の実現を 担う 行政書士の活用が

有用であ る と し て、 深く 御認識いた だいて いま す。

我が国の行政手続及び社会のデジタ ル化に向けて 、

引き 続き デジタ ル庁と 協力し て全力で推進し てま い

り ま す。

デジタ ル社会への対応
令和４ 年度に引き 続き 、 デジ タ ル社会におけ る

行政書士業務の確立と 本会内部のデジタ ル化の推進

のため、 単位会も 利用可能な新会員管理シス テム の

構築を進めてき ま し た。 作業は現在も 進行し ており 、

日行連内での動作確認を 経て令和６ 年３ 月から 旧シ

ス テム と の並行運用を 開始し 、 ４ 月から は単位会も

運用を 開始、 令和６ 年度中に入会予定者及び会員か

ら のオン ラ イ ン 申請も 開始する 予定です。 以前も 御

説明し たと おり 、 当該取組には、 日行連のみなら ず

全ての単位会の登録関係事務を 中心と し た業務の大

幅な効率化に寄与する 意味も あり ま す。 将来的には

行政手続のオン ラ イ ン 申請時にシス テム 上で行政書

士資格の証明が行える よ う 、 令和６ 年度に国が運用

開始予定の国家資格等情報連携・ 活用シス テム と の

連携も 見据えていま す。 引き 続き 、 完成版のリ リ ー

ス に向けて取組を 進めてま いり ま す。

マイナンバーカード の
申請サポート 事業

令和４ 年度から デジ タ ル分野に不慣れな 方々へ

の支援の一環と し て取り 組み、 単位会及び会員の皆

様の御協力によ り 大き な成果を 上げたマイ ナン バー

カード 代理申請手続事業について、 令和５ 年度も 総

務省から の協力要請を 受けて実施いたし ま し た。 令

和 5 年度においては、 こ れま でと はサポート の対象

が変わり 、 マイ ナン バーカード の取得に支援が必要

な方（ 施設入居者等） の申請サポート を、 市区町村

と 単位会と の契約に基づき 実施し ていま す。 引き 続

き 、 行政書士が長年にわたり 行政手続に携わっ てき

た知見を いかし 、 行政手続のデジタ ル化に係る 政府

への提言や行政書士の活用に係る 要望等を 行う と と

も に、 デジタ ル分野に不慣れな方々への支援策の充

実を 図り 、 地域に根ざし た最も 身近な国家資格者と

し ての存在感を よ り 一層高めてま いり ま す。

法改正への取組
令和５ 年度は、 学識者を 構成員と する 行政書士

制度に関する 研究会の意見など も 参考にし ながら 、

行政書士法の改正について、 法改正推進本部におい

て検討を 進めま し た。 検討の結果は総務省と の共有

を 図る と と も に、 各党議員連盟・ 懇話会にも 御報

告・ 御相談を 行っ てま いり ま し た。 法改正によ り デ

ジタ ル社会に機能する 行政書士制度を 確立する こ と

は、 行政手続の迅速化、 円滑化を も たら し 、 国民、

行政双方にと っ てメ リ ッ ト になる も のと 考えま す。

今後も 社会全体の利益を 第一に考え、 法改正の実現

に取り 組んでま いり ま す。

令和６ 年能登半島地震への対応
令和６ 年１ 月１ 日に発生し ま し た 能登半島地震

への対応と し て、 本会ホーム ページにおいて、 会長

声明、 被災単位会における 被災者支援に係る 取組情

報等を 公開いた し ま し た。 ま た、 １ 月 18 日の理事

会での確認の下、 ２ 月から は支援金及び義援金の募

集を開始し ま し た（ 本誌前号（ 2024 年３ 月号） ３ ペー

ジ 参照）。 お寄せいた だいた 支援金及び義援金は、

今後適切な時期において、 政府の非常災害対策本部

が発表する 各地の被害状況や被災単位会の規模、 単

位会から の支援活動報告等を 踏ま え大規模災害対策

本部で配分を 決定し 、 支援金は各単位会に、 義援金

は各単位会を 経由し て被災会員に分配いたし ま す。

その際には、 改めて金額や分配先等の御報告を いた

し ま す。 なお、 募集期間は４ 月30 日（ 火） ま でと なっ

ていま すので、 引き 続き 、 皆様の温かい御支援を お

寄せいただければ幸いです。

来る 令和６ 年度において も 、 日行連は行政書士

制度の更なる 発展に向けた事業を 計画し 、 実行し て

ま いり ま す。 引き 続き 、 皆様の御理解と 御協力を お

願い申し 上げま す。
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新型コ ロナウイ ルス感染症に関する

無料電話相談窓口を 各都道府県行政

書士会に設置し ています。日本行政書士会連合会被災者相談センタ ー福島事務所

＜対面相談・ 電話相談（ 予約制）＞

電話番号： 0 2 4－9 7 3－7 1 6 3（ 予約専用）

通話料はお客様負担と なります。

相談時間：  1 3： 0 0 ～1 6： 0 0 　 毎週水曜日  

（ 祝祭日・ 年末年始休業）

所 在 地： 福島県郡山市堂前町1 0 番1 0 号

東日本大震災の被災に係る 各種行政手続、今後の暮らし や

事業の悩みなど、電話による無料相談を実施しています。
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今期、 副会長を 拝命いたし ま し た、 福岡会の田村公隆です。 前期は申請取次行政書士管理委員会委

員長と し て申請取次制度の維持発展に努めていま し たが、 今期は副会長と し て、 他の副会長や常任理

事の皆様と 共に、 常住会長を 支えていき たいと 考えていま す。 今期、 常住会長は行政書士法の改正を

目標と さ れていま す。 副会長と し て、 微力ではあり ま すが、 こ の目標の達成に貢献でき たら と 考えて

いま す。

さ て、 今期、 私は国際・ 企業経営業務部、 申請取次行政書士管理委員会、 ADR 推進本部を 担当さ

せていただき ま す。

国際・ 企業経営業務部ですが、 国際部門では、 出入国管理及び難民認定法の在留特別許可等を 含む

令和５ 年入管法改正の施行に対応し ていま す。 ま た、 令和６ 年度は、 同法の令和６ 年度改正及び技能

実習法の改正も 予定さ れており 、 行政書士の活躍の場がま すま す大き く なってく る も のと 思われま す。

入管庁と し っかり と 協議し 、 入管行政に寄与する と と も に、 行政書士の業務拡大に努めてま いり ま す。

知的財産部門では、 知的財産業務に関わる 行政書士をいかに増やし ていける かが、 今後行政書士の

活躍の場を拡大でき る かのポイ ント だと 思っ ていま す。 ま ずは著作権教育伝道師の制度の認知度アッ

プと 利用促進を 進めていき たいと 考えていま す。

企業支援部門では、 中小企業庁と の連携を 目指し ていき ま す。 行政書士は常日頃よ り 許認可申請等

を中心に、 中小企業の伴走支援を し ていま す。 伴走支援は、 中小企業庁が考える 中小企業支援の基本

であり 、 行政書士が実施する 中小企業支援の中心的部分である と 考えていま す。 中小企業庁に行政書

士の業務と こ れま での実績を し っ かり と 伝え、 行政書士がいかに国民のために働ける かを理解し ても

ら う こ と で、 中小企業庁が関わる 中小企業支援業務で行政書士がま すま す活躍でき る と 考えていま す。

申請取次行政書士管理委員会では、 諸先輩方が作り 上げ守っ てき た申請取次制度を、 維持発展さ せ

る こ と が使命だと 考えていま す。 ま ずは今期から 特別倫理研修と なった事務研修と 実務研修について、

新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症の対応のために緊急的な提供方法を 採っ ていた部分を整理し、 現代に合っ

た提供方法と し て確立し ま す。 ま た、 届出済証明書を 取得する 会員が急激に増加し ている こ と で、 申

請取次制度を 安定し て維持する ために問題と なる 点等を洗い出し、 改善を図っていき ま す。 申請取次

行政書士によ る 申請取次制度の安定し た運営が、 入管行政の円滑な運営につながる と 考えていま す。

A DR 推進本部では、 デジタ ル時代に合わせた ODR（ Online Dispute Resolution、 オン ラ イ ン 紛争

解決） が主流と なる こ と を 見越し 、 各単位会で設置さ れている ADR セン タ ーで ODR を 実施でき る

よ う 、 ス キルアッ プのための研修を 実施し ま す。 ま た、 ADR 法改正に伴う 各センタ ーの制度の見直

し や各種規則等の整備を サポート し 、 よ り 多く の国民が、 行政書士が実施する ADR を 利用でき る よ

う に努めま す。

こ のよ う な方向性の下、 水野国際・ 企業経営業務部部長、 櫻田申請取次行政書士管理委員会委員長、

杉山 ADR 推進本部長と 力を合わせて事業を進めてま いり ま す。 会員の皆様には、 御支援御協力のほど、

よ ろし く お願い申し 上げま す。

行政書士の活躍の場の拡大に向けて
副会長　 田村　 公隆
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第１ 　 はじ めに

我が国社会の高齢化に伴い、 加齢や認知症など に

伴う 判断能力の低下に対応する ため、 任意後見契約

と 並んで民事信託が普及し つつあり 、 行政書士を 始

めと する 士業者の皆様にも 、 民事信託に取り 組む方

が増えていま す。 民事信託は任意後見を 始めと する

他の制度に比べて全ての面で優れている と 喧伝する

向き も あり ま すが、 家族信託と も いわれる 家族間の

民事信託は、 事案によ っ ては、 任意後見や遺言では

実現でき ない成果を 生み出すこ と ができ る 大き な利

点がある 一方で、 デメ リ ッ ト も あっ て、 一長一短で

あ る こ と を 正し く 認識すべき だと 思いま す。 ま た、

そのデメ リ ッ ト を 補い、 ある いは双方相ま っ てよ り

望ま し い効果を 実現し ていく ために、 民事信託と 任

意後見と の併用（ ハイ ブリ ッ ド ） の在り 方や、 その場

合の留意点など も 議論さ れる よ う になってき ま し た。

本稿では、 こ の民事信託と 任意後見と の併用の問題

について、 でき る 限り の解説を試みたいと 思いま す。

第２ 　 民事信託と 任意後見の比較

１ 　 民事信託

はじ めに、 民事信託と 任意後見の双方の制度を 比

較し て みた いと 思いま す。 民事信託の典型的な ス

キーム を 下図に示し ていま すので御覧く ださ い。

父親Ｘ が、 その所有する 賃貸アパート を いく ら か

の金銭と と も に子供Ｙ に信託譲渡し 、 Ｙ はその賃料

収入から Ｘ に生活費を 受益権と し て毎月送金する 、

Ｘ が死亡し たら 母親Ａ が次の受益者と なっ て引き 続

き 賃料から 生活費を 受け取る 、 Ａ も 死亡し たら 信託

は終了し て、 Ｙ が帰属権利者（ 信託法 182 条１ 項２

号） と し てアパート を 固有財産と し て承継する 、 と

いっ たパタ ーン の信託がよ く 見ら れま す。 こ のよ う

に、 民事信託を 含む典型的な信託契約は、 特定の財

産を 委託者から 受託者に移転し て、 受益者のために

その財産についての管理、 処分を 委ねる と いう も の

です。 信託財産の所有権は受託者に移転し てし ま う

民事信託と 任意後見（ 前編）

丸の内公証役場公証人　 原　 啓一郎

【 民事信託の典型的なスキーム】

（委託者・第１次受益者）

父親Ｘ 生活費 （受託者・帰属権利者）

賃貸アパート 子Ｙ

（第２次受益者）

母親Ａ
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ので、 その財産に関する も のであれば、 信託法を 始

めと する 関係法令と 信託契約の趣旨に反し ない限り 、

賃貸や売却等の法律行為のほか、 信託財産である 土

地の庭木を 剪定し たり 、 家屋の修復を 自分で施工す

る 等の事実行為を 含め、 全ての行為を する こ と がで

き ま す。

信託における 重要な機能と し て、 信託法 23 条、 25

条１ 項に規定する 倒産隔離機能があり ま す。 すなわ

ち、 信託財産は、 委託者の債務はも と よ り 、 受託者

の固有の債務に基づいても 強制執行を 受ける こ と は

あ り ま せん。 そし て、 こ れを 保障する も のと し て、

受託者の分別管理義務があり ま す。 すなわち、 受託

者は、 信託法 34 条によ り 、 信託財産について、 固有

財産と の混同を 避ける ため、 両者を 区別し て管理し

なければなり ま せん。 こ の分別管理義務は、 倒産隔

離機能を 担保する も のと し て、 ある いは受託者の忠

実義務違反を 抑止する も のと し て 、 重要な 意味を

持っ ていま す。

２ 　 任意後見

こ れに対し 、 任意後見は、 契約締結後に本人の事

理弁識能力が不十分な常況になっ た場合に、 一定の

者から の請求によ り 、 家庭裁判所から 任意後見監督

人が選任さ れてス タ ート し 、 財産は本人に帰属し た

ま ま で、 任意後見人が所定の法律行為につき 代理人

と し て契約の締結等を 行う こ と ができ る よ う になり

ま すが、 財産管理のほか、 身上監護、 すな わち 医

療・ 介護等の代理権も 与える こ と ができ ま す。 ただ

し 、 法務局の見解によ れば、 医療と いっ ても 、 医療

行為の同意権は任意後見人・ 成年後見人の権限外と

さ れ、 家族の支援が必要と さ れている こ と に注意し

てく ださ い。 ま た、 法律行為の代理権を 与える ので

あっ て、 本人に対する 食事の世話や理髪等の事実行

為の権限を 与える も のではなく 、 こ れら の事実行為

は、 任意後見の規定外の事柄です。

なお、 任意後見契約は、 財産管理又は身上監護の

代理権の任意の一部、 たと えば本人の有する 特定の

会社の株式についての株主権の行使に限定し て締結

する 、 と いっ たこ と も 可能です。 筆者は、 ある 会社

の経営者が、 自分の老後に備えて、 信頼する 若手弁

護士に、 自分の保有する 自社株式（ 非公開株式） につ

いて、 議決権を 含む株主権の行使のみの代理権を 与

える 任意後見契約の公正証書を 作成し たこ と があり

ま す。 ただし 、 こ のよ う な類型の任意後見の場合、

その他の事項について何も し ないでいる と 、 法定後

見が開始する 可能性があり ま す。 その場合には、 任

意後見に関する 法律 10 条３ 項によ り こ の限定的な任

意後見も 終了し てし ま う ので、 その他の一般的な財

産管理や身上監護の点についても 任意後見契約を 締

結し ておく こ と が望ま し いと いえま す。

３ 　 双方の長短

民事信託は、 信託財産を 受託者に譲渡し てし ま う

ので、 委託者の判断能力が低下し ても 、 委託者がそ

の財産につき 詐欺等で財産を 奪われる 危険は生じ な

いと いう 利点があり ま す。 先に述べたよ う に、 信託

の重要な機能と し て倒産隔離機能があり ま すが、 高

齢化対策と し ては、 倒産隔離機能ではなく 、 信託譲

渡及びその対抗要件の具備や引渡し と いう 、 信託契

約で必須の行為そのも のがその機能を 発揮する と い

えま す。 こ れに対し 、 任意後見は、 任意後見人に代

理権を与える こ と によ って、「 でき ない」 こ と を「 で

き る 」 よ う にする 制度であり 、「 でき る 」 こ と を「 で

き ない」 よ う にする も のではあ り ま せん。 そし て、

財産が本人に帰属し ている 以上、 判断能力が低下し

た後も 、 キャ ッ シュ カード 等を 悪用さ れて、 事実上

財産を奪われる 危険は常に存在する こ と になり ま す。

ま た、 任意後見は、 任意後見監督人の監督を 常に

受ける のに対し 、 信託は、 信託法 58 条４ 項の受託者

の解任、 150 条の信託変更命令、 165 条の信託終了命

令など を 除けば、 原則と し て裁判所の監督には服さ

ないので、 信託法や信託契約の条項に違反し ない限

り は、 信託財産についてロ ーン を 組むこ と はも と よ

り 、 積極的な投資を 行う こ と も でき ま すし 、 信託財

産たる 土地の上に、 当該土地を 担保にし て融資を 受

け、 建物を 建築し てほかへ賃貸し 、 その賃料から 生

活費を 受益者に渡す、 と いっ たこ と も 、 信託契約で

定めてあれば可能です。 こ の点、 任意後見でも 理論

上は財産の管理・ 運用・ 処分ができ る ため、 その代

理権を 与えれば任意後見人がロ ーン 契約を 締結する

こ と は法的に可能な状態にはなる のですが、 任意後

見の場合は任意後見監督人の監督（ 及びこ れを 通じ

た家庭裁判所によ る 間接的な監督）を受ける ため、 法

定後見ほど ではないにせよ 、 任意後見人の裁量の幅
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がかなり 狭く 、 たと えば本人の不動産のためにロ ー

ン を 組むこ と も 、 最近は実務も やや変わっ てき てい

る と は聞く も のの、 任意後見監督人の了承がなかな

か得ら れず、 ま し てや委任者の財産を 用いてのリ ス

ク のある 積極的な投資と いう のは、 ま ず容認さ れな

いと いえま す。

も う 一つ、 任意後見は、 あく ま で本人のための制

度ですので、 高齢者本人のための身上監護及び財産

管理に加えて、 本人以外の家族又は第三者の利益を

図る こ と はでき ないし 、 本人が死亡すれば終わっ て

し ま う わけで、 死亡後の財産承継は法定相続又は遺

言に委ねる こ と になり ま す。 こ れに対し 、 信託では、

信託終了後の帰属権利者や信託財産受益者を 定める

こ と によ り 、 遺言によ る 承継と 同じ かそれ以上の結

果を 得る こ と ができ ま す。

さ ら に、 任意後見の限界と し ては、 効力発生につ

いて本人に抵抗感がある 場合、 適切な時期に任意後

見監督人の選任請求がなかなかでき ず、 必要がある

のに、 実際上、 効力を なかなか発生さ せら れないこ

と があり ま す。 その間は、 効力発生後にも 増し て詐

欺など の被害に遭う 危険性が高いと いえま す。 ま た、

よ く 指摘さ れる こ と ですが、 効力発生後に任意後見

人によ ら ずに本人が行っ た処分行為であっ ても 、 任

意後見人には契約など の取消権がないので、 被害の

回復が困難な場合があり ま す。

金融機関と の関係を 見てみる と 、 少なく と も 一部

の金融機関では、 高額の融資の場合に、 任意後見人

によ る 代理では融資審査を 拒絶する 例がある と のこ

と で、 たと えば賃貸アパート の建て替えを 含む管理

を し ていく 場合には、 信託を 活用し た方が金融機関

と の関係でも 好ま し い、 と いう ケース がある よ う で

す。 ただし 、 信託であっても 、 信託内借入れの場合、

通常の融資よ り も 金融機関の審査が厳し いと 聞いて

いま すので注意し てく ださ い。 ま た、 そも そも 信託

内借入れに対応し ていない金融機関も あり ま す。 い

ずれにせよ 、 信託を組成する 場合には、 事前に銀行、

場合によ っ ては証券会社と よ く 相談し て、 事を 進め

る べき だと いえま す。

それでは、 信託が任意後見に比べて全ての面で優

れたオールマイ ティ の制度かと いう と 必ずし も そう

ではなく 、 やはり デメ リ ッ ト や限界はあり ま す。 信

託は信託財産の管理処分と 信託終了後の財産承継の

定めはでき る も のの、 先ほど も 述べたと おり 、 身上

監護等、 信託財産と 関係のない法律行為の根拠には

なら ないので、 たと えば、 受託者が信託契約に基づ

いて委託者の老人ホーム への入居契約や医療契約を

締結する こ と はでき ま せん。 こ の点については、 老

人ホーム の中には、 実際の運用と し て、 本人に事理

弁識能力がな く な っ て 契約が締結でき な い状態に

なっ ていても 、 家族と 契約する 形でホーム に入居で

き る し 、 医療行為についても 、 家族の同意があれば

受けら れる よ う です。 それでは、 任意後見は身上監

護については不要なのか？ と いう と そう ではなく 、

こ のよ う な運用は、 やはり 入居契約や医療契約本来

の姿と はいえま せんし 、 身寄り がない、 ある いは親

族間の対立が激し いと いっ た事情によ っ て家族の支

援が得ら れないと き には困っ てし ま いま す。 ま た、

最近はいわゆる お一人様が増えてき ていま すので 、

資産が十分あっ て専門職への報酬も 十分支払える の

に支援し てく れる 家族がいない、 と いっ たケース も

増えていく と 予想さ れ、 そのよ う なケース では、 任

意後見契約を し ておかないと 、 身上監護については

結局法定後見に頼ら ざる を 得なく なり ま す。

ま た、 信託の場合、 裁判所の監督がほと んどなく 、

借入れや積極的投資ができ る 等の柔軟な運用ができ

る と いう こ と は、 裏を 返せば、 受託者によ る 不正行

為の危険性が高いと いう こ と でも あり ま す。

４ 　 法定後見と の比較

法定後見と も 簡単に比較し ておき ま し ょ う 。 法定

後見は、 いう ま でも なく 、 契約によ っ て生じ る も の

ではなく 、 本人の事理弁識能力が無く なった場合に、

民法に定めら れた一定の者から の請求に基づいて家

庭裁判所が開始の審判を し 、 その後、 後見人は家庭

裁判所の直接的な監督に服し ま す。 法定後見の役割

にも 、 任意後見と 同じ く 財産管理と 身上監護があり

ま すが、 その範囲を 任意に決める こ と はでき ず、 財

産管理に関し ては、 本人の一身専属的なも のを除き 、

本人の持つ法的な権利を 全て代理する こ と ができ 、

権限の範囲と し てはほぼ全てにわたる こ と になり ま

す。 法定後見が開始し た場合、 不正防止の観点から 、

裁判所の関与・ 監督は任意後見にも 増し て強く 、 単

なる 管理を 超えた投資など の財産の積極的な運用、

処分に関する 権限を 行使する こ と はま ず認めら れま
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せんし 、 後見人の裁量の幅は任意後見人に比べてか

なり 狭く なり ま す。 ま た、 任意後見であれば任意後

見人を 誰にする かと いう のは契約次第なのですが、

法定後見だと 、 後見人を 選任する のは家庭裁判所な

ので、 親族が後見人にな る と は限ら ず、 ケ ース に

よ っては親族外の第三者（ 専門職） が後見人になる こ

と も あり ま す。 も う 一つ、 任意後見だと 、 信託のみ

なら ず、 見守り 契約だと か死後事務委任契約と いっ

た契約と 組み合わせて、 いわゆる 終活のために全体

のス キーム を 構築する こ と ができ る のですが、 法定

後見だと それがかなり 難し く なり ま す。 現在、 任意

後見と 信託と の併用事例はま だ少ないのが実情です

が、 それはと も かく 、 信託のみの契約だと 、 後に委

託者や受益者の事理弁識能力がなく なった場合には、

法定後見で対応する し かないわけで、 実態を 調査し

たわけではないも のの、 民事信託の委託者にその後

事理弁識能力が無く なっ て、 法定後見になっ ている

も のも ずいぶんある と 思われま す。

以上に説明し た、 民事信託と 法定後見・ 任意後見

と の比較を 簡単にま と める と 、 上表のよ う になり ま

す。

５ 　 遺言と の比較

遺言と の比較についても 触れておき たいと 思いま

す。 遺言は、 いう ま でも なく 死後の財産の承継につ

いて定める も ので、 当然のこ と ながら 、 本人が生存

中は、 財産は本人に帰属し たま ま であり 、 たと えば

詐欺によ り 奪われてし ま う と いっ たこ と を 防ぐ こ と

はでき ま せんし 、 生前における 財産の管理や処分も 、

遺言の関与する と こ ろ ではなく 、 本人の事理弁識能

力が無く なっ た場合の本人の財産についての法律行

為については、 任意後見か法定後見に委ねる し かな

いこ と になり ま す。

ま た、 信託であれば受託者を 連続さ せる こ と も 可

能である 上、 信託法 91 条の後継ぎ遺贈型受益者連続

信託を使えば、 30 年プラ ス アルフ ァ と いう 期間制限

はある も のの、 信託財産から 得ら れる 価値を 受益権

と いう 形で世代を 超えて次々と 連続さ せていく こ と

が可能と な り 、 長期的な 財産管理・ 財産承継のビ

ジョ ン を 実現する こ と ができ ま す。 こ れに対し 、 遺

言では、 単に死亡後の財産承継について定める のみ

で、 承継し た財産を 活用し ての利益供与は、 負担付

き 遺贈（ 民法 1002 条） である 程度決める こ と は不可

能ではないも のの、 後継ぎ遺贈型受益者連続信託と

同じ よ う な効果を 実現する こ と はでき ま せん。

ただし 、 こ れは意外にう っ かり し がちなこ と です

が、 遺言であればその存在及び内容を 秘匿する こ と

ができ る も のの、 信託の場合には、 遺言代用信託で

あっ ても 、 登記や信託目録を 公示する ため、 信託の

存在や内容が第三者にかなり 公開さ れてし ま う と い

う こ と については、 留意が必要です。

６ 　 信託・ 任意後見の使い分けのポイ ント

以上のよ う なこ と から 、 ご く 類型的な一般論でい

えば、 賃貸アパート 等の収益資産があっ て活用の幅

が大き いと か、 ロ ーン を 組んで不動産を 購入する こ

と を 含め、 積極的に投資を し たいと いっ たニーズが

ある 場合、 ある いは、 単なる 委託者の高齢化対策の

みなら ず、 家庭内に高齢の親のほか障がいのある 兄

弟がいて、 受益者を 連続さ せて長期的に目的を 達成

【 法定後見・ 任意後見・ 民事信託の比較表】

法定後見 任意後見 民事信託

目的
身上監護
財産管理

身上監護
財産管理

財産管理
財産承継

本人の能力 不要（ 事理弁識能力の欠落により 開始） 契約締結能力必要 契約締結能力必要

受任者・ 受託者 家裁が選任
契約で定める

任意後見監督人必須
契約で定める

対象財産 全ての財産 任意に選択可 任意に選択可

財産活用 限定的 限定的 柔軟

本人死亡 終了 終了 継続し 得る

裁判所 関与強い 関与一定程度あり 関与ほぼなし
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し ていき たいよ う な場合には、 信託、 と り わけ信託

法 91 条の後継ぎ遺贈型受益者連続信託を活用し てい

く こ と で、 任意後見や遺言にはない効果を 実現さ せ

ていく こ と が可能と いえま す。

こ れに対し 、 身上監護はし っ かり さ せたいが、 収

益不動産も なく 、 投資も せずに将来は老人ホーム で

余生を 送り たい、 財産の承継も 単純に遺言ある いは

法定相続で対応する こ と で十分と いっ た場合には、

任意後見が適し ている と いえる でし ょ う 。

こ のほか、 財産管理と 財産承継のいずれに関心が

ある かでみれば、 財産管理のみに関心がある のであ

れば信託又は任意後見が適し ている と いえま し ょ う

し 、 財産承継のみに関心がある のなら 、 遺言で対応

すれば足り る 、 ただし 、 同じ 財産承継でも 単純な１

回限り の承継ではなく 、 最終的な承継の前に受益者

を 連続さ せてゆき たいのであれば、 民事信託を 選択

する 、 と いう こ と になり ま す。

ま た、 対象と なる 財産に着目する と 、 も し も 農地

や年金受給権、 ある いは有価証券で証券会社が信託

の取扱いを し ていない場合など 、 単純に信託譲渡で

き ない財産が含ま れている 場合には、 民事信託は断

念し て、 任意後見で対応し た方がよ いケース が多い

と いえま す。 ただし 、 後でも 触れま すが、 農地につ

いては、 所有権移転につき 農地法上の許可がある こ

と を 停止条件と する 信託を する こ と は可能です。

ま た、 任意後見は、 一旦開始する と 原則と し て本

人が死亡する ま で続き ま すので、 一時的、 単発的な

財産管理等には向いて いま せん。 た だし 、 本件の

テーマから は外れる ので詳し く は書き ま せんが、 公

証人会は、 国民のニーズに照ら し て、 目的達成型の

任意後見、 つま り 特定の１ 回限り の行為のみの代理

権を 授与し て、 その行為が終わっ て目的が達成さ れ

れば裁判所に解除を 許可し ても ら う と いう タ イ プの

任意後見を 、 現行法の下でも 設定する こ と を 提唱し

ていま す。 し かし 、 何分解除を 許可する かど う かは

裁判所の判断ですので、 将来実務に定着し てく れる

かど う かは未知数と 言わざる を 得ま せん。

以上を ま と める と 、 任意後見と 信託の使い分けを

判断する 際のポイ ン ト と し ては、 ①身上監護の必要

性、 ②財産管理と 財産承継のいずれを目的と する か、

③後継ぎ遺贈の必要性、 ④財産の種類、 ⑤借入れや

財産運用の予定、 ⑥受託者の確保、 ⑦一時的な利用

や裁判所の関与の回避等に着目すべき こ と と なり ま

す。

７ 　 二つの相談例

（ １ ）　 こ こ で、 こ れま で筆者が受けたこ と のある 相

談例を 二つ御紹介し たいと 思いま す。 １ 例目は、 あ

る 一般市民の方が、 全く の飛び込みで、 私の勤務す

る 公証役場に相談に来ら れたと いう も ので、 その方

は、 80 歳を超える 母親が、 今は事理弁識能力は一応

ある と 思われる も のの、 半年の間に２ 回も 振り 込め

詐欺に遭っ たので、 今のう ちに任意後見契約を し て

おき たいと いう も のでし た。 し かし 、 先にも 述べた

よ う に、 任意後見が開始し たから と いっ て、 でき る

こ と を でき ないよ う にする と いう 効果はなく 、 本人

が認知症など で判断能力が低下し た後であ っ ても 、

キャ ッ シュ カード を 使っ て事実上お金を 下ろ すと い

う こ と はでき てし ま う し 、 そも そも 任意後見が開始

する 前の段階では、 仮に移行型任意後見契約を 締結

し たと し ても 詐欺を 防ぐ こ と にはなり ま せん。 その

方のニーズが、 母親の財産を 詐欺から 守り たいと い

う のであれば、 任意後見契約を 締結する 意義は乏し

いと 思われま し た。 ま た、 その方の話をよ く 聞く と 、

母親は、 銀行預金のほかに、 賃貸物件を 含む不動産

も 持っている と のこ と でし た 。 そこ で筆者は、「 本件

のよ う な場合、 任意後見は役に立たないと 思いま す。

詐欺を 防ぐ のが第一目標であれば、 たと えば、 最低

限必要な手持ち現金のみを 残し て、 お母様の了解を

得て事実上銀行の通帳と カード を あなたが預かっ て

し ま う と いう 方法も あり ま すが、 万全を 期すのであ

れば、 不動産と 、 預貯金を 下ろ し た現金を 信託にす

る のがよ いと 考えら れま す。 民事信託、 家族信託と

いわれる 方法も ある ので、 場合によ っ てはそう いう

こ と も お考えになってはいかがでし ょ う か。 ただし 、

公証人は合意し た信託契約や任意後見契約の結果を

公正証書にする のが仕事であっ て、 信託契約を ゼロ

から お作り する こ と はその権限を 超えま すので、 法

律の専門職の方に御相談になってみてく ださ い。」 と

お伝え し た と こ ろ 、「 検討し て みま す。」 と 言っ て

帰っ て行かれま し た。 その後ど う なっ たかは分かり

ま せんが、 その方のお母様にと っ て、 良い結果にな

る こ と を 願う ばかり です。

（ ２ ）　 ２ 例目は、 地方に住んでいる 私の知り 合いか

9　 　 2024. 4　 No.617

Special Report



ら 、 80 代の母親に若干認知症の傾向が出始めている

ので、 家族信託と いう のはど う だろ う か、 と の相談

を 受けたと いう も のでし た。 し かし 、 話を 聞く と 、

その方の母親は、 自宅不動産と 預貯金を 持っ ている

だけで、 賃貸物件はなく 、 投資を し ている わけでも

あり ま せん。 将来は老人ホーム に入居し 、 自宅不動

産は息子、 つま り 私に相談に来ら れた方が相続すれ

ばよ い、 と のこ と でし た。 その方は、 信託や任意後

見についてはほと んど 知識がなく 、 たま たま 何かの

チラ シで「 家族信託」 と いう のを 見たので相談し て

き たと いう に過ぎなかっ たのです。 そこ で、 私と し

ては、 先ほど のよ う な、 信託と 任意後見を 比較する

表を作って一通り 説明し た上、「 老人ホーム等の介護

系の契約は信託では対応でき ないし 、 特に収益物件

がなく 投資も し ていないのであれば、 あえて信託契

約を する 必要はなく 、 むし ろ 任意後見の方がふさ わ

し いと 思いま す。」 と 伝え、 その方の実家近く の公証

役場の公証人を 紹介し ま し た。 し ばら く し て、 その

方から 、 無事母親と の間で任意後見契約の締結に

至っ た旨報告があり ま し た。

以上のよ う なこ と から 、 何でも 信託……と いう の

ではなく 、 信託と 、 任意後見を 始めと する 他の制度

と の長所・ 短所を よ く わき ま え、 ま た、 依頼し て来

ら れる 方のニーズや財産状況、 御家族の状況など を

よ く 把握し た上で、 その方にと っ て最も 適し た方法

を 選択すべき だと 思いま す。

第３ 　 民事信託と 任意後見の併用の意義

１ 　 併用のニーズ

（ １ ）　 概観

こ こ ま で、 信託と 任意後見を 単純に比較し てき ま

し たが、 高齢化対応と し て、 いずれかの択一ではな

く 、 財産の積極的運用と 身上監護の双方と も 図り た

い、 さ ら には、 見守り 契約や死後事務委任と も 組み

合わせたいと いっ たニーズも 、 実際上多いと 考えら

れま す。

ま た、 意外に見落と さ れがちなこ と ですが、 一旦

信託契約が成立し て財産の移転と その対抗要件の具

備が完了すれば、 以後の信託関係は主に受託者と 受

益者と の間で進んでいき ま すが、 それで委託者は完

全に退場し てし ま う わけではなく 、 委託者がその後

も 信託関係に関与し 得る 機会はいく つか存在し ま す。

主な も のと し て は、 ①受託者や信託監督人等の選

任・ 解任・ 辞任に関する 同意（ 信託法 57 条１ 項、 58

条１ 項、 62 条１ 項等）、 ②信託の終了及び変更・ 併

合・ 分割など（ 信託法 149 条１ 項、 151 条１ 項、 155

条１ 項、 159 条１ 項、 164 条１ 項） のほか、 直接の条

文の定めはないも のの、 実務では重要な③追加信託

が挙げら れま す。 信託契約締結後において、 委託者

がこ れら の行為を する 場合にも 事理弁識能力（ 行為

能力） が要求さ れる ので、 その時点で委託者の事理

弁識能力がなく なっていた場合には、 信託単体だと 、

も はやこ のよ う な行為はでき ないこ と と なり ま す。

なお、 追加信託の一種と し て、 実務上、 信託口口座

に自動送金する こ と があり ま し て、 自動送金の時点

ご と に事理弁識能力があ れば問題はないのですが 、

途中で事理弁識能力を 失う 状況になっ た場合には、

その後の送金の効力について、 やはり 疑義が生じ ま

す。

それのみなら ず、 我が国の民事信託は自益信託す

なわち委託者と 受益者が同じ である こ と が多いと こ

ろ 、 後に詳し く 分析し ま すが、 受託者が何ら かの理

由で信託事務を 適正に行わなかっ たこ と によ り 、 受

益者（ 兼委託者） に判断能力が無く なった後に、 受益

債権につき 満足な履行を 得ら れない場合に備えて 、

自ら 受益権の行使を する こ と ができ る よ う にする た

めにも 、 任意後見と 併用し ておく 必要が出てき ま す。

後に説明する よ う に、 家族間の民事信託は遺言に代

わる 機能も 有する 場合が多いため、 信託を めぐ っ て

親族間の利害対立が生じ がちです。 そのよ う なケー

ス では、 信託の適正な運用を 図り 、 と り わけ受益者

の受益権の行使につき 不当な妨げが生じ ないよ う に

する ためにも 、 任意後見、 と り わけ親族以外の法律

専門職によ る 任意後見を 併用する こ と が必要な場合

があり ま す。 専門職が任意後見人と なっ た場合、 親

族受託者と の意思疎通がう ま く いかない、 ある いは

対立し てし ま う 、 と いっ た懸念も 指摘さ れていま す

が、 法定後見よ り は任意後見の方がその可能性が低

い、 と いう こ と も いわれていま す。

（ ２ ）　 信託前のローンについて

信託契約後の委託者の事理弁識能力については、

次に述べる よ う な問題も 生じ 得ま す。 アパート 経営
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のために信託を 利用する ニーズは高いのですが、 賃

貸アパート を 信託譲渡し た場合に、 それま で委託者

が負っていた既存のロ ーン債務が残っていた場合に、

それについて、 金融機関と し ては、 受託者のみによ

る 免責的債務引受けを 認めず、 委託者と 受託者の併

存的債務引受けを 求める ケース も 多いです。 その場

合には、 下図のよ う に、 た と え ば父親Ｘ の所有ア

パート を 子供Ｙ に信託譲渡し て、 ロ ーン 債務につき

併存的債務引受けを する と 、 民法 470 条１ 項によ り 、

従前のロ ーン 債務は委託者と 受託者、 つま り Ｘ と Ｙ

の連帯債務と なる わけですが、 その後Ｘ の事理弁識

能力がなく なっ た場合には、 融資条件を 変更する 手

続ができ なく なり ま す。 こ のよ う な場合に備える た

めにも 、 Ｘ つま り 委託者につき 任意後見を 併用する

必要が出てき ま す。

（ ３ ）　 委託者口座への老人ホームの費用の振込みに

ついて

たと えば、 信託契約を 締結する 場合に、 本人の入

居する 老人ホーム の費用の支払に充てる ため、 受益

債権の履行と し て、 信託財産から 本人の口座にお金

を 振り 込むと いう 立て付けにする こ と があり ま す。

そのよ う なと き に、 本人の事理弁識能力がなく なっ

た後は、 法的に厳密にいえば、 自己の固有財産であ

る 口座から 老人ホーム に費用を 支払う 行為も でき な

く なる のではないか、 と の疑義があ り ま す。 ただ、

こ の点については、 受益権の内容と し て、 受託者が

信託財産から 直接老人ホーム に費用を 代払いする 仕

組みにする など 、 その立て付けを 工夫すれば任意後

見を 発効さ せなく ても 回避でき る 問題ですし 、 本人

の事理弁識能力がなく なっ た後であっ ても 、 同居の

親族が受託者の場合には、 施設も 事実上支払を 認め

る ケース も ある よ う です。

（ ４ ）　 停止条件付き 信託契約の場合

停止条件付き の不動産信託においても 問題が生じ

ま す。 停止条件付き 信託と いう のは、 たと えば、 不

動産の信託契約において、 委託者の判断能力が後見

相当と なっ た場合に効力を 生ずる 旨定めたよ う な信

託です。 こ のケース では、 その不動産につき 移転登

記をする のは条件成就の後と いう こ と になり ま すが、

その時点では本人に事理弁識能力がなく なっ ている

わけですから 、 登記意思も ないこ と と なり 、 任意後

見契約を 締結し ていないと 、 そのま ま では移転登記

ができ ないこ と と なり ま す。 こ の点については、 後

に改めて説明し ま す。 も ちろ ん、 そのよ う な場合で

あっても 、 法定後見にすれば登記はでき る のですが、

法定後見はどう し ても その後の制約が強すぎる ので、

やはり 任意後見にし ておく のが本人の意思にかなう

と いえま す。

２ 　 併用の積極的意義

以上に説明し たよ う なこ と から 、 信託単体では限

界も あり 、 こ れま で例を 挙げてき たよ う な信託に適

し た事案であっ ても 、 任意後見と 併用する こ と によ

り 、 身上監護など 、 信託の及ばない点についていわ

ば「 穴埋め」 を する 必要があり ま す。 それのみなら

ず、 任意後見と 信託で車の両輪のよ う になっ て、 よ

り 好ま し い効果を 全う さ せる と いう 機能も 期待でき

る のであり 、 任意後見と の併用を 積極的に検討すべ

き ケース も 多いと 考えら れま す。 信託契約を する 場

合に、 将来において、 信託の変更やロ ーン の条件変

更など を 特に予定し ていない場合には、 法定後見で

も 差し 支えないかも 知れま せんが、 そう でない場合、

法定後見と 任意後見の違いに着目し つつ、 将来委託

者の判断能力が低下し た場合も 想定し て、 任意後見

アパートローン

金融機関 父親Ｘ

【併存的債務引受 アパートを信託譲渡

→連帯債務】

（受託者）

（委託者）

子Ｙ
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と 併用する か否か、 適切な方策を 検討すべき だと 思

いま す。

こ のよ う なわけで、 信託によ っ て重要な財産の管

理・ 運用・ 承継等を 担い、 任意後見で手元の財産管

理と 身上監護等に係る 事務及び将来の信託の管理を

担う 形にすれば、 資産の多い少ないや住ま いの場所

等にかかわら ず、 本人・ 家族の実情・ ニーズ等に広

く 対応し 、 安心・ 安全と 利便性の最適なバラ ン ス を

追求でき る 可能性があり ま す。

なお、 当然のこ と ではあり ま すが、 併用する 場合

には、 信託譲渡する 財産と 、 委託者の手元に残し て

任意後見人に委ねる 財産の区分けについて注意する

必要があり ま す。 こ れは結局、 信託で何を 実現し よ

う と する のかと いう こ と によ り 決せら れる こ と にな

り ま す。 たと えば、 賃貸アパート を お持ちのお年寄

り の老後の安心・ 安全を 確保する と いう こ と である

なら 、 重要な収益不動産である アパート を いく ら か

の金銭と 共に信託譲渡し 、 その他の身の回り の生活

に必要な金銭及び非収益物件は手元に残し て、 信託

の受益債権と し て支払われる お金を 委託者＝受益者

の生活に充てていく 、 と いう ス キーム が考えら れま

す。 そし て、 財産の承継については、 信託財産は信

託契約で定めら れた帰属権利者（ 信託法 182 条１ 項

２ 号） 又は残余財産受益者（ 同項２ 号） が承継し ま す

が、 委託者の手元に残っ て任意後見人の管理に委ね

ら れた財産は通常の相続ないし 遺言の対象になる と

いう こ と にも 注意が必要です。

３ 　 停止条件付信託について

先ほど 少し 触れた停止条件付信託について、 こ こ

で少し 敷衍し て説明し ま す。 一般的に、 民法 127 条

１ 項によ り 、 意思表示の効力発生を 一定の条件の成

就にかから し める こ と は可能であり 、 信託法４ 条４

項でも 、 停止条件の成就によ っ て効力が発生する 信

託を 認めていま す。 停止条件付信託の例と し ては、

たと えば、 農地を 信託譲渡する こ と については農地

法上の許可を 要する ので、 農地法５ 条１ 項の許可が

得ら れる こ と を 停止条件と し て、 農地を 信託財産と

する 信託契約を 締結する よ う なこ と が考えら れま す

が、 こ こ では、 信託契約と 任意後見契約を 併用し た

場合に、 信託の委託者が締結する 任意後見契約にお

いて任意後見監督人が選任さ れたこ と を 停止条件と

する 信託について考察し てみま す。 任意後見は任意

後見監督人が選任さ れたと き に効力が発生する ので、

要する に、 信託契約は直ちには効力を 発生さ せない

で、 将来、 事理弁識能力が不十分になっ た時点で受

託者に譲渡し 、 任意後見と 信託を 一緒にス タ ート さ

せる と いう 方式であり 、 筆者はま だ経験し たこ と は

ないのですが、 そのよ う な実例はある と 聞いていま

す。

こ のよ う な信託を 考察する のは、 実際のニーズと

し て、 委託者が、 自分が元気なう ちは信託財産を 手

元に置いて自分で管理し たいので、 今の段階では直

ちに信託財産を 移転さ せたく ないが、 将来認知症等

によ り 判断能力が低下し た場合に備えてあら かじ め

信託契約を 締結し ておき たいと いう 要望がある ため

です。 そし て、 認知能力の低下は徐々に進行し てい

く のが通常ですので、 任意後見の段階になる 前から 、

実際上管理が難し く なる 場合があり ま す。 こ のよ う

な場合に備えて、 たと えば、「 前項の規定にかかわら

ず、 委託者が受託者に対し て信託の開始を 求める 意

思表示を 書面で行っ たと き は、 その意思表示が受託

者に到達し た日を 信託開始日と し て、 本信託は効力

を生ずる 。」 と いった条項を設けておく のが好ま し い

と 思いま す。

ただ、 実際上問題と なる のは、 現在の信託法では、

信託契約は諾成契約と さ れていま すので、 信託が開

始し た後に、 信託財産たる 不動産について移転登記

等の手続を 要し 、 その登記手続や信託口口座の開設

等の手続の場面で、 本人の意思確認がなさ れる ので

すが、 ま だ後見の段階になる 前に信託を 開始し よ う

と し た場合に、 実際の意思確認の場面で、 本人の判

断と 、 登記手続を 担当する 司法書士や信託口口座の

開設に関わる 銀行の担当者の判断が異なり 、 本人の

意思能力を 問題と さ れて、 ス ム ーズに手続ができ な

い、 と いう 事態も あり 得ま す。 こ のよ う な場合には、

後見の段階になっ ている と いう こ と で、 結局任意後

見監督人の選任の申し 立て を し て 、 任意後見を ス

タ ート さ せ、 改めて信託登記等の手続を 行う し かな

いこ と になり ま す。

〈 次号に続く 〉
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T o p i c s

本会では、 10 月１ 日から 同月 31 日ま でを「 行政書士制度広報月間」 と 定め、 総務省の後援を

いただき 、 全国の自治体及び各単位会の御協力の下、 広く 国民に行政書士の存在を アピ ールし 、

制度の普及・ 浸透を図る 活動を 推進し ていま す。 その活動のう ち、 電話によ る 無料相談「 行政書

士電話相談」 は、 昭和 55 年の開設以降、 今回で 44 回目と なり ま し た。

今年度は、 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症の感染症法上の位置付けが５ 類に移行さ れてから 迎えた

初めての広報月間と いう こ と で、 各単位会においては感染防止対策に配慮し つつも 、 活発な PR

活動を 実施し ていただき ま し た。

以下に、 令和５ 年度「 行政書士制度広報月間」 中に行われた「 行政書士電話相談」 及び PR 活

動について、 各単位会の実施結果及び総評等を 取り ま と めて御報告し ま す。

なお、 本集計結果は所定の様式によ る 各単位会から の報告書データ を 基に集計し たも のです。

日行連における活動

Ⅰ． PR 活動

報道機関約 80 社に報道リ リ ース を 送付する

と と も に、 総務省及び各都道府県庁に行政書士

制度広報月間に係る 文書を送付し た。

ま た、 身近な国家資格者である 行政書士へ気

軽に御相談いただける よ う 、「 そう だ、 行政書

士に相談し よ う ！」 のキャ ッ チコ ピーを添えた

行政書士制度 PR ポス タ ーを作成し 、 各単位会

や関係機関等へ配付し た。 モデルは昨年度に引

き 続き 、 朝の情報番組でお天気キャ ス タ ーを務

め、 爽やかで明る く 知的な雰囲気で幅広い世代

に人気のある 女優・ モデルの貴島明日香さ んと

し 、 今回は行政書士役で起用し た。 ま た、 貴

島さ ん出演の行政書士制度 PR 動画を 制作し 、

ホームページ上で公開し た。

そのほか、 YouTube 広告動画を 作成し 、 広

く 周知を図った結果、 令和６ 年３ 月現在ま でに

56 万回を超える 再生回数を得た。

各単位会における活動

Ⅰ． 行政書士電話相談

１ ． 実施単位会

「 行政書士電話相談」 について回答のあっ た

47 単位会中、 35 単位会で実施さ れた。

２ ． 実施日時

35 単位会から 実施日の報告があ っ た。 本会

の実施要綱に基づき 10 月１ 日のみを 実施日と

し たのは３ 単位会、 それ以外の１ 日のみ実施し

たのは 14 単位会、 ま た、 複数日にわたり 実施

し た単位会は 18 単位会であった。

３ ． 実施場所

25 単位会が各単位会事務局のみを 実施場所

と し 、 事務局以外に支部や会員事務所等を会場

と し て複数箇所で行っ た単位会は 10 単位会で

あった。

４ ． 実施日数及び回答ス タ ッ フ（ 相談対応人員）

人数

期間中の実施日数は、 １ 実施単位会あたり 平

均 5.2 日であっ た（ 実施日が特定でき ない報告

分は除く 。）。 回答ス タ ッ フ 延べ人数は、 日数や

実施形態の違いから 単位会によ り 大き く ばら つ

き があり 、 最も 少なかった単位会は１ 名、 最も

多かった単位会は 130 名、 期間中の全国合計は

561 名と なっ た。 １ 実施単位会あたり の単純平

令和５ 年度「 行政書士制度広報月間」 実施報告

＜広報部＞
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均では、 期間中延べ 16 名のス タ ッ フ が対応し

たと の結果と なった。

５ ． 相談受付件数

総数 704 件の相談が寄せら れ、 内訳は「 権利

義務・ 事実証明」 が 604 件（ 85.8％）、「 許認可

関係」 が 100 件（ 14.2％） であった。

「 権利義務・ 事実証明」 では、「 遺言・ 相続」

に関する 相談が 364 件（ 60.3% ） と 最も 多く 、

次いで「 不動産関係」 94 件（ 15.6% ）、「 各種契

約」 14 件（ 2.3% ）、「 会計記帳・ 定款・ 内容証

明」 が４ 件（ 0.7% ）、「 戸籍関係」 が３ 件（ 0.5％）、

「 知的財産」 が２ 件（ 0.3％） であった（「 その他」

を除く 。）。

「 許認可関係」 では、「 建設・ 風営」 が 20 件

（ 20% ） と 最も 多く 、 次いで「 入管関係」 が 17

件（ 17% ）、「 農地転用」 が 11 件（ 11% ）、「 自

動車関係」 が８ 件（ ８ % ）、「 法人設立」 が７ 件（ ７

% ）、「 土地開発」 が４ 件（ ４ % ）、「 行政不服申

立代理業務」 が０ 件（ ０ % ） であった（「 その他」

を除く 。）。

その他の事例と し て、 成年後見に係る 相談や

近隣ト ラ ブルに関する 相談が多く 見ら れた。

６ ． 問題点等

８ 単位会から 問題点等に関する 意見が寄せら

れた。 内容は、 告知方法や実施場所・ 期間、 相

談者数の増減に係る 対応、 相談が集中し た際の

相談員の確保等について課題を認識し たと の意

見があった。

その他、 オンラ イ ンでの実施、 電話と 比較す

る と よ り 対面のほう が対応が容易である こ と 等

についての意見があっ た（「 特にない」 旨の回

答及び未記入であ っ た単位会は、 計 27 単位会

であった。）。

Ⅱ． PR 活動

１ ． イ ベント 会場

全単位会で実施さ れた 無料相談の受付会場

は、 電話と 対面を 合わせる と 全国で 1,194 か所

を 数えた（ 前年比 116.8％）。 そのう ち、 電話に

よ る 無料相談の会場は 277 か所、 対面によ る 無

料相談の会場は 917 か所であった。

本会が作成し た行政書士制度 PR ポス タ ーは

全国に配布さ れ、 その内訳は、 単位会事務局以

外に公的施設 12,085 枚、 駅・ 店頭 200 枚、 会

員事務所（ 会員事務所を 通じ ての外部配付を

含む） 42,434 枚と な っ た。 全国総配布枚数は

64,384 枚と なっ た（ 前年比 103.8％）。 ま た、 チ

ラ シや PR グ ッ ズを 配布し た単位会は 41 単位

会であった。

２ ． 相談受付件数

電話無料相談と 対面無料相談を 合わせ、 総

数 で 7,575 件 の 相 談 が 寄 せ ら れ た（ 前 年 比

119.8％）。 そのう ち 電話は前記のと おり 、 704

件（ 9.3% ）、 対面は 6,871 件（ 90.7% ） であった。

３ ． 広告媒体

43 単位会が、 自治体広報紙（ 誌） を含むマス

コ ミ 媒体に広告を出し た。 内訳は、 自治体広報

紙（ 誌） 28 単位会、 新聞広告 40 単位会、 テレ

ビ広告11単位会、ラ ジオ広告15単位会であった。

一方、 マス コ ミ によ る 報道は、 新聞報道 19

単位会、 テレ ビ報道７ 単位会、 ラ ジオ報道８ 単

位会であった。

広告媒体の利用や配布物の作成等に要し た経

費について、 最も 少なかった単位会は０ 円、 最

も 多かっ た単位会は 5,530,819 円で、 全国総額

は 50,426,835 円であり 、 １ 単位会あたり の単純

平均は 1,172,717 円であった。
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令和５ 年度行政書士制度広報月間実施報告　
総評及び今後の課題について

北海道行政書士会

無料相談会は毎年同じ 会場で開催さ れている イ ベン

ト へ出展する 形式で行っ た。 イ ベン ト 来場者数が減

少する 中、 相談件数は昨年よ り 増加し た。 ボールペ

ン やク リ アフ ァ イ ル等の配付があっ たためか人が多

く 集ま り 、 グッ ズは足を 止めても ら う 良いき っ かけ

になっ たと 感じ た。 ま た、 ブース の壁面に掲示し た

行政書士業務の説明や遺言見本、 法定相続人につい

ての図表等のパネルをじ っく り 読んでいる 方が多く 、

細かい文字のパン フ レ ッ ト よ り も 見ていただける よ

う に感じ た。 （ 札幌支部）

現在、 地域新聞に月 ２回、 行政書士の PR 広告記事を

掲載し ている 。 よ く 読ま れている 地域新聞のため、 幅

広く 行政書士を PR でき ている と 思われる 。 広告記事

は毎回定型のも のを 掲載し ている が、 事業ご と のア

レ ン ジも 可能なので、 本来なら 今回の広報月間キャ

ン ペーン 時には特に「 行政書士広報月間」 と アレ ン

ジする べき であっ たが、 定型のま ま 掲載し てし ま っ

た。 今後は、 都度ご と の事業に合わせたアレ ン ジを

する よ う 心掛けたい。 ま た、 今後の課題と し ては、 無

料（ 安価） で更新頻度を 増やすこ と ができ る SNS で

の広報の方法を 模索する 必要がある 。 （ 函館支部）

北海道管区行政評価局によ る 一日合同行政相談所に

会員派遣を行っ た。 ９ 月 21 日のイ オンス ーパーセン

タ ー三笠店においては遺言・ 相続関連の相談が３ 件、

10 月６ 日の深川市中央公民館においては１ 件の遺言

に関する 相談があっ た。 支部主催の相談会ではない

ので、 特に良い点、 悪い点等はない。 今後、 広報月

間 PR 活動と し て支部によ る 相談会開催を 検討し た

いと 考えている 。 （ 空知支部）

旭川支部の広報月間 PR 活動は、 支部管内の官公署

訪問（ 10 月） 並びに市民を 対象と し た月例の「 く ら

し の無料相談会」（ 10 月 10 日） 及びイ ベン ト と し て

「 市民講座＆無料相談会」（ 11 月３ 日・ 文化の日） を

開催し た。 官公署の訪問活動は、 訪問先にて広報月

間ポス タ ー掲示を 依頼し 、 当会のパン フ レ ッ ト 等の

啓発資料を 配布の上、 行政書士制度の PR 及び御協

力を お願いし た。 ま た、 イ ベン ト の「 市民講座＆無

料相談会」 は４ 年ぶり の開催のため、 市民の関心が

薄れている のではないかと 気掛かり だっ たが、 当日

昼頃から の雨天にも かかわら ず 48 名の市民の方々に

御来場いただいた。 なお、 来場者アン ケート 調査に

て、 貴重な御意見等を いただいたため、 今後の活動

にいかし ていき たい。 （ 旭川支部）

担当地区を毎年 10 月に関係団体等を訪問し 会長要請

文と ポス タ ー等を 持参し 、 行政書士制度への御理解

と 御協力のお願いに回っ ている と 、 詳細な説明を し

なく ても 理解、 協力し ていただいている 印象があっ

たこ と から 、 継続し て実施し ていく こ と が大事だと

感じ た。 （ 網走支部）

コ ロ ナで３ 年間中止し て以降、 久し ぶり に北海道社

会保険労務士会日胆支部と の合同無料相談会を 実施

し 、 当会マス コ ッ ト キャ ラ ク タ ーのたく ま く んのお

かげも あり 集客は上々だっ た。 イ オン 店舗内と いう

こ と で防炎加工さ れていないも のが掲示でき ず、 の

ぼり 等が出せなかっ た。 来年以降、 支部独自ののぼ

り の作成を 考える 。 社労士側から は行政書士会の販

促物の充実ぶり が好評だっ た。 たく ま く んの着ぐ る

みがデザイ ン さ れたティ ッ シュ など 、 たく ま く んに

よ っ て 集ま っ た 親世代に渡し た り 、 子供にも 手に

取っ ても ら いやすく なっ た。 広報活動と し てたく ま

く んは有効だが、 無料相談会の件数は増えていない

ため、 現在がベス ト かど う かは考える 必要がある 。

（ 苫小牧支部）

限ら れた態勢で、 いかに効果的に実施でき る か、 各

所と の連携の在り 方も 含め、 模索する 必要が高ま っ

ている 。 （ 十勝支部）

広報月間における 無料相談会の周知方法と し て、 開

催地の広報紙のみなら ず隣接する 自治体の広報紙へ

の掲載を 依頼し たと こ ろ 、 当該紙面を 見て相談に来

ら れた方も いた。 更なる 方法も 検討し 、 住民の利便

15　 　 2024. 4　 No.617

Topics



性向上につなげ、 行政書士業務を 知っ ても ら う こ と

で「 行政書士は頼れる 街の法律家」 である こ と を 実

感し ていただき 、 行政書士の業務拡大に資する こ と

ができ ればと 考える 。 （ 釧路支部）

当支部では例年同様の広報活動と なっ ている ため 、

費用対効果を ある 程度見込むこ と ができ る PR 方法

を 模索し ていき たい。 （ 根室支部）

秋田県行政書士会

アン ケート を 実施し た結果、 回答のほと んど が高評

価であり 、 行政書士が相続業務を 行っ ている こ と を

認識し ている 参加者が多いと 分かっ た。 一方で改善

すべき と いう 意見も あり 、 いただいた意見を 参考に

し ながら 、 今後も 良いセミ ナーと なる よ う に対応し

ていき たい。 （ 秋田支部）

PR 不足があ っ た。 前例踏襲が多いので、 こ れま で

と 違う 広報活動（ イ ンタ ーネッ ト の活用など ） の検討

を する 。 （ 能代山本支部）

本年も 多く の方に相談会に御来訪いただいたが、 相

談ブース が二つし かなく 待つこ と になっ た方が数名

いた。 ス ペース のこ と も ある が、 相談ブース を も う

一つ増やし たい。 （ 大仙支部）

例年ど おり の相談件数があり 、 折込み広告を 手に来

訪さ れていたので、 長く 続けてき た広告の効果と 思

われる 。 横手市広報の掲載には間に合わず、 無料相

談会の事前 PR が十分でなかっ た面も ある ので、 各

締切に間に合う よ う に、 準備を も う 少し 早く 行いた

い。 （ 横手支部）

支部会員が 12 名と 少ない中、 官公署の巡回参加者が

３ 名と なり １ 名増えた点が良かっ た。 昨年に引き 続

き 10 月には無料相談会を 開催でき なかった。 広報活

動がマン ネリ 化し ている ので、 別の方法によ る PR

活動も 検討し たい。 （ 男鹿支部）

岩手県行政書士会

本年度は、 行動自粛がない状態での広報月間と なり 、

各支部と も 従来ど おり の方法で対面によ る 無料相談

会が実施さ れた。 各支部がお互いの告知方法につい

て情報共有する 場面が増えたこ と で、 よ り 効果的な

手法を試みる 支部が出てき ている 。 岩手会と し ては、

ホーム ページを 活用する こ と で、 広く 各支部の支援

が可能になっ ている 。 当会の電話相談はビ デオ会議

シス テム と フ リ ーダイ ヤルの組合せで県内各地から

電話相談を 受け、 電話受付の中で端的に相談の内容

を 聞き 取り 、 得意分野と し ている 対応者へつなぐ こ

と は大いに効果的に機能し ている が、 予算的制約の

中でフ リ ーダイ ヤルの公示期間が限ら れている こ と

で、 周知活動の効率も あま り 良く ないと いう 点が課

題である 。 全体と し て各支部の積極的な活動によ り 、

行政書士の制度を 多く の県民の皆様に知っ ていただ

き 、 官公庁や関係各所への訪問でも おおむね好意的

に訪問を 受け入れていただいたと 考える 。

青森県行政書士会

・ 行政書士会と 各士業合同で相談会を 開催する こ と

で、 地域住民への貢献ができ た。

・ 総行行第 84 号通知を受け、 コ ス モス 青森県支部と

連携し 地域包括支援セン タ ーへの訪問を 行っ た。

おおむね好感触であっ た。
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福島県行政書士会

コ ロ ナ禍後の市町村訪問を 実施し たこ と も あり 、 多

く の自治体の担当者に快く 訪問を受け入れら れた。 そ

の中で市町村長や警察署長など に直々に御対応いた

だいたと こ ろ も あり 、 現在の行政書士会の活動状況

や自治体と の今後の協定締結など について丁寧に説

明する こ と ができ た。「 行政書士の業務内容」 につい

て詳し く 理解し てく ださ っ ている 自治体が少なかっ

たこ と も あり 、 外国人の在留資格の支援など を 行っ

ている こ と を 伝える と 、 地域の外国人住民の方向け

の相談会や市町村役場職員向けの相談会など の開催

に意欲を 示し てく ださ る 自治体も あっ た。 今後、 行

政書士の業務内容についても 、 よ り 具体的に PR す

る こ と で、 よ り 多く の行政書士の活躍の場を 見出し

ていき たいと 考える 。

宮城県行政書士会

・ 新型コ ロ ナウ イ ルス の感染症分類が下がっ たこ と

によ り 、 12 支部全てで無料相談会を開催する こ と

ができ た。

・ 宮城会では、 例年同様のホーム ページでの告知・

PR のほか、 情報誌、 フ リ ーペーパー、 新聞の情

報提供コ ーナー、 仙台市交通局地下鉄駅地域情報

ボード など 無料掲載ができ る も のを 最大限に利用

し た。 ま た、 有料のも のと し ては、 従来の新聞広

告は費用対効果の観点から 本年度は見送り 、 新た

な試みと し てテ レ ビ 、 ラ ジ オによ る 告知、 PR 活

動を 行っ た。 その結果、 例年よ り 問合せが増え、

一定の効果を 得る こ と ができ た。

・ 祭り 等のイ ベン ト 会場内で相談会を 実施し た支部

があ り 、 イ ベン ト 来場者へのチラ シ・ ポ ケ ッ ト

ティ ッ シュ の配布、 ユキマサく んグッ ズの抽選会

を 行う など 、 多く の方に行政書士を PR する こ と

ができ た。

・ 支部によ っ ては、 相談件数が少ない、 飛び込みで

の相談が少なかっ たなど 、 会場によ っ てバラ つき

があっ た。 改めてど のよ う に周知・ 告知活動を す

る か検討する 必要がある と 感じ た。

山形県行政書士会

各支部における 無料相談会に加えて、 山形会が広報

月間中のイ ベン ト と し て行っ た市民公開講座（ 公証

人によ る 任意後見や公正証書遺言セミ ナー） で無料

相談会を 実施し たこ と によ り 相談件数が増えた。 新

型コ ロ ナが５ 類に移行し た後は、 許認可関係の相談

はなかった。 今回、 メ ディ アを活用し た広報を行い、

メ ディ アと の関係が構築でき たので、 今後は広報活

動にメ ディ アを 積極的に活用し ていき たいと いう 支

部があっ た。 一方で、 広報活動への取組に、 支部に

よ り バラ つき があっ たこ と から 、 今後は広報月間前

に活動計画の提出や中間報告を 求める など の方法を

検討し 、 広報月間を よ り 充実し たも のにし ていき た

い。

東京都行政書士会

本年度の広報月間（ 10 月１ 日〜 11 月 15 日） は新型

コ ロ ナウ イ ルス 感染症の５ 類感染症移行後に行われ

たこ と も あり 、 東京会・ 各支部（ 33 支部） 共にほぼ

通常ど おり の形式で無料相談会を 行っ た。 当会と し

ては、 東京都庁内にて暮ら し と 事業の無料相談会を
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10 月５ 日と ６ 日の２ 日間開催し た。 本年度は着ぐ る

みユキマサく んを 使用でき 、 都民にアピ ールでき た

と 思われる 。 各支部（ 33 支部） においては、 合計 70

回街頭無料相談会を 開催し た。 相談内容は例年ど お

り 遺言・ 相続が最も 多く 、 それに関連し た成年後見

や空き 家対策についての相談も あっ た。 当会の広報

部と し てウ ェ ブサイ ト や SNS を活用し ての情報発信

を行った。 課題と し てはウ ェ ブサイ ト や SNS での広

報がど の程度の効果が上がっ ている のかがよ く 分か

ら ないと いう 点がある 。 相談会に来ら れる 方は比較

的御高齢の方が多く 、 ま だ紙媒体（ 新聞折り 込みチ

ラ シ） から の情報取得が主と なっ ていた。 今後は的

確な情報発信と 分析を し ながら 、 相談会のみなら ず

様々な活動に取り 組みたいと 考える 。

神奈川県行政書士会

10 月 13・ 14 日の２ 日間、 新都市プラ ザ（ そごう 横浜

店地下２ 階正面入口前） において、 本年で 19 回目と

なる 「 行政書士フ ェ ス タ 2023」 を開催し た。 イ ベン

ト のメ イ ン と なる 「 無料相談会」 の会場では、 相談

ブース 数を コ ロ ナ禍前の規模に戻し 相談会を 開催。

単位会所属の行政書士相談員だけでなく 、 公証人会、

宅建協会から も 相談員の派遣を 要請し 多く の皆様の

御相談に対応し た。 そし て昨年大好評だっ た「 にゃ

んと も 頼れる 落語会」 を 本年も 開催し 、 現役行政書

士でも ある 落語家の桂雀太氏を お招き し て 120 席満

席の大盛況と な っ た。 ま た今回、 初の試みと し て、

会場の一角でユキマサく ん撮影会を 行っ た。 撮影会

は初日である 13 日に６ 回にわたり 行ったが、 いずれ

の時間帯でも ユキマサく んは大人気だっ た。 年齢・

性別問わず、 多く の方々と フ レ ーム に収ま っ た。 撮

影会に御参加く ださ っ た方には、 記念にユキマサく

んオリ ジナルエコ バッ グを お持ち帰り いただいた。

千葉県行政書士会

対面相談の開催数・ 開催場所数は、 コ ロ ナ以前と 同

様規模の開催と なっ た。 駅前での開催では相談件数

が増加し 、 人流の回復・ 増加によ る も のと 思われる 。

今後も 会員と 相談者の衛生を 確保し つつ、 対面相談

を 継続し ていき たい。 チラ シや PR グッ ズの準備面

では、 コ ロ ナの影響によ る 配布数の増減予測が難し

かっ たため、 対面相談の開催状況に合わせた準備が

でき なかっ た。 次年度は、 コ ロ ナ以前の開催状況を

踏ま えた準備を し ていき たい。

茨城県行政書士会

・ 新型コ ロ ナウ イ ルス が５ 類と なり 、 行動制限が大

幅に改善さ れたこ と から 、 催事など が増え、 相談

会場数が昨年度よ り 微増し た。

・ 相談会の開催日時について、 勤務後にも 相談でき

る よ う に平日午後４ 時〜７ 時と いう 枠を 設けた。

・ PR グ ッ ズ と し て 配布し た「 ク リ ア フ ァ イ ル」 は

人気が高く 、 本年度も デザイ ン を 変更し て制作し

た。 ま た、 制作し た一部は法教育を 開催し ている

小中学校での配布に活用し ている 。

・ 昨年度よ り 相談会場数を増やし たにも かかわら ず、

相談件数自体は微減し た。 市町村が発行する 広報

誌を 見て相談に来る 方が圧倒的に多いので、 掲載

いただく 文案にも 工夫を 凝ら し て、 相談件数アッ

プを 図る 。
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栃木県行政書士会

新型コ ロ ナウ イ ルス の分類が変更さ れ、 コ ロ ナ禍以

前のよ う な活動を 行う こ と ができ た。 特に無料相談

会に関し て は支部と 協力を し て 県内 11 か所で開催

し 、 事前に自治体の広報誌や新聞広告、 鉄道の駅や

道の駅へのポス タ ー掲示など で周知を行っ た 。 11 か

所のう ち３ か所においては自治体のイ ベン ト 会場に

相談会用のブース を設けても ら う 形式であったため、

相談目的ではない多く の人々にグッ ズを 配布し て行

政書士の認知度向上に努める こ と も でき た。 人流が

活発になっ たタ イ ミ ン グでと ても 有効な取組であっ

たので、 次年度以降の計画にいかし ていき たい。

埼玉県行政書士会

例年ど おり 、 県内全 23 支部において対面の無料相談

会を実施し た。 本年の会場は 28 か所、 各支部で９ 月

中に公共機関へのポス タ ー掲示や自治体広報誌への

無料相談会案内の掲載を お願いし た。 ま た、 テレ ビ

埼玉の情報番組に会長と 広報部副部長が出演し 、 行

政書士制度及び広報月間無料相談会の PR を行った。

当日のパーソ ナリ ティ ーが数年前の出演でも 御一緒

し た経緯があり 、 行政書士に対し て好意的な発言が

多く 、 テレ ビ 出演を 継続し ていく 大切さ が実感でき

た。 視聴者プレ ゼン ト と し てユキマサく んグッ ズを

用意し ていたが、 実態と し て当選者への発送の手間

が局側に掛かる ため、 プレ ゼン ト 数は控え ている 。

新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症の５ 類感染症移行後も 、

各会場では感染予防対策に気を 配り ながら の実施で

あっ た。 全体の相談件数は昨年の 446 件から 465 件

へと 増加し ており 、 遺言・ 相続が 345 件と 全体の７

割を 占めていた。 紙媒体の必要性を 視野に入れつつ

も 、 時代に合わせたデジタ ルによ る 情報発信など、

様々な層に伝わる PR 活動を 行い、 行政書士制度の

周知に取り 組んでいき たい。

群馬県行政書士会

新型コ ロ ナウ イ ルス の制限が緩和さ れたこ と によ り 、

相談件数が増えた支部が多く なっ た。 反対に少なく

なっ た支部では、 周知方法を 見直し たいと いう 感想

が多く 寄せら れたため、 各支部の周知方法を 聞き 取

り 検討する 必要がある 。 相談会の事前予約を 設けた

支部では、 その内容に精通し た相談員に対応を 依頼

でき た場合も あり 、 相談者の問題解決を 図れたこ と

で、 アンケート では好評と の声が多数あった 。 ま た、

相談経験が豊富な会員と 乏し い新入会員が２ 人１ 組

と なっ て対応し た支部も あり 、 会員に経験を 積ま せ

る こ と と 知識向上に役立つ効果も あっ た。 自筆証書

遺言書保管制度が開始さ れたこ と から 、 自筆での遺

言書作成セミ ナーを 開催し た支部も あっ た。 相談者

が増えた支部では、待たせてし ま う 時間帯も あり 、事

前予約制を 採る こ と 、 相談時間を 短く し つつ担当者

を集中さ せる と いう 対応も 必要ではないかと 感じ た。

長野県行政書士会

本年度の広報月間は、 よ う やく コ ロ ナ禍の影響が消

えて無料相談に一定数の相談者があり 、 PR 活動と

し ての効果を 得ら れたと 評価でき る 。 相談内容は、

相続・ 遺言関係が多く 、 そのため相談者は高齢者が

多い傾向にある 。 よ り 広い年齢層から 多様な分野の

相談を受ける ため、 従来の新聞広告のほかに SNS な

ど の新し いメ ディ アの活用を 検討し たい。
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山梨県行政書士会

コ ロ ナの感染状況によ り 、 電話相談で行っ てき た相

談会を昨年から 対面で開催し 、 今回も 完全対面で行っ

た。 全ての支部で２ 年続けて対面で開催でき たこ と

を喜ばし く 思う 。 コ ロ ナ禍で行った電話相談会も 、 普

段は相談会場ま で足を 運べない方にと っては良い機

会になっていたが、 対面だと 意思疎通を図り やすく 、

表情や資料を 拝見でき る ので、 基本的には対面がよ

いと 感じ た。 ただし 、 会場と 電話を 組み合わせた形

やオンラ イ ン 相談会の形式も 検討する 必要がある と

思う 。 相談会の告知方法は、 市町村広報誌が媒介に

なっている ケース が９ 割と いっても 過言ではない。 広

報誌はス ペース の問題も あり 、 必ず掲載し ても ら え

る か分から ない点など 、 広報ツ ールと し て安定感が

ない。 定期的な相談会と し て掲載をお願いする など 、

今後広報誌への掲載を 確実にし ていく こ と が最も 重

要な課題だと 思われる 。 ポスタ ーの配布について、 本

年は会員事務所への配布を せず希望者への配布と し

た。 今ま では無条件に会員に１ 枚ずつ配布し ていた

が、 自宅の一部を 事務所にし ている 者が多く 、 ポス

タ ーを 掲示し ていない会員がいたため、 実態調査も

兼ね試験的に無条件配布を し なかった。 今後、 ポス

タ ーについてどう 扱う べき か検討が必要かと 考える 。

ま た、 山梨会独自で作成し たチラ シを 県民の日のイ

ベント 等で配布する 等工夫をし たと こ ろ、 と ても 好

評だった。

静岡県行政書士会

静岡会では、 令和５ 年度はコ ロ ナ感染に注意し なが

ら も 静岡県内 17 支部では対面方式の無料相談を 復

活・ 実施し た。 ま た、 各支部の無料相談に活用する

ためのク リ アフ ァ イ ル、 アーム リ フ レ ク タ ー等のノ

ベルティ グッ ズに加えて、 行政書士業務案内パン フ

レ ッ ト を 新たに企画・ 作成し た。 当会は昨年同様に

電話相談と いう 形態ではなく 、 新聞題字下広告、 テ

レ ビ ・ ラ ジオ CM に連動し た、 本年で２ 年目を 迎え

る ラ ジオ取材型番組「 生中継ス ク ーピ ー企画」 と し

て聴いていただく こ と によ り 、 自然に無理なく 「 行

政書士」 を 発信でき た。 ただ、 こ の広報活動によ る

費用対効果については未知数である 。 明確な効果を

伴う 広報活動を 実施する ための協議を 進めていく 。

新潟県行政書士会

こ れま で無料相談会を 開催し てこ なかっ た自治体に

おける 初開催では、 利用者が少なかっ た。 チラ シ配

布等を 広範囲に広げる など 、 イ ベン ト （ 無料相談会

等） の予定がない地域にも 広報を 強化し 、 認知度向

上に努めたい。

愛知県行政書士会

アフ タ ーコ ロ ナと なっ た本年は、 広報月間における

活動も コ ロ ナ前に戻り 、 県内 68 か所での相談会を 通

常モード で行う こ と ができ た。 期間中はおおむね天

候に恵ま れ、 多く の会員が参加し た相談会で多く の

相談に対応し 、 無事に広報月間を 終える こ と ができ

た。 ま た、 各地のイ ベン ト や市民・ 区民祭り も 再開

し 、 イ ベン ト ブース を 設置し て参加する など 、 行政

書士の認知度向上のみなら ず地域に根ざし た行政書

士の存在を 周知し た。 総務省主催の「 一日合同行政

相談所　 豊田会場」 では鈴木淳司総務大臣（ 当時） が
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訪問さ れ、 各メ ディ アに大き く 報道さ れた。 愛知会

は、 本年度新た に「 そ う だ、 行政書士に相談し よ

う ！」 の機運を 高めよ う と 、 地下鉄ア ナウ ン ス 広告

を出稿し ている 。 １ 日に 490 回流れる アナウ ンス は、

行政書士の利活用の機会に大いに貢献する と 考える 。

一方で、 広報と し ての更なる 効果を 得る ためには、

各会場の事前周知が最も 重要である 。 各支部が地域

の特性に合わせて、 官公署などの自治体から 町内会、

地元のロ ーカルメ ディ アなど に働き かけ、 開催を 周

知する こ と によ り 潜在需要の掘り 起こ し の余地はあ

る と 考える 。 ま た、 会員個々人が SNS など によ り 開

催を 発信する こ と も 、 誰も が発信者と なれる 時代に

おいて実に有用なツ ールである 。 次年度はこ の点を

踏ま えて活動し たい。

岐阜県行政書士会

広報月間の活動について順次述べる 。

①無料相談会については、 岐阜会は電話相談、 各支

部は会場にて対面相談を 行っ た。 岐阜市、 大垣市な

ど 県内でも 都市部と 言える 会場はコ ロ ナ以前に戻っ

たと いえる く ら い盛況であっ たが、 他支部ではま だ

ま だ以前の相談人数に復し ていないと こ ろも あった。

ま た、 10 月に広報月間と なる 他士業も 多いため、 他

士業相談会と の日程が近いこ と で相談者が分散し て

し ま っ たのではないかと いう 意見も あっ た。 一方で

司法書士・ 土地家屋調査士と ３ 士業合同で開催さ れ

た支部の相談会は盛況だっ たため、 当会と し ても 広

報活動を 他士業と 連携する べき かと 感じ た。

②今回は岐阜支部の相談会が中日新聞や岐阜テレ ビ

の取材を 受ける など 成果があっ た。 一方、 各支部に

おいても 市町広報誌・ 地方紙・ ケーブルテレ ビ など

で広告を行っている が、 アピ ール不足を感じ ている 。

デジタ ル媒体など更なる 広報の活用が必要かと 思う 。

③特筆すべき 新し い試みは、 当会の社会貢献事業部

と 恵那支部が合同で行っ た「 学校での法教育」 であ

る 。 行政書士の社会貢献活動である と 同時に、 地元

の方から の信頼度・ 認知度を 向上さ せる 広報活動で

も あり 、 今後も 継続し ていく べき だと 考えている 。

三重県行政書士会

本年度は全支部が無料相談会と 官公署窓口等への協

力依頼（ ポス タ ー掲示、 チラ シ・ グッ ズの配架等） を

実施し た。 各支部の無料相談会は、 公的な会場を 始

め、 ショ ッ ピ ン グセン タ ーや地元の祭り 会場等の一

画にブース を 設けて開催。 相談会ののぼり を 目にし

た飛込みの相談者も 少なから ずあり 、 広く 市民の皆

様に行政書士を PR する こ と ができ た。 ただし 、 支

部によ り 相談件数の多寡が激し く 、 相談件数の少な

い支部では、 事前・ 当日の広報の方法、 会場の場所

など の検討が必要である 。 官公署窓口等への協力依

頼では、 本年度は、 A DR セン タ ーの紹介も 兼ねて、

各市町の消費者問題相談窓口にも 広報月間の協力依

頼を 行っ た。 新し い試みと し て「 行政書士制度広報

月間ク イ ズキャ ン ペーン 」 を 実施し た。 一般の方が

ク イ ズのヒ ン ト ・ 正解を 探すために三重会のホーム

ページにアク セス し て行政書士の業務内容を 読む・

見る こ と によ り 、 その仕事・ 制度を 知る き っ かけを

作る 目的で、「 行政書士は頼れる 街の○○○」 と いう

設問に御回答いただいた。 キャ ン ペーン の告知につ

いては、 ホ ーム ページや SNS の活用な ど の意見が

あっ たが、 無料相談では年配の方が多いこ と や、 最

近、 若い方の間で昭和レ ト ロ が流行っ ている と のこ

と で、 あえてハガキを 使用する と いう アナロ グな手

段を 採っ たと こ ろ、 こ れが功を 奏し 、 331 名の方か

ら 応募が寄せら れた。 賞品は射幸心を 煽ら ない内容

に抑え、 賞品総額７ 万円「 Ａ 賞は 10 名 2,000 円、 Ｂ

賞は 50 名 1,000 円のク オカード 」 と し た。 抽選会は

11 月 30 日。 抽選会の 様子は 12 月中旬に 当会の

Facebook で動画配信し た。 是非、 御覧いただき たい。
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福井県行政書士会

福井会では県下６ 会場での対面によ る 無料相談と 、 当

会事務局での電話無料相談を実施し た。 PR 活動と し

ては、 昨年と 同様、 新聞での全面広告・ テレビ CM・

チラ シの配布に加え、 本年はテレビ 番組において PR

ができ る コ ーナーにも 出演し 、 無料相談会の案内や行

政書士の仕事内容などの情報を発信し た。 また、 各市

町が発行する 自治体広報誌への掲載を依頼し 、 多く の

人への周知を図った。 こ の無料相談会を何で知ったか

の相談者へのアンケート では、 自治体広報誌、 新聞、

たま たま 会場に来た、 ホームページの順と なった。 本

年初めて自治体広報誌に掲載し た会場では、 例年の３

倍強の相談者が来場し た。 住民の大き な情報源と なる

自治体広報誌への掲載は重要である と 痛感し た。

石川県行政書士会

石川会では、 令和５ 年度広報月間の中心的活動と し

て、 対面及び電話での無料相談会を 実施し た。 当該

相談会全体の相談件数は 216 件と 前年の 105 件よ り

倍増し 、 コ ロ ナ収束を 実感する 結果と なっ た。 中で

も 金沢支部は、 対面での相談会場を 前年の２ か所か

ら ４ か所に拡大し 、 四つの市町で無料相談会を 実施

する など 、 相談件数の増加に大いに貢献し た。 ただ

し 、 想定を 超える 相談があり 、 １ 時間超の待ち時間

が生じ たため相談を 断ら ざる を 得ない場合も あっ た

こ と は反省点である 。 ま た例年、 高齢の相談者が多

いこ と を 考慮し 、 テレ ビ CM を 放映し たが、 相談の

き っ かけと し てテレ ビ CM を 挙げた者は一桁し かお

ら ず、 意外な結果と なっ た。 一方、 新聞やチラ シを

相談のき っ かけと 答えた相談者は６ 割強に上り 、 依

然と し て紙媒体の強さ を 感じ た。 こ う し た調査結果

を 踏ま え、 イ ン タ ーネッ ト 上での宣伝も 含め、 よ り

効果的な PR 方法を 検討し たいと 考える 。

富山県行政書士会

10 月の広報月間に際し 、 事前に各官公署への非行政

書士行為防止の掲示板設置確認と と も に PR ポス タ ー

の配布を し た。 ま た、 県内新聞社２ 社での無料相談

会実施の告知。 各支部を 通じ て、 関連市町村広報紙

での相談会実施案内の掲載を 行っ た。 ま た、 富山支

部では、 回覧板の取組が効果的であっ た。 新型コ ロ

ナウ イ ルス 感染症の規制がよ う やく 外れ、 パーテー

ショ ン など も なく 、 従来の形での無料相談会を ６ 支

部計 11 会場で開催し た。 新し い会場での開催や、 日

曜日開催など 各支部が工夫を 凝ら し ての開催であっ

た。 相談内容は、 例年ど おり 相続関係が多いが、 一

人暮ら し の高齢者の来訪が増え、 自身の今後を 考え

た成年後見制度に関する 相談や、 空き 家になっ たと

き の対策相談など が多い傾向である 。 身近に相談で

き る 機会作り は非常に大事で、 高齢者が相談し やす

い場所・ 時間・ 回数を 考慮する こ と が全体の相談件

数向上にも つながる のではないかと 考える 。

滋賀県行政書士会

本年も 例年同様に、 各支部が無料相談会を開催し た。

コ ロ ナ禍を終えた後と いう こ と も あり 、 昨年よ り も 相

談件数は増加し た。 中でも 、 相続・ 遺言関係と 不動

産関係が多く の割合を占めており 、 今まで相談し たく

ても でき なかった方々が多く いら っし ゃったのではな

いかと 推測さ れる 。 オンラ イ ンや電話でなく 、 対面で

の相談である から こ その良さ を 相談者の方々も 我々

会員も 感じ る こ と ができ たのは良かった。 来年以降も
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市と の共催事業と し て平成 28 年度から 行っている 一

般市民向け終活セミ ナー・ 無料相談会の開催を 広報

月間活動の柱にし ている 。 各支部では、 新型コ ロ ナ

ウ イ ルス の影響で制限さ れていた相談会やセミ ナー

等が各地域で行われた。 し かし 、 コ ロ ナ禍によ る 運

営のブラ ン ク も あり 、 事前準備や当日の対応など に

おいて、 万全に行えなかっ た等の戸惑いの声も あっ

た。 当会における 無料相談会では、 今回初めて電話

相談と 対面相談を 同時開催し た。 市民向け終活セミ

ナーは、「 おひと り の終いかた〜遺言・ 任意後見契

約・ 死後事務委任契約〜」 と 題し 、 当会会員が講師

を 務めた。 参加者の熱心な聴講の姿勢や参加募集開

始から 問合せが相次いだこ と 、 無料相談会では相続

関連の相談事例の割合が多いこ と から 、 終活全般に

ついて、 市民の関心が高いこ と を う かがい知る こ と

ができ た。 他士業でも 遺言や相続に焦点を当てた相

談会が見ら れる が、 相談者のニーズを 獲得する ため

に、 ほかと の差別化を前面にアピールでき る よ う な組

織的な広報活動を 行い、 行政書士なら ではの特色を

いかし た対応をし ていく こ と が必要である と 考える 。

奈良県行政書士会

「 ユキマサく んが行く ☆奈良県行政書士会キャ ラ バン

隊」 と 題し て、 県内主要な駅４ か所にてティ ッ シュ

配り を 行っ た。 当会では、 以前にも 何度か同様のイ

ベン ト を 行っ ている が、 今回も 大阪会から ユキマサ

く んの着ぐ る みを 借り 、 同行し ても ら う こ と で行政

書士の更なる 認知度向上に努めた。

その甲斐も あ り 、 道行く 人と 話を する 機会も 多く 、

行政書士を知っても ら える 絶好のアピールになった。

ま た、 後日ティ ッ シュ を 受け取っ た方から 、 当会宛

てに相談の連絡が入っ たこ と も あり 、 広報活動と し

て成功だっ たのではないかと 思われる 。 本年のイ ベ

ン ト 開催は平日だっ たが、 来年以降も 開催を する 場

合、 更な る ア ピ ールの場と し て、 土日開催や大型

ショ ッ ピ ン グモール等での開催も 検討し ている 。

同様に開催し ていき たいと 思う 。 なお、 媒体を使用し

た告知については、 集客につながった支部も あれば、

そう でない支部も あり 、 費用対効果を 踏ま え、 今後

ど のよ う にし ていく か検討し ていく 必要性を感じ た。

大阪府行政書士会

一般向け広報誌「 終活を お考えのみなさ んに読んで

欲し い本」 を 制作・ 配布し た。 終活を テーマにし た

冊子に一般の方が目を 通す中で、 行政書士に「 出会

う 」 広報誌と し た。 無料相談会でも 活用でき る よ う

専門用語の解説を 含め、 終活と いう 一見する と 暗い

イ メ ージを 持たれがちな内容を 前向き に捉えら れる

よ う に、 表現を 工夫し た。 自身の状況と 照ら し 合わ

せて活用でき る よ う に、 チェ ッ ク リ ス ト を 設ける な

ど も 工夫し た。 本広報誌を PR グッ ズと 併せて街頭

で配布し 、 無料相談会でも 配布する など 、 こ れま で

の無料相談会開催、 PR グ ッ ズ 配布、 ポス タ ー配布

など の活動に加え、 更に広がり を 持っ た広報活動が

でき た。 今後も 本広報誌を活用し て、「 頼れる 街の法

律家」 と し て国民の信頼を 高め、 行政書士制度の普

及・ 浸透を 図る 活動を 促進し ていき たい。

京都府行政書士会

京都会では、 各支部での無料相談会の実施と 、 京都
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和歌山県行政書士会

本年も 例年同様、 県下８ 支部において広報月間中に

各官公署（ 県庁、 市町村役場、 警察署、 保健所等） を

訪問し 、 各担当者と お会いし て行政書士制度の PR

を 行う と と も に、 非行政書士排除の要請も 行っ た。

今回は、 新型コ ロ ナ対策と し ての制限を 原則解除し

たが、 一部感染を 防ぐ ため必要最小限の人数での訪

問は継続し た。 直接担当者の方々と 意見交換、 情報

交換を する こ と が官公署と の良好な関係構築につな

がる と 考えており 、 今後も 引き 続き 積極的な広報活

動に努めていく 。 なお、 和歌山会主催の無料相談会

はイ ズミ ヤ和歌山店にて開催し たと こ ろ 、 相談件数

13 件と なった。 やはり 、 無料相談会はでき る 限り 地

元密着で、 かつ来店客数が多い場所の方が、 相談件

数も 増える こ と がよ く 分かっ た。 こ の実績を 基に、

相談会場を 精査し たい。

兵庫県行政書士会

広報月間ポス タ ーは、 各地域行政機関に掲示の依頼

をし つつ、 10 月には県下主要駅４ か所においてデジ

タ ルサイ ネージを 活用し た PR を １ か月間行う こ と

で、 直接市民に強く 働き かける こ と ができ た。 各支

部によ る 法の日無料相談会を兵庫県下 20 か所（ 公共

施設、 ショ ッ ピ ングモール、 駅前施設、 野外施設等）

で開催し た。 利便性に富んだ相談会になった 。 ま た、

街頭無料相談の開設によ り 兵庫会によ る 「 法の日」

無料相談会を 行い、 併せて特定行政書士、 A DR、 コ

ス モス 成年後見サポート セン タ ー等の PR も 行った。

広報月間公開イ ベント と し ては、「 今から 始める 事業

者のための SDGs」 を テーマに会場・ オン ラ イ ン の

ハイ ブリ ッ ド 形式で講演会を 行っ た。 その際、 要約

筆記を 導入し 、 よ り 多く の人が参加でき る ス タ イ ル

で開催し た。 今回の相談会・ 講演会に参加さ れた方

に、 ユキマサく んエコ バッ グの配布を 実施。 行政書

士を よ り 身近に感じ る 機会と なっ たも のと 考える 。

課題と し ては、 当会と 支部と の連携を なお一層図る

こ と で、 円滑な PR ができ る のではないかと 考える 。

鳥取県行政書士会

令和５ 年５ 月８ 日から 新型コ ロ ナウ イ ルス の感染症

法上の位置付けが２ 類相当から ５ 類感染症に移行さ

れ、 経済活動の再生が活発に行われ始める 中、 オミ

ク ロ ン 株 BA -5 の感染拡大や季節性イ ン フ ルエン ザ

の増加がさ さ やかれる も のの、 新型コ ロ ナウ イ ルス

の感染状況に関する 報道等も 減少し 、 行政書士会と

し ての広報の活動についてコ ロ ナ前の直接対面に戻

す意見も あっ た。 し かし 、 感染症に対する 不安が完

全に払拭でき る ほど の情報がなく 、 前年ど おり 行政

書士会にと って重要かつ継続が必要な官公署訪問は、

感染防止対策に万全を 期し て単独訪問を 実施し 、 無

料相談会（ 電話、 対面型） については予約制・ 少人数

で開催。 その他関係団体等は広報資料等の郵送配布

によ り 実施し たが、 相続登記の義務化施行を 前にし

て無料相談の総件数についてやや減少傾向が見ら れ

る こ と から 、 平素の広報・ 活動の在り 方を 考える 必

要がある 。
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島根県行政書士会

相談会については、 コ ロ ナ禍が終わったためか前年よ

り 相談件数が増加し た点は良かった。 ま た、「 行政書

士がいない地域」 での相談会をと 、 あえて中心部以外

で開催し た支部も あり 、 良い取組ではないかと 思う 。

全国でも 高齢化率の高い島根県においては、 普段相談

に行き にく い高齢者や過疎地域への細かいアプロ ーチ

も 重要ではないかと 考える 。 そのためには会員が少数

のため十分に活動でき ない支部などへの対応も 島根会

全体の課題と し て考える 必要がある 。 告知についても

地元新聞に掲載し 広く 呼び掛ける こ と はも ちろ んだ

が、 地域や公民館の広報誌など 、 よ り 市民に身近な場

所での働き かけが必要で、 気軽に相談でき る 行政書士

と いう 専門家が近く に存在する こ と を知っても ら う 必

要がある と 思う 。 官公署へ訪問、 申入れも 例年どおり

行ったが、 行政書士制度や非行政書士排除等をどれだ

け理解さ れている のか不明で、 よ り 効果的な広報活動

を考えていかなければなら ない。

岡山県行政書士会

広報月間無料相談会が 10 月３ 日から ５ 日ま での３ 日

間、 新し く なっ た岡山会事務所会議室にて実施さ れ

た。 各日、 相談員３ 人が電話相談、 加えて本年は来

所さ れる 相談者にも 対応し た。 内容は相続関係、 特

に不動産に関する も のが多く あっ た。 新たに始ま っ

た相続土地国庫帰属制度についての説明や、 今後は

相続の名義変更が義務化さ れる こ と など 交えながら

回答し た。 イ ン タ ーネッ ト で調べた上での相談も あ

り 、 自分自身が正し く 新し い知識を 習得し ていなけ

れば、 き ちんと 回答する こ と が難し いと 感じ た。 電

話相談は、 相手の表情が見えない分、 言葉や話し 方

など 気を 付けなければなら ないと 思っ た。 相談内容

によ っ ては、 的確な回答を 求める よ り 、 聞いても ら

いたいと いう 相談者の気持ちを 受け止め、 じ っ く り

と 話を 聞く こ と も 大切だと 感じ た。

広島県行政書士会

本年度は広島版図柄入り ナン バープレ ート が受付開

始になる と いう こ と で、 自動車業務の PR も 兼ねて

相談会場にナン バープレ ート の見本を 設置し た。 そ

れに併せ各報道機関にアピ ールし た結果、 シャ レ オ

中央広場会場において NHK、 RCC のテレ ビ 取材を

受けた。 福山会場を ショ ッ ピ ン グモールから イ ベン

ト 会場へ変更し たが、 告知不足によ り 相談件数が伸

びなかっ た。 市の広報誌に掲載を 依頼し たが、 ほか

の依頼者が多く 掲載になら なかっ た。

山口県行政書士会

毎年のデータ で分かる と おり 、 権利義務・ 事実証明

の相談が大半を 占めて いる 。 そ の中でも 特に、 遺

言・ 相続の占める 割合が多く 、 他士業と も 重なる と

こ ろ である 。 そのよ う な御相談を 行政書士にし てい

ただける こ と は大変有意義であ る こ と はも ちろ ん 、

会員内でなお一層の研鑽を 積み、 国民の皆様に支持

さ れる 行政書士でなければなら ないと 感じ ている 。

今後も 、 行政書士の認知度を 上げる ため、 自治会等

にも 積極的に働き かけ、 広報活動に取り 組んでいこ

う と 思う 。
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香川県行政書士会

例年話題になる こ と である が、「 法の日」 の対面無料

相談会が他士業と の合同と なる ため、 各自治体の広

報誌への掲載広告、 新聞広告も 相談会全体の PR と

はなる が行政書士会の無料相談会の独自性が担保さ

れない。 こ のため、 四国新聞へ行政書士会独自の広

告を依頼し ており 、 電話無料相談会は 10 月に二度掲

載さ れ、 対面での無料相談会は一度掲載さ れた。 独

自の広告も 検討し たいが、 相談会が合同である 以上

難し い。 2024 年４ 月以降に相続登記が義務化さ れる

ため、 相続についてはど う し ても 登記絡みになる 案

件が多く 、 相談件数を 増やすた めには「 司法書士」

と 合同で行う こ と も 必要である 。 なお、 開催場所に

ついても バラ ツ キがあり 、 各開催場所での準備の割

に相談件数が少ない。 こ の件についても 他士業と も

相談の上、 対応を 考えたい。

徳島県行政書士会

電話相談、 対面相談と も に件数と し ては、 例年と ほ

ぼ変わり なく 、 ほと んど が相続に関する 相談内容で

ある こ と も 例年ど おり だっ た。 来年から 始ま る 相続

登記の義務化に関する 相談も 多く 、 今後と も 法律改

正に伴う 業務拡大には注目し ていく べき と 思われる 。

コ ロ ナの制限がなく なっ たこ と から 、 も う 少し 対面

での相談が多く なる と 予想し ていたが、 思っ ていた

よ り も 相談件数が少なかっ たため、 今後、 相談会場

の場所や日程を 検討する 必要がある と 感じ た。

高知県行政書士会

本年度広報月間においては、 主に無料相談会と 関係

機関への挨拶回り を 行っ た。 相談会に関し ては、 県

内各支部において開催し た。 前年度ま ではコ ロ ナの

影響も あり 、 会場の準備や相談者を 多く 募る こ と に

関し て難し い面があっ たが、 本年度はコ ロ ナ前のよ

う に、 イ ベン ト への参加や人の出入り の多いショ ッ

ピ ン グセン タ ーなど で開催する こ と ができ 、 相談者

も 増加し 、 良かっ たと 思う 。 相談内容は相続や不動

産関係など 民事関係が多かっ た。 今後は許認可関係

の相談も 増える よ う 工夫し たいと 思う 。 関係機関へ

の挨拶回り は、 県や市町村の各課、 地域の窓口セン

タ ー、 県警本部、 各警察署等、 日頃行政書士がお世

話になっている 場所にはおおむね伺う こ と ができ た。

関係機関によ っ ては様々な情報交換や意見交換がで

き た所も あり 有意義であっ た。

愛媛県行政書士会

前年度は新聞広告を 廃止し たが本年度は復活し た 。

新聞を見ての問合せが 10 件あり 、 費用対効果と し て

は悪く な いと 思われる ので、 次年度以降も 継続し 、

掲載時期・ 掲載回数・ 紙面の大き さ については、 今

後の検討課題と し たい。 既存の広告以外にも 効果が

見込ま れる も のについては、 検討の上、 積極的に活

用し ていき たい。 ラ ジオについては目に見える 成果

が数字では現れなかっ たので、 次年度以降実施する

か検討課題と し たい。
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福岡県行政書士会

例年ど おり 、 無料相談会の各支部単位での開催のほ

か、 県内の国・ 県・ 市町村・ 公的団体への積極的な

訪問によ り 、 行政書士業務のアピ ールやポス タ ー掲

示など を お願いし た。 相談会については、 ほぼ昨年

同様の相談件数であっ たが、 も う 少し 市町村の媒体

等での相談会の告知の掲載があれば伸びたと 思われ

る ので、 次年度は自治体への働き 掛けを強化し たい。

今後も 行政書士の業務の認知度を 高め、 行政書士の

活用につながる よ う 広報活動を 進めたい。

佐賀県行政書士会

・ 集客が課題。 予算が潤沢でない中、 いかに工夫し

て集客する かを 考えなければなら ない。

・ 支部の役員を 中心に、 少なから ぬ会員の皆様に御

協力いただき 、 大変感謝し ている 。

・ 内容が「 相続・ 遺言」 に偏っ ている ので、 今後は

周知を 工夫する こ と によ っ て、 相続・ 遺言以外の

分野についての相談も 受けら れる よ う にし たい。

長崎県行政書士会

・ 今回は県内の配布数一位である 長崎新聞において

広報を 実施し た。 相応の費用が掛かっ たが、 テレ

ビ 欄下の広告を 採用し たため PR 効果は高かっ た

も のと 推察する 。

・ 関係行政機関への訪問においては、 現県知事と 現

長崎市長と 初めて面会し 、 行政書士活用の PR と

諸問題の建設的な協議を 行う こ と ができ た。

・ メ ディ アを活用し た広告をも っと 行いたいと こ ろだ

が、 予算の問題も あり 、 限定的な実施と なっている 。

熊本県行政書士会

コ ロ ナ感染症も ５ 類に引き 下げら れ、 行動制限は解除

さ れたも のの、 必要な感染症対策を行いつつ電話無料

相談及び対面によ る 無料相談を計画どおり 行う こ と が

でき た。 また、 市民公開講座については、 昨年度同様

２ 月の行政書士記念日に時期を合わせて行う こ と と し

た。 相談者数については支部主催のも のも 含め例年程

度であったが、 昨年に引き 続き 電話無料相談の件数が

増えている 。 広報に関し ては新聞がメ イ ンと なり 、 熊

本会のホームページや SNS などでも 広報を行った。 支

部主催の相談会においては、 市区町村の広報誌でも 日

程を掲載し ており 、 相談者への調査では、 新聞や広報

誌を見て来ら れる 方が大半であった。 イ ンタ ーネッ ト

などを使った広報活動の検討課題でも ある 。 SNS 等で

の広報活動が有効にできるよ う になれば、 紙媒体に比

べて経費が削減さ れるため、 引き 続き進めていきたい。

行政書士と 他士業と の業務の区別を認識さ れないまま 、

相談に来ら れる ケースも 少なく ないため、 今後は業務

内容が周知でき る よ う な広報活動も 行っていき たい。

大分県行政書士会

本年度は昨年と 比較し 1.5 倍の無料相談件数と いう 結

果であった。 広告費の掛から ないケーブルテレビの活

用を念頭に置いていたが、 こ れがある 程度結果に結び
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ついたのではないかと 考える 。 次年度に向けて、 以下

の項目について検討をする 。 ①ケーブルテレビを各支

部で活用すべく 早めに段取り を開始する 。 ②各広告媒

体の効果測定のため、 各支部の報告形式を統一し 、 各

広告媒体の効果測定をできるよ う にする 。 ③官公庁の

挨拶回り の訪問先を再度見直し 、新規開拓も 検討する 。

④広報月間の KPI を 策定し 目的を 明確にする 。

ま た、 会長ほか役員で県庁を訪問し 知事と の面談の時

間をいただいた。 行政書士の制度や業務の動向等につ

いて報告や意見交換を行い、 次年度は大分県から も 広

報月間の告知等に御協力を いただける よ う に依頼を

行った。 今後も 県庁と の関係作り を継続し ていく 。

宮崎県行政書士会

主な広報活動と し て、 無料相談会の実施と 官公署訪

問を 行っ た。 無料相談会は、 県下７ 会場で対面によ

り 開催し た。 昨年に引き 続き 県の後援名義使用を 申

請し 広報用チラ シを 作成、 ホーム ページで相談会日

程等を 案内し たほか、 テレ ビ 局３ 社、 新聞社４ 社に

趣旨書と チラ シを 配付し た。 各支部でも 市町村ホー

ム ページのバナー広告、 市広報誌への記事掲載、 ラ

ジオ番組出演、 新聞広告掲載、 新聞折り 込みチラ シ

の投函、 町内放送を 活用する 等告知を 行っ た。 最も

問合せのあっ た新聞記事掲載の宣伝効果が高いと 思

われる 。 集客力のある ショ ッ ピ ン グモールで開催し

た支部では、 広報用ティ ッ シュ を配布し PR を行い、

相談件数の増加につなげた。 相談内容については、

全体の６ 割が遺言・ 相続に関する 相談であっ た。 次

年度の課題と し ては、 相談者に対し 、 無料相談会の

開催を 知っ た媒体について聞き 取り を 行い、 よ り 効

果の高い告知方法について検討が必要と 考える 。 官

公署訪問については、 関係各所を 訪問し 、 行政書士

制度や業務に関する PR、 意見交換等を 行っ た。

鹿児島県行政書士会

本年の広報月間では鹿児島会と し て電話によ る 無料

相談及び対面によ る 無料相談会を 計画ど おり 行う こ

と ができ た。 ま た、 県下 10 の支部がそれぞれ無料相

談会を 実施する こ と も でき た。 広報に関し ては、 地

元紙南日本新聞に電話無料相談と 天文館ベルク 広場

での対面によ る 無料相談会の案内広告、 支部の相談

会の告知を 同紙みなみのカ レ ン ダーで行っ たほか 、

KTS 鹿児島テレ ビ の情報番組に会長ほか３ 名が出演

し 、 無料相談会を アピ ールし たこ と も 良かっ た。 そ

のほか、 当会のホーム ページや SNS など でも 広報を

行っ た。 相談者数は、 支部主催のも のも 含め例年よ

り 多く の相談が寄せら れた。 広報月間中の相談内容

と し ては、 相続・ 遺言の相談が突出し て多かっ た。

今後、 相続・ 遺言だけでなく 、 行政書士の幅広い業

務に関する 県民への周知を継続し て行う 必要がある 。

沖縄県行政書士会

久し ぶり の対面での相談会の開催で、 各会場と も 開

始時間よ り 前に相談者が来場し 大盛況だっ た。 相談

内容では「 相続」 全般が圧倒的に多く 、 遺産分割協

議書や相続の大ま かな流れ、 必要書類等の確認、 準

備すべき こ と についてなど であっ た。 不動産関係で

は契約内容について、 共有名義・ 名義変更など の手

続について等だっ た。 こ れま でコ ロ ナ禍で相談会の

開催がなく 、 相談でき る 所がなかっ たため、 今回の

会場開催での相談会は県民の関心も 高く 、 やっ と 相

談でき て良かっ たと いう 感じ であっ た。 大き な会場

での相談会の開催の必要性を 今回改めて感じ た。 次

年度も 開催に向けて計画でき ればと 思う 。
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T o p i c s

令和５ 年度行政書士制度広報月間中に各単位会が実施し た監察活動の結果についてま と めま し

たので、 以下に概要を御報告いたし ま す。

なお、 こ の結果は御報告いただいた 47 単位会のデータ を基に集計し たも のです。

１ ． 実施単位会

47 単位会で実施。

２ ． 実施日時

広報月間の実施に当た り 、 日行連の実施要

綱では９ 月１ 日から 同月 30 日ま でを準備期間、

10 月１ 日から 同月 31 日ま でを実施期間と し た。

実施要綱に合わせ準備を 行っ た単位会は 32

単位会、 期間を延長ないし 、 ずら し て実施し た

単位会は６ 単位会であった（ 期間の定めがない

単位会は９ 単位会）。

実施要綱に合わせて実施し た単位会は 37 単

位会、 期間を延長ないし 、 ずら し て実施し た単

位会は４ 単位会であった（ 期間を限定せず通年

で活動し ている 単位会は６ 単位会）。

３ ． 単位会と し て特に注力し たテーマ・ 活動

特に注力し たテーマを農地法関係と し た単位

会は 29 単位会で最も 多く 、 次いで建設業関係

及び運輸交通関係が各 17 単位会、 権利義務関

係が 11 単位会、 事実証明関係及び都市計画法

関係が各９ 単位会、産業廃棄物関係が８ 単位会、

入管法関係が６ 単位会、風営法関係が４ 単位会、

知的財産関係が３ 単位会、 公有地関係及び非行

政書士関係が各２ 単位会であった（ 複数回答含

む）。

ま た、 特に注力し た活動と し て、 官公署への

活動と し た単位会が 42 単位会、 無料相談と し

た単位会が 22 単位会、 媒体活用と し た単位会

が 15 単位会、 関係団体への活動と し た単位会

が９ 単位会であった（ 複数回答含む）。

特に注力し た活動

官公署関係

無料相談

媒体活用

関係団体関係

4 50 5 1 0 1 5 2 0 2 5 3 0 3 5 4 0

4 2

2 2

1 5

9

４ ． 期間中の具体的監察活動

行政書士制度広報月間中における 具体的な監

察活動は、 以下のと おり 。

■摘発・ 排除活動

注意 125 件（ ８ 単位会）、 勧告０ 件、 警告３

件（ ２ 単位会）、 告訴０ 件、 告発０ 件、 その他

114 件（ ８ 単位会）。

■官公署に対する 申入れ

官公署に対する 申入れの総件数は 729 件あ

り 、 その内訳は、 広報月間実施の援助協力（ 文

書発出等） 292 件、 非行政書士の実態調査（ 申

令和５ 年度「 行政書士制度広報月間」 監察活動報告

監察関係

特に注力し たテーマ

農地法

0 5 1 0 1 5 2 0 2 5 3 0 3 5

建設業

運輸交通

権利義務

事実証明

都市計画法

産業廃棄物関係

入管法

風営法

知的財産

公有地関係

非行政書士関係

その他 6

2 9

1 7

1 7

1 1

9

9

8

6

4

3

2

2

＜法規監察部＞
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請書類の閲覧等） 49 件、窓口規制表示板（ 設置・

継続等） 240 件、窓口における 会員名簿（ 交付・

差替等） 118 件、 その他 30 件であった。

各申入れ先の主な内訳は、 以下のと おり （ 上

位５ 項目ま で）。

◇文書の発出等によ る 広報月間実施の援助協力

では、 都道府県庁・ 市町村が各 38 単位会、

陸運局（ 支局） が 35 単位会、 警察署・ 農業

委員会が各 34 単位会。

◇申請書類の閲覧等によ る 非行政書士の実態調

査では、 農業委員会が 11 単位会、 都道府県

庁が８ 単位会、 市町村・ 陸運局（ 支局） が各

７ 単位会、 警察署・ 土木事務所が各４ 単位会。

◇窓口規制表示板の設置・ 継続等では、 市町村

が 36 単位会、 農業委員会が 34 単位会、 都道

府県庁・ 警察署が各 32 単位会、 土木事務所

が 27 単位会。

◇窓口における 会員名簿の交付・ 差替等では、

市町村が 20 単位会、農業委員会が 17 単位会、

警察署が 16 単位会、都道府県庁が 15 単位会、

土木事務所が 13 単位会。

◇その他の申入れでは、 都道府県庁・ 市町村が

各７ 単位会、 農業委員会が４ 単位会、 土木事

務所が３ 単位会、 警察本部・ 保健所・ 入国管

理局が各２ 単位会。

なお、 官公署に対する 申入れにおける 活動成

果では、「 成果は大き かった」 が６ 単位会、「 成

果は少し あった」 が 33 単位会、「 その他」 が９

単位会であった（ 複数回答含む）。

■各種団体に対する 申入れ

各種団体に対する 申入れの総件数は 164 件あ

り 、 その内訳は、 広報月間実施の援助協力（ 文

書発出等） 118 件、 非行政書士の実態調査（ 申

請書類の閲覧等） ５ 件、窓口規制表示板（ 設置・

継続等） 11 件、 窓口における 会員名簿（ 交付・

差替等） 21 件、 その他９ 件であ っ た。 各申入

れ先の主な内訳は、 以下のと おり （ 上位３ 項目

ま で）。

◇文書の発出等によ る 広報月間実施の援助協力

では、 商工会等が 20 単位会、 自動車販売店

協会等が 16 単位会、 建設業協会等が 13 単位

会。

◇申請書類の閲覧等によ る 非行政書士の実態調

査では、 商工会等が２ 単位会、 自動車販売店

協会等・ 公証役場が各１ 単位会。

◇窓口規制表示板の設置・ 継続等では、 商工会

等が７ 単位会、 自動車販売店協会等が３ 単位

会、 建設業協会等が１ 単位会。

◇窓口における 会員名簿の交付・ 差替等では、

自動車販売店協会等・ 商工会等・ 司法書士会

が各３ 単位会。

◇その他の申入れでは、 自動車販売店協会等・

調査士会が各２ 単位会。

なお、 各種団体に対する 申入れにおける 活動

成果では、「 成果は大き かった」 が４ 単位会、「 成

果は少し あった」 が 19 単位会、「 成果はなかっ

た」 が 15 単位会、「 その他」 が９ 単位会であっ

た（ 複数回答含む）。

５ ． 道路運送法関係業務に係る 監察的広報に関

する 調査

⑴ 活動の有無について

本年度の広報月間においては、 道路運送法関

係業務に関する 調査の実施を推奨し た。 こ れに

基づき 、 都道府県に対する 調査を実施し た単位

会は８ 単位会であった。

な お、 本年度の広報月間において、 農地法

に係る 許認可申請業務に関する 調査を実施し た

のは５ 単位会、 建設業法に係る 許認可申請業務
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に関する 調査を実施し たのは４ 単位会、 その他

の業務に関する 調査を実施し たのは２ 単位会で

あった（ 複数回答含む）。

⑵ 結果

調査を実施し た８ 単位会のう ち、 ７ 単位会が

都道府県から の回答を得た。 集計結果は、 以下

のと おり 。

申請件数（ 総数）･･････････････････1,344 件

本人申請･･････････････････････････ 947 件

代理人（ 行政書士） 申請････････････ 206 件

代理人（ 他士業） 申請･･････････････ 152 件

代理人（ その他） 申請･･･････････････ 39 件

※具体的に各申請件数の回答があっ たも ののみを 集計。

※詳細不明のも のを 含む。

申請件数（ 総数） 1 ,3 4 4 件

代理人

（ 他士業）

  1 1 ％

代理人（ その他）
3％

本人申請

7 1 ％

代理人

（ 行政書士）

1 5 ％

⑶ 分析

本調査は、 昨年、 令和４ 年度にも 重点項目と

し ていた道路運送法関係業務について、 各地の

実情に応じ た調査の実施方を推奨し たも のであ

る 。 各単位会の実情に応じ て対応を依頼し てい

る ため、数字上の評価は難し いと こ ろである が、

昨年に続き 本人申請数と 比較し た場合、 行政書

士の関与の度合いが低かっ たこ と が判明し た。

ま た、 昨年の調査と 比較し た際、 申請件数（ 総

数） に対する 行政書士の関与率はほと んど 変化

が見ら れなかった。 いま だ他士業等によ る 代理

申請が一定数見受けら れる こ と から 、 引き 続

き 、 各地において行政書士業務と し ての周知を

推進する と と も に、 行政書士法に抵触する 行為

に対し ては、 警告等の措置を行う など 適切な対

応を継続的に行う 必要がある 。

６ ． 具体的な対策及び結果

回答いただいた８ 単位会のう ち、 他会の参考

と なる よ う な効果的な取組や事例については次

のと おり 。

県と 共同し て非行政書士排除に関する チラ シ

を作成し 、 許可や届出の副本返却時に同封する

こ と で、 税理士や商工会等によ る 代理・ 代行申

請が相当数減った。 日頃の関係構築・ 維持の結

果と し て、 農業委員会から の申し 出によ り 、 支

部会員向けの農地法改正に係る 講義が実現し

た。 行政窓口から の情報提供に基づき 、 建設業

法に係る 行政書士業務を行っていた税理士に対

し 行政書士登録を 促し た結果、 入会に至った。

登録支援機関と なっている 業者のホームページ

上で、 行政書士法違反の疑義がある 表現が見受

けら れたため、 申入れを 行ったと こ ろ、 行政書

士へ依頼し た場合の注意書き が追加さ れた。 以

上、 一定の成果が認めら れた事例を参考と し て、

他会においても 今後の事業活動を検討さ れたい。

７ ． 今後の課題

各単位会から 寄せら れた報告書における 課題

を 俯瞰する と 、 ①「 行政窓口の理解」（ 行政窓

口と の協力体制の構築や行政書士制度への理解

など） が最も 多く 、 次いで、 ②「 他団体と の関

係」（ 業界団体等への働き かけなど ）、 ③「 その

他」 等と 続いている 。 昨年度と 比較し て、「 行

政窓口の理解」 を課題に挙げる 単位会が顕著に

増加し た。 今回、 上位に挙がった３ つの課題に

ついて、 主な回答は次のと おり 。

「 行政窓口の理解」 について、 監察活動にお

いては行政側と の連携協力が必要不可欠である

と いう 共通認識の下、 継続的な活動によ り 、 窓

口での本人確認が推進さ れ、 徐々に効果が出て

き ている と の回答がある 一方で、 ま だま だ行政

書士制度に対する 認識・ 理解が低いこ と 、 ま

た、 窓口担当者が一定期間で異動する こ と によ

り 一時的な理解になってし ま う こ と から 、 広報

月間に限ら ず、 日頃から 行政機関と 密に連絡を
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取り 合い、 県の担当者が異動する 際の引継ぎに

ついても 申入れする こ と が重要である と の回答

があった。

次に多かった「 他団体と の関係」 においては、

窓口規制表示板の設置や文書等によ る 申入れに

よ り 、 団体名義での申請件数が減少し 一定の効

果が得ら れたも のの、 団体名義でない代理申請

の場合には対処が難し いと の回答があった。 ま

た、 各団体と も 非行政書士行為に対する 認識や

理解に乏し いため、 行政書士法の理解促進等、

日頃から 予防的な対応が必要である と の回答も

あった。

「 その他」 と し て 挙げら れた課題の中では、

体制や準備が十分に整わないま ま 広報月間を迎

えたため、 具体的な活動方針等が定ま ら なかっ

たと の回答があった。 ま た、 監察活動における

評価基準が分から ず、 ブラ ッ シュ アッ プ方法が

分から ない、 監察活動における 具体的な指導が

欲し い等、 活動マニュ アル的な手引書を要望す

る 回答があった。

課題 件数

調査・ 排除の方法論 2

行政窓口以外の者への周知 3

行政窓口の理解 1 2

情報開示の問題 1

コ ロ ナ禍における活動 0

会員の理解・ 人員の問題 1

他団体と の関係 5

その他 4

８ ． 総　 評

本年度は、おおむね次の３ 点を総評と し たい。

第一に、 監察活動に対する 取組姿勢について、

広報月間のみの取組では調査活動の結果から 警

告文書の発出と いった具体的な対応への直結は

難し いと いう 意見があったこ と に加え、 日頃か

ら 会員一人ひと り が非行政書士排除に関する 意

識を高く 持ち、 日常の業務の中で遭遇し た非違

行為に対し て役員や会に通報する と いった取組

が重要である と いう 観点から 、 監察担当以外の

部署においても 行政書士法の理解や非行政書士

行為に対する 適切な対処の仕方など 、 会を挙げ

て継続的に監察活動に取り 組む姿勢が必要であ

る 。 第二に、 行政機関等への協力要請につい

て、 予防的な 取組と し て、 非行政書士排除プ

レ ート 等の設置によ る 効果を感じ たと の意見が

あったほか、 省庁や関係団体への協力要請に際

し ては、 日行連会長名義の協力要請文書によ る

成果があったと いう 意見も あった。 ま た、 行政

機関における 行政書士法への理解が乏し いと こ

ろほど 、 非行政書士行為の事例が多いと の見方

も ある こ と から 、 監察活動に対する 協力が得ら

れる よ う 定期的な意見交換の場を設定する など

し て、 行政書士法への理解を促し 協力体制を構

築する 機会を創出する こ と が重要である 。 第三

に、 今後の広報監察活動に関する 課題と し て、

多く の単位会が行政窓口における 行政書士制度

の周知・ 理解促進に係る 対応に苦慮し ている こ

と や監察担当者の引継ぎや人員の確保、 具体的

な活動方針等が定ま ら ないなど 、 活動マニュ ア

ル的な手引書の作成を要望する 声があり 、 今後、

日行連と し ての取組の必要性を感じ た。 その他、

他士業団体への働き かけについては、 業際問題

に発展する 可能性も ある ため、 監察担当部署の

対応にと ど ま ら ず、 会同士の関係構築が重要で

ある と の意見も あった。 今後、 デジタ ル化の影

響も 懸念さ れる 中、 効果的な監察活動の在り 方

について改めて検討し ていく 必要がある 。
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In fo r m at ion 1

一般倫理研修受講のお願い（ 一般倫理研修未受講の方へ）

令和４ 年８ 月 31 日付けで日本行政書士会連合会会則の改正が認可さ れたこ と に伴い 、 令和５ 年

８ 月 31 日から 、 全会員に５ 年に一度の一般倫理研修の受講が義務化さ れま し た。

当該研修の受講方法等については、 以下を御参考の上、 御受講いただき ま すよ う よ ろし く お願い

いたし ま す。

〈 概要〉

令和３ 年の職務上請求書の不正使用によ る 事件を契機と し て、 再発防止を徹底する ため、 国家資

格者たる 行政書士の素養の一つと し て必要な倫理について、 それを養い維持する ための研修の受講

を“ 義務” と する 会則改正がなさ れま し た（ 日本行政書士会連合会会則第 62 条の２ 第３ 項）。 倫理

研修の実施のために必要な事項は、 日本行政書士会連合会倫理研修規則によ り 定めら れま し た（ 令

和５ 年８ 月 31 日施行）。

〈 研修科目〉

①行政書士法及び関係法令　 　 ②人権　 　 ③職業倫理　 　 ④職務上請求書の適正使用

〈 受講期限（ 初回）〉

登録月の翌月初日から 起算し て３ か月以内

※令和５ 年８ 月 31 日以降新規に登録を受けた者

例： 令和６ 年４ 月２ 日に登録し た者 ⇒ 令和６ 年７ 月 31 日ま で

（ 参考） ２ 回目以降

修了日の５ 年後の日が属する 年度の３ 月 31 日

例： 令和６ 年７ 月１ 日に修了し た場合 ⇒ 令和 12 年３ 月 31 日

〈 受講方法〉

①中央研修所研修サイ ト にアク セス

　 日本行政書士会連合会のホームページ（ https://w w w .gyosei.o r.jp/） にアク セス し 、 右上の「 研

修サイ ト 」 をク リ ッ ク 。

＜総務部・ 中央研修所＞

重要なお知らせ
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②中央研修所研修サイ ト にロ グイ ンし て研修受講

　 ID 、パス ワ ード を入力し て中央研修所研修サイ ト にロ グイ ンし 、「 講座一覧」 ＞「 義務研修＞「 一

般倫理研修」 から 一般倫理研修を受講（ 3 時間程度）。

　 ※最後に受講確認のためのテス ト があり ま す。 詳し く は中央研修所研修サイ ト 内の説明やマニュ

アルを御確認く ださ い。

③受講完了後、 修了証を発行

　 全ての講座を 視聴し 、 テス ト 合格後に表示さ れる 「 修了証発行」 ボタ ン を ク リ ッ ク し て研修は

修了と なり ま す。 職務上請求書を 購入する 際に一般倫理研修の修了証が必要と なり ま すので、 職

務上請求書を 購入予定の方は「 修了証発行」 ボタ ン を ク リ ッ ク し た際に表示さ れる 修了証の印刷

又はダウ ン ロ ード を お願いし ま す。 なお、 職務上請求書の購入予定がない方も 「 修了証発行」 ボ

タ ン を ク リ ッ ク し ないと 修了日が確定し ま せんので、 必ず「 修了証発行」 ボタ ン を ク リ ッ ク し て

く ださ い。

〈 令和５ 年８ 月 31 日時点で会員であり 、 一般倫理研修を 修了し ていない方へ〉

受講期限は令和６ 年３ 月31 日までと なっていま す。

直ちに一般倫理研修を受講していただきますよう お願いいたします。

詳し い受講方法は「 一般倫理研修

マニュ アル」 から マニュ アルを ダ

ウンロード し て御確認く ださ い。

※必ず受講方法を 確認し た 上で

受講し てく ださ い。

ID、 パスワード を入力し て

「 ログイン」 をクリッ ク

はじ めて御利用の方

はこ ち ら から 「 ID、

パスワード 申込」 を

ク リ ッ ク
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In fo r m at ion 2

令和６ 年度特定行政書士法定研修　 募集要項

＜中央研修所＞

本研修は、 行政書士法第１ 条の３ 第１ 項第二号に規定する 業務を 行う のに必要な行政不服申立手続の知識及び実務能力の修得を 目的

と し 、 行政書士法第１ 条の３ 第２ 項に規定する 研修（ 以下「 特定行政書士法定研修」 と いう 。） と し て、 日本行政書士会連合会会則第

62 条の３ の規定に基づき 実施する も のです。

所定の講義を 受講し 、 考査において基準に到達する こ と によ り 研修を 修了し 、 特定行政書士と なり ま す。

１ 　 受講資格

行政書士

（ 申込時点において、 行政書士名簿に登録さ れている 者）

２ 　 研修内容

以下の「 講義」 を 所定の期間内に所定時間受講し 、「 考査」

において基準に到達する こ と を も って修了と なり ま す。

（ 1） 講　 義

受講期間内に、 各自で、 中央研修所研修サイ ト （ ビデオ・ オ

ン・ デマン ド シス テム ）（ 以下、「 研修サイ ト 」 と いう 。） に登

載さ れた 18 時間 [ 約１ 時間× 18 コ マ ] のビ デオ講義を 受講

し ていただき ま す。

〈 受講期間〉 2024 年８ 月１ 日（ 木） ～９ 月 16 日（ 月・ 祝）

〈 講義科目・ 時間（ 目安）〉

科　 目 時　 間（ コ マ数）

行政法総論 １ 時間（ １ コ マ）

行政手続制度概説 １ 時間（ １ コ マ）

行政手続法の論点 ２ 時間（ ２ コ マ）

行政不服審査制度概説 ２ 時間（ ２ コ マ）

行政不服審査法の論点 ２ 時間（ ２ コ マ）

行政事件訴訟法の論点 ２ 時間（ ２ コ マ）

要件事実・ 事実認定論 ４ 時間（ ４ コ マ）

特定行政書士の倫理 ２ 時間（ ２ コ マ）

総ま と め ２ 時間（ ２ コ マ）

（ 2） 考　 査

2024 年 10 月 20 日（ 日） 14： 00 ～ 16： 00 に所属の単位

会が指定する 会場において実施（ 全国一斉開催） し ま す。

※考査会場は、 ９ 月上旬（ 予定） に本会ホームページ会員専用

サイ ト 「 連 con」（ 以下、「 会員サイ ト 」 と いう 。） 内で発表

いたし ま す。

〈 考査問題について〉

上記「 講義科目」 に関する 理解度を 測る ための考査で、 マー

ク シート によ る 30 問択一式問題で行われま す。

〈 出題範囲及び到達基準点について〉

講義科目（ 法定研修テキス ト 及びサブテキス ト 「 行政書士の

ための行政法」「 行政書士のための要件事実の基礎」（ いずれも

日本評論社刊） を含む） の内容の理解を 問う 出題と なり ま す。

なお、 到達基準点は、 例年およ そ 6 割程度です。

３ 　 申込みについて　

（ 1） 申込期間

2024 年４ 月 １ 日（ 月） 9： 00 ～

2024 年６ 月 21 日（ 金） 17： 00（ 厳守）

※再受講・ 再受験を希望さ れる 方も 期間内の申込みが必要です。

（ 2） 申込・ 受講料払込方法

会員サイ ト から 特定行政書士法定研修申込ページにアク セス

し てお申込みく ださ い。

申込受付後、 翌週月曜日（ 休日の場合は、 翌営業日ま で） に

受講料入金方法を記載し たメ ールを送信し ま す。

メ ールに記載さ れている U RL から 決済ページにアク セス し 、

決済方法を 選択し て支払手続を 進めてく ださ い（ ク レ ジッ ト 決

済・ コ ンビ ニ決済等）。

※メ ール及び決済ページに記載さ れている 入金期限は厳守し

ていただく よ う お願いし ま す。

※一度納入さ れた受講料はお返し でき ま せん。

４ 　 受講料

８ 万円（ テキス ト 代含む）

※再受講・ 再受験の受講料は、 次々ページ〈 再受講制度に

ついて〉 を 御確認く ださ い。

５ 　 結果通知

修了者の考査受験番号を会員サイ ト 内「 特定行政書士法定研

修」 に掲載（ 11 月中旬（ 予定）） する と と も に、 受験者の事務

所所在地へ郵送（ 12 月上旬（ 予定）） にて通知し ま す。

６ 　 災害発生時等における講義・ 考査の中止について

災害発生時等、 本研修の講義・ 考査を 中止せざる を得ない事

由が発生し た際、 以下の措置を 講じ る 場合があり ま すので、 あ

ら かじ め御了承く ださ い。

〈 講義について〉

研修サイ ト の運用が継続でき ない場合など、 講義ビデオの提

供を 中止する こ と があり ま す。

講義中止の場合は、 受講期間を 延長する など 可能な限り 実施

に向けた措置を 講ずる こ と と し ま すが、 長期間にわたり 実施環

境が整わない場合には、 次年度への振替と し ま す。

〈 考査について〉

安全に開催でき ないおそれがある 場合など、 考査を中止する

場合があり ま す。

考査中止の場合は、 次年度への振替と し ま す。

７ 　 その他

特定行政書士法定研修に関する 情報は、 会員サイ ト 内「 特定

行政書士法定研修」 への掲載も し く はメ ールにて御連絡いたし

ま すので、 随時御確認く ださ い。

研 修 概 要
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研修における諸注意

講義の注意事項

（ 1） 受講期間開始前に、 申込時に指定し た資料送付先宛てにテ

キ ス ト ・ サブテ キス ト 等受講に必要な資料一式を 発送いたし

ま す（ 7 月 22 日（ 月） 予定）。 受講期間開始 3 日前ま でに届

かない場合には、 ㈱全行団 特定行政書士法定研修受付係ま で

御連絡く ださ い。

（ 2）講義は、研修サイ ト での e-ラ ーニング研修形式で実施し ま す。

自宅又は事務所等で、 各自、 ビ デオ講義を 視聴し てく ださ い。

（ 3） 受講に際し ては、パソ コ ン、タ ブレ ッ ト も し く はス マート フ ォ

ン 等の動画を 再生でき る 機器と イ ン タ ーネッ ト 接続環境が必

要と なり ま す（ 一部サポート 対象外と なる ブラ ウ ザ・ 機種が

あ り ま すので、 あ ら かじ め研修サイ ト にア ク セス し 、 視聴確

認を お願いし ま す）。

（ 4） 研修サイ ト 利用マニュ ア ルに沿っ て 、 全講義ビ デオ（ 約 1

時間× 18 コ マ） を 最後ま で視聴し てく ださ い。

（ 5） 全講義を 100％受講さ れた方のみ、 考査の受験が可能と な

り ま す。（ 2 年目自由受講の受講者を 除く 。）

（ 6） 本研修講座の動画及びテキ ス ト 等について、 講義受講の目

的以外の使用又はいかなる 形での二次利用も 認めら れま せん。

「 中央研修所研修サイ ト 利用規約」 に則り ビ デオ講義を 視聴し

てく ださ い。

考査受験票の交付

（ 1） 受験票は、 全講義の受講終了を 確認し た後、 考査一週間前

ま でにメ ールで送信し ま す。 受験票には、 氏名、 受験番号・

座席番号及び所属単位会、 会場名等が記載さ れていま す。

（ 2） 受験票は、 必ず事前に印刷し 、 考査当日会場に必ず持参し

てく ださ い。

（ 3） な お、 考査 3 日前ま でに受験票が届かな い場合、 ま たは、

受験票の記載事項に誤り がある 場合には、 ㈱全行団 特定行政

書士法定研修受付係ま で御連絡く ださ い。

考査当日の注意事項

（ 1） 当日は、 集合時刻に遅刻し な いよ う 、 会場への交通手段、

所要時間等を 事前に確認し 、 時間には余裕を も っ てお越し く

ださ い。 開始後 10 分を 過ぎた遅刻者は受験でき ま せん。

（ 2） 当日は、 考査受験票、 行政書士証票、 鉛筆・ シャ ープペン

シル（ B 又は HB 黒 ) 及び消し ゴムを 必ず持参し てく ださ い。

（ 3） 必ず会場の所定の場所で受付を 行っ てく ださ い。 受付開始、

開場時間は会場ごと に異なり ま すので、 受験票、 又は本会ホー

ムページのお知ら せ等を 御確認く ださ い。

（ 4） 会場内では、 以下の点に御留意く ださ い。

　 　 ・ 会場内では、 受験票に記載さ れた座席番号の座席に着席し

てく ださ い。

　 　 ・ 考査時間中は、 受験票、 筆記具及び腕時計以外を机の上に

置く こ と はでき ま せん（ 携帯電話やス マート フ ォ ン等時計

以外の機能が付いた機器を 時計と し て使用する こ と ができ

ま せん）。

　 　 ・ 会場で生じ たごみは、 各自で持ち帰っ てく ださ い。

（ 5） 当日は、 監督員の指示に従い受験し てく ださ い。 ま た、 考

査実施中に災害等不測の事態が発生し た場合は、 係員・ 監督

員等の指示に従い、 避難等行っ てく ださ い。

（ 6） 所持品の管理は各自で行い、 忘れ物に十分御注意く ださ い。

本会では責任を 負いかねま す。

結果発表と 結果通知

（ 1） 修了者の考査受験番号を 会員サイ ト 内「 特定行政書士法定

研修」 に掲載（ 11 月中旬（ 予定）） する と と も に、 受験者の

事務所所在地宛てに郵送（ 12 上旬月（ 予定）） にて通知し ま す。

（ 2） 修了者には、 行政書士名簿への付記手続完了後、 所属単位

会を 経由し て、 特定行政書士である 旨の通知書を 交付し ま す。

（ 3） 合否・ 採点内容等について の問合せには、 一切応じ ら れま

せん。

（ 4） 結果通知書等を 紛失し た場合は、申出によ り 再発行し ま す（ 実

費負担）。

特例措置の実施

（ 1） 身体の機能に障がいのあ る 方で、 車椅子、 拡大鏡、 補聴器

の使用な ど、 受験に際し て 特別の措置を 希望さ れる 方には、

障がいの状況によ り 必要な措置を 講ずる こ と があり ま す。

（ 2） 特例措置を 希望さ れる 方は、 必ず、 申込前に本会事務局研

修課ま で御相談く ださ い。 事前の連絡なく 、 直接会場に来ら

れた場合には対応し かねま すので、 御注意く ださ い。

（ 3） 特別の事情によ り 、 研修サイ ト によ る 講義を 御自身で受講

する こ と が困難な場合には、 必ず、 申込前に本会事務局研修

課ま で御相談く ださ い。

個人情報の取扱い

（ 1） 本研修への受講申込によ り 御提供いただいた個人情報は、「 日

本行政書士会連合会個人情報保護規則」 に基づき 、 適正に取

り 扱いま す。

（ 2） なお、 本研修の実施に係る 受講者名簿の調製、 通知の発送、

その他の研修の実施等必要な範囲において利用し ま す。 ま た、

受講者名簿等について、 本研修の実施に必要な範囲において、

都道府県行政書士会に配付する 場合があ り ま す。 その他、 同

規則 17 条に基づき 、 個人情報を 第三者に提供する こ と はあり

ま せん。

その他

（ 1） 申込後、 結果通知書発送予定時期ま での間に、 行政書士名

簿登録事項に変更が生じ た場合は、 行政書士登録変更手続等

所定の手続を お取り いただく と と も にその旨御一報く ださ い。

（ 2） 災害等の発生によ り 研修講義及び考査の実施を 変更又は中

止する 場合には、 本会ホ ーム ページ又は会員サイ ト にて発表

し ま す。

お問合せ・ 御連絡先

〇本研修の申込手続に係る 御照会

　 ㈱全行団 特定行政書士法定研修受付係 03-6450-1622

〇本研修の内容に係る 御照会

　 日行連事務局研修課 03-6435-7330

2024. 4　 No.617 　 　 36

Information



〈 再受講制度について〉

当該法定研修では以下のと おり 初回受講年度を 含む 3 年間に限り 再受講を 可能と し 、 受講料の減免

措置を 講じ ていま す。 初回受講年度から 4 年目以降の受講希望者は、 新規（ 8 万円） の受講料が必要

と なり ま すので御留意く ださ い。

1年目
（※4年目）

2年目 3年目

新規受講
（8万円）

再受講（任意）
+受験（4万円）

ア

再受講（義務）
+受験（無料）

ウ

考査受験
（無料）

イ

受講なし

考査到達基準

未到達

考査到達基準

未到達

考査到達基準

未到達

再受講（義務）
+受験（4万円）

再受講（義務）
+受験（4万円）

エ

エ

※ 2・ 3 年目に申込みを し ていない場合も 初回受講年度から 3 年を 経過し た場合は、 新たに新規（ 8

万円） の受講料が必要です。

※ 2 年目・ 3 年目の方は、 W EB 申込フ ォ ームから 上記㋐～㋓のいずれかを選択し てく ださ い。

※ 2 年目の㋐については、 講義受講は任意です。 講義を 受講し ない場合でも 、 全講義の受講を 終了

し たも のと し 、 考査を受験する こ と ができ ま す。

〈 特定行政書士法定研修 申込・ 受講手続の流れ〉 （ 予定）

5

6

7

8

9

10

4

11

12

①会員サイト「 連co n 」から W EB申込（ 6 月2 1 日（ 金）締切）

②受講料を 払込（ メ ール及び決済ページに記載の入金期限厳守）

テキスト・ サブテキスト 等講義資料の発送（ 7 月2 2 日（ 月）発送（ 予定））

考査会場を 会員サイト「 連co n 」にて発表（ 9 月上旬）

中央研修所研修サイト で講義受講（ 期間：8 月1日（ 木）から 9月1 6 日（ 月・ 祝）まで）

★1 0 月2 0 日（ 日）に所属単位会が指定する考査会場にて受験

修了者の受験番号を 会員サイト「 連co n 」にて発表（ 1 1 月中旬（ 予定））

結果通知書を 受験者の各事務所宛てに送付（ 1 2 月上旬（ 予定））

受講料入金方法を 記載し たメ ールを 送信いたし ます（ 原則翌週月曜）。
※受付開始直後はお申込みが集中すること から 、若干遅れる場合があり ます。

受講状況等確認後、受験資格を 有する方へ考査受験票をメ ールで
送信いたし ます（ 考査約一週間前）。
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〈WEB 申込手順〉  

〈受講料の支払方法〉  

各種支払方法を選択できるようになりました！ 

（１） クレジットカード

（３） ATM（ペイジー）

（２） コンビニ

（４） ネットバンキング

※各種支払方法には一部提携外の機関がございます。詳しくは申込サイトを御覧ください。

１

２

３

４

「日行連ホームページ」のトップページのバナーまたは「会員ログイン」から、会員サイト「連con」に
アクセスしてください。

サイトに記載の利用方法に従ってアカウント登録を行い、受講の申込をしてください。

「連con」のトップページから、研修・セミナー＞特定行政書士法定研修＞令和６年度特定行政書士法定
研修の御案内をクリックし、「特定行政書士法定研修申込・決済サイト」にアクセスしてください。

申込後、入金案内がメールで届きますので、メールに記載のURLから決済画面にアクセスし、下記の
四つから受講料の支払方法を選択し、入金してください（入金後、支払完了メールを送付します）。

会員サイト「連con」にアクセス

申込専用サイトにアクセス

アカウント登録・申込

受講料の支払
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In fo r m at ion 3

行政書士申請取次関係研修会（ VO D 方式） の御案内

＜申請取次行政書士管理委員会・ 中央研修所＞

令和６ 年度の行政書士申請取次関係研修会について、 今後の開催日程をお知ら せいたし ま す。

当該研修は、 各会員が個々の端末（ パソ コ ン ・ タ ブレ ッ ト ・ ス マート フ ォ ン ） から 中央研修所研修サイ ト にアク セス

し 、 V OD（ ビ デオ・ オン・ デマンド ） シス テム に登載さ れたビ デオ講座を 受講する 形式です。 所定の期間内であれば、

いつでも 何度でも 御自宅や事務所にて聴講可能です。

なお、 各研修会の申込等の詳細については、 会員専用サイ ト 「 連 con」 にて御案内いたし ま すので、 御確認いただ

き ま すよ う お願いいたし ま す。

各研修会開催案内等の掲載場所

　 ◆日行連ホームページ TO P＞会員ログイ ン＞研修・ セミ ナー＞申請取次関係研修

令和６ 年度（ 令和６ 年４ 月～令和７ 年３ 月） 開催概要

研修会区分 受講期間
開催案内

（ 会員サイト 詳細発表）
申込期間

修了証書発行日
（ 同日発送予定）

結果通知

発送予定日
（ 基準未到達者のみ）

１
実務研修会

（ 更新）

４ 月1 2日（ 金）

～４ 月2 2日（ 月）
２ 月中旬

３ 月１ 日（ 金）

～３ 月７ 日（ 木）

※受付終了し まし た

５ 月８ 日（ 水） ５ 月14 日（ 火）

２
事務研修会

（ 新規）

６ 月1 7日（ 月）

～６ 月2 7日（ 木）
４ 月中旬

５ 月８ 日（ 水）

～５ 月14 日（ 火）
７ 月1 8日（ 木） ―

３
実務研修会

（ 更新）

７ 月1 9日（ 金）

～７ 月2 9日（ 月）
５ 月中旬

６ 月４ 日（ 火）

～６ 月10 日（ 月）
８ 月９ 日（ 金） ８ 月2 1 日（ 水）

４
事務研修会

（ 新規）

９ 月６ 日（ 金）

～９ 月1 7日（ 火）
６ 月下旬

７ 月2 3 日（ 火）

～７ 月2 9 日（ 月）
1 0月８ 日（ 火） ―

５
実務研修会

（ 更新）

10 月1 8 日（ 金）

～1 0月28 日（ 月）
８ 月中旬

９ 月３ 日（ 火）

～９ 月９ 日（ 月）
11 月1 1 日（ 月） 11 月18 日（ 月）

６
事務研修会

（ 新規）

11 月1 9 日（ 火）

～1 1月29 日（ 金）
９ 月中旬

1 0月８ 日（ 火）

～10 月1 5日（ 火）
12 月1 9 日（ 木） ―

７
実務研修会

（ 更新）

令和7 年1 月2 1 日（ 火）

～1 月3 1 日（ 金）
1 1 月上旬

1 1 月2 9日（ 金）

～1 2 月５ 日（ 木）

令和７ 年

２ 月1 4日（ 金）

令和７ 年

２ 月20 日（ 木）

８
事務研修会

（ 新規）

令和7 年2 月2 1 日（ 金）

～3 月3 日（ 月）
1 2 月中旬

令和7 年1 月8 日（ 水）

～1 月1 5 日（ 水）

令和７ 年

３ 月2 4 日（ 月）
―

※開催概要は現時点での予定であり 、 変更さ れる 場合があり ま す。

○ 受講費用（ 税込み）

事務研修会： 30,000 円　 実務研修会： 15,000 円

○ 修了証書の発送について

各研修会における 修了証書は、 各研修を修了さ れた皆様に一律に発送いたし ま すので御承知おき く ださ い。

事務研修会…課題提出締切後、 結果通知と 併せて基準に到達さ れた方には修了証書を同封し て発送いたし ま す。

実務研修会…課題提出締切後、 一律に修了証書を 発送いたし ま すが、 審査の結果、 基準に未到達であっ た方のみ別

途、 日行連から 御連絡いたし ま す。

＜届出済証明書の更新を希望さ れる方へ＞

　 届出済証明書の有効期間は、 原則と し て３ 年間と さ れています。 引き 続き 申請取次業務を行う ためには、 届出済

証明書の有効期限から 遡っ て３ 年の間に、 申請取次行政書士管理委員会の指定する申請取次実務研修会を１ 回以上

受講し 、 有効期間の満了前に更新の手続を完了するこ と が必要と なり ます。 お持ちの届出済証明書の有効期間及び

所属単位会における更新の申出期限を御確認になり 、 余裕を持っ て御受講く ださ い。

　 所持する届出済証明書の有効期間を経過し た場合は、 再度行政書士申請取次事務研修会（ 新規） を受講し ていただ

く こ と と なり ますので、 十分御留意く ださ い。
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In fo r m at ion 4

東京レインボープラ イド 2024
プラ イド パレード に参加し ませんか？

＜権利擁護推進委員会＞

　 こ の度、 本会権利擁護推進委員会では、 東京都行政書士会と 共同で「 東京レ イ ン ボープラ イ ド

2024」 へのブース 出展を行い、 LGBT 等の当事者やアラ イ（ a lly「 支援者・ 支持者」） 向けの無料相

談会を実施いたし ま す。

　 ま た、 21 日に開催さ れる プラ イ ド パレ ード にも 都道府県行政書士会を通じ て参加者を 募集し て

参加いたし ま す。 関連し て、 情報交換会や懇親会も 予定し ていま すので、 プラ イ ド パレ ード の参加

に興味がある 方は、 所属の都道府県行政書士会ま でお問い合わせく ださ い。

【 東京レイ ンボープラ イ ド 2 0 2 4 】

主催者： 特定非営利活動法人東京レ イ ンボープラ イ ド

開催日程： 2024 年 4 月 19 日（ 金）～21 日（ 日） ※パレ ード は 21 日（ 日）

TRP2024 テーマ：【 PRID E 30th　 変わる ま で、 あき ら めない。】

U RL： http s://tokyo ra inbow p rid e.com /

※ 東京レ イ ンボープラ イ ド と は、 LGBTQ+ を始めと する セク シュ アル・ マイ ノ リ ティ の存在を社

会に広め、「“ 性” と“ 生” の多様性」 を祝福する イ ベント で、 特定非営利活動法人 東京レイ ンボー

プラ イ ド が開催し ていま す。（ 東京レ イ ンボープラ イ ド ホームページよ り ）

「 理由書」を提出し届出済証明書の更新手続をさ れた方々へ

新型コ ロ ナウ イ ルス 感染拡大防止に係る 令和２ 年度の申請取次実務研修会中止に伴い、 令和２ 年４ 月以降「 理由書」 の

提出によ り 届出済証明書の更新手続をさ れた方々にお知ら せいたし ま す。

先般から 御案内のと おり 、 同一の実務研修会修了証書は、 発行日から 3 年以内に有効期限が到来する 届出済証明書の更

新手続に原則１ 回に限り 使用する こ と ができ る こ と と し ていま す。

実務研修会修了証書の発行日から ３ 年以内であっ ても 、一度、「 理由書」 に基づく 事後受講分と し て使用し た修了証書は、

次回の更新時には使用する こ と ができ ま せん（ ※）。

別途、 次回更新時ま での期間内に実務研修会を 受講し ていただく こ と が必要と なり ま すので御留意く ださ い。

※届出済証明書の有効期間が３ 年未満と さ れている 方（ 例： 在留期間が３ 年未満の外国籍会員等） については、 ３ 年未満の有効期間毎に

申請取次実務研修会の受講を 求める も のではなく 、 届出済証明書の有効期限から 遡っ て３ 年の間に受講し た実務研修会修了証書を 複数回

使用でき ると し た取扱いは従前どおり です。

・「 理由書」 によ る 更新手続後の事後受講分１ 回

・ 次回更新のための受講分１ 回

理由書によ る 更新手続後、 次回
更新ま でに計２ 回受講が必要です。
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In fo r m at ion 5

令和５ 年度行政書士試験結果について

都道府県
受験

申込者数
受験者数 合格者数

合格率
（ ％）

北 海 道 1,729 1,391 192 13.80%

青 森 県 302 234 20 8.55%

岩 手 県 376 288 38 13.19%

宮 城 県 1,116 857 130 15.17%

秋 田 県 210 169 18 10.65%

山 形 県 284 229 24 10.48%

福 島 県 509 425 44 10.35%

茨 城 県 774 608 64 10.53%

栃 木 県 747 609 76 12.48%

群 馬 県 862 683 72 10.54%

埼 玉 県 2,861 2,304 324 14.06%

千 葉 県 2,362 1,876 250 13.33%

東 京 都 15,744 12,147 1 ,991 16.39%

神奈川県 2,646 2,060 272 13.20%

新 潟 県 697 559 79 14.13%

富 山 県 428 344 49 14.24%

石 川 県 429 341 56 16.42%

福 井 県 221 177 33 18.64%

山 梨 県 253 210 36 17.14%

長 野 県 735 596 69 11.58%

岐 阜 県 715 579 87 15.03%

静 岡 県 1,376 1,104 124 11.23%

愛 知 県 3,880 3,121 472 15.12%

三 重 県 430 353 44 12.46%

都道府県
受験

申込者数
受験者数 合格者数

合格率
（ ％）

滋 賀 県 514 416 55 13.22%

京 都 府 1,384 1,066 157 14 .73%

大 阪 府 4,962 3,907 570 14 .59%

兵 庫 県 2,412 1,923 257 13 .36%

奈 良 県 775 649 91 14.02%

和歌山県 337 279 36 12.90%

鳥 取 県 174 130 12 9.23%

島 根 県 265 220 27 12.27%

岡 山 県 801 626 76 12.14%

広 島 県 1,168 955 120 12.57%

山 口 県 384 312 37 11.86%

徳 島 県 249 202 22 10.89%

香 川 県 377 280 25 8.93%

愛 媛 県 464 373 40 10.72%

高 知 県 203 169 21 12.43%

福 岡 県 2,145 1,668 200 11 .99%

佐 賀 県 312 247 20 8.10%

長 崎 県 315 252 28 11 .11%

熊 本 県 619 494 56 11.34%

大 分 県 370 308 33 10.71%

宮 崎 県 325 270 37 13.70%

鹿児島県 539 439 45 10.25%

沖 縄 県 680 542 42 7.75%

計 59,460 46,991 6 ,571 13.98%

令和５ 年度行政書士試験結果について、 令和６ 年 1 月 31 日（ 水） に以下のと おり 発表さ れま し た。

なお、 詳細は（ 一財） 行政書士試験研究センタ ーホームページ（ https://gyosei-sh iken .or.jp/） を御覧く

ださ い。

（ 単位： 人）
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P ic k  U P !  単位会 各単位会の取組を

お知ら せし ま す。

令和５ 年 12 月 25 日、 若林三知三重会会長と 難波正樹三重県警察本部長が、 ①行政書士と 警察行政、 ②県民生活の

安心・ 安全を守る取組のテーマで対談。 行政書士記念日広報活動の一環と し て地元紙に掲載し まし た。

若林会長は激増し ている特殊詐欺について、 既に津市で開催し 、 今後四日市市で開催予定の「 寸劇を 交えた特殊詐欺

対策講座」 の取組を 紹介し 、「 行政書士は予防法務の専門家。 近く の行政書士に相談し ていただく こ と で被害を 未然に

防ぐ こ と ができ る 。 県民が安心し て暮ら

せる よう 、 私たち行政書士がお手伝いし

たい。」 と 述べまし た。

こ れに対し 、 難波本部長は「 県民の安

心・ 安全確保には、 警察だけでなく 各団

体の協力と 支援が欠かせない。 風俗営業

許可や車庫証明などの警察行政手続だけ

でなく 、 特殊詐欺対策などに対する行政

書士会の取組について、 県警と し ても 積

極的に協力し ていき たい。」 と 話さ れま

し た。

今後も 当会は様々な機関と 連携し 、 県

民の皆様のお力になれる よう 努力し てま

いり ま す。 対談掲載の新聞紙面は当会

Facebook にアッ プさ れています。

行政書士会

三重県 三重会会長が県警察本部長と 対談

行政書士会

山梨県 観光立町・ 富士河口湖町と 外国人観光客にも

配慮し た災害時被災者支援協定を締結

２ 月 13 日に山梨会は、 富士河口湖町と 大規模災害時被災者支援協定を締結し まし た。 本協定では、 同町における大

規模災害発生時に、 同町の要請によっ て当会の所属の行政書士が、 被災者向け相談業務や罹災証明申請書の作成・ 申請

代行、 外国人観光客のビザ（ 査証） に関する 相談や手続の支援などを行う こ と と し ています。

同町は、 富士山の北麓に位置し 、 緑豊かな自然や山々に恵まれた国内有数の観光地です。 昨今のイ ンバウン ド ブーム

によ り 、 外国人宿泊客述べ人数は、 コ ロナ禍前の年間 69 万人への回復基調にあり ます。 その一方で、 同町は自然災害

が発生し やすい地理的条件下にあり 、 その昔から 土石流大災害や台風の暴雨による湖の増水などの被害に見舞われてお

り 、 その都度防災対策の充実強化が求めら れてき まし た。

締結式で渡辺英之富士河口湖町長は、「 町外から の電話や

イ ン タ ーネッ ト での相談の対応と 外国人観光客のビ ザに関す

る支援の２ 点を盛り 込んだのは県内でも 初の事例だと 認識し

ている。 観光立町である 当町にと っ て非常に心強い後ろ 盾を

いただいた」 と 述べ、 有賀一雄山梨会会長は、「 被災し た外

国人観光客のオーバーステイ を防ぐ こ と は非常に大切。 町と

の連携を より 深めて、 行政手続の専門家の立場から 被災者支

援に対する研鑽を積んでいき たい」 と 話し まし た。

今後も 当会は、 最悪の事態に備えて、 それぞれの市町村の

特性にかなっ た貢献ができるよう 、 体制を構築し ていきます。
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京都会では、 令和６ 年１ 月 26 日、 ホテルグラ ン ヴィ ア京都において、 京都府から の受託業務と し て昭和 58 年から

スタ ート し た経営事項審査（ 以下、「 経審」 と いう 。） の受付業務が本年で 40 周年を 迎える に当たり 、 経営事項審査等

受付業務受託 40 周年記念式典・ 記念講演を開催し まし た。

来賓と し て、 京都府知事 西脇隆俊様代理・ 副知事 山下晃正様、 国土交通省大臣官房審議官（ 不動産・ 建設経済局担当） 

楠田幹人様、 日本行政書士会連合会常住豊会長にお越し いただき 、 お祝いの言葉を 頂戴し まし た。 その後、 京都府から

の感謝状が山下副知事から 当会に授与さ れ、 太田会長の謝辞で式典は終了し まし た。

続いての記念講演の部では、 楠田審議官に「 建設業界の動向と 今後の展望について」 と 題し て御講演いただき まし た。

建設業界の抱える課題と それに対する政策、 キャ リ アアッ プシステムの意義と 普及のための取組、 監理技術者制度の見

直し の方向性等、 経審と 関わり の深い事項について御講演く ださ り 、 経審の評価項目の一つ一つが、 何を目的と し てい

るのかと いう こ と について理解を深める、 大変貴重な学びの機会と なり まし た。

本業務の受託当時、 当会においては、 建設業許可関連の手続を 専門と する 行政書士はまだ少ない中、 ごく 数人の会員

の呼びかけにより 研鑽の輪が拡がり 、 京都府と の打合せを 重ね、 よう やく 受託に至り まし た。 そし てその後 40 年にわ

たり 、 毎年の集中研修会の実施等、 能力担保を担っ てき た歴代の担当委員会と 、 従事者と し て参加し た全ての会員の不

断の努力によ り 、 こ の 40 周年を迎えるこ と ができ まし た。 そし て長年、 本受託業務を誠実に遂行し ているこ と が実績

と し て評価さ れ、 今日、 当会では、 京都府、 京都市始め府内の行政機関や経済団体等から も 多く の業務を委託さ れるよ

う になり まし た。

先達の行政書士が、 行政書士の生き る道と なり 得る新たな分野を 開拓すると いう 決意の下に切り 拓いてく れたこ の分

野、 そし て誠実な業務遂行の積み重ねで築いてき た行政と の信頼関係、 その功績に感謝すると と も に、 今後の受託業務

の更なる発展につながるよ う 努力し 続けるこ と を誓っ て記念行事を終了し まし た。

本記念行事には全国の各都道府県行政書士会から も 多く の役員の皆さ まにお越し いただき 御祝意を頂戴し まし たこ と、

心より 感謝申し 上げます。 各単位会にお届けし まし た記念誌にも お目通し いただけまし たら 幸いです。

行政書士会

京都府 経営事項審査等受付業務受託4 0 周年記念式典・

記念講演を開催

名称未設定-2   1名称未設定-2   1 2024/02/16   20:382024/02/16   20:38

京都府からの感謝状授与

（ 左 太田京都会会長　 右 山下京都府副知事）

 国土交通省大臣官房審議官　 楠田幹人様  記念誌
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中央研修所通信４ 月号

ビデオ・ オン・ デマンド（ VO D ）研修の紹介について
【 法務業務部】

＜中央研修所＞

「 人生 100 年時代」 は既に始ま っ ていま す。 我が国における 65 歳以上の高齢者は 3,623 万人で総

人口に占める 割合は 29.1％、 80 歳以上の高齢者は 1,259 万人と 総人口の 10 人に１ 人、 100 歳以上の

高齢者も ９ 万人を超えていま す（ 2023 年９ 月 15 日現在）。 高齢者４ 割、 現役世代５ 割、 子供１ 割と

いう 人口構造に急速に向かっていま す。

超高齢社会はかつて経験のない大き な社会構造の変化でも あり 、 個人・ 社会と も に様々な課題が

生じ ま す。 身寄り のない高齢者や認知症高齢者も 増加し 、 サポート を必要と する 方も 増加し ていま

す。 高齢者を取り 巻く 事象は、 健康、 QOL、 就労、 お金、 住ま い、 認知症、 意思決定など多岐にわ

たり ま す。 こ の高齢社会における 個人と 社会の課題解決を目指す学問が「 ジェ ロ ント ロ ジー（ 老年

学）」 です。「 個（ Aging、 加齢）」 と 「 地域社会」 の両面から 諸課題の解決に取り 組むために、 学際

的・ 総合的・ 実践的な知の体系を創設し 、 分野横断型の課題解決を図る こ と を目的と し た学問です。

東京大学高齢社会総合研究機構、 株式会社ニッ セイ 基礎研究所など の大学や研究機関、 学会など で

教育・ 研究が行われていま す。 最近では高齢者の経済活動、 資産選択に着目し た金融ジェ ロ ント ロ

ジーも 登場し 、 金融庁も その必要性に言及し ている と こ ろです。

今回は、 株式会社ニッ セイ 基礎研究所ジェ ロ ント ロ ジー推進室上席研究員の前田展弘様に講師を

お願いいたし ま し た。 東京大学や慶應義塾大学でも 研究員と し て活躍さ れている ジェ ロ ント ロ ジー

研究の第一人者です。「 ジェ ロ ント ロ ジー（ 老年学）」 の必要性や概要、 超高齢社会において知っ て

おく べき 膨大なデータ に基づく 知識、 応用編と し てこ れから の行政書士の関わり 方についても お話

をいただき ま し た。

大き な社会構造の変化は私達行政書士にと っても 避けて通れま せん。 なぜなら 「 国民の権利利益

の実現」 に資する こ と は法の定める 行政書士の目的である から です。

「 ジェ ロ ント ロ ジー（ 老年学）」 を通じ て、 多面的に正し く 高齢者・ 高齢社会を 理解し 、 エンディ

ングノ ート 講座や遺言・ 相続・ 成年後見・ 民事信託など の業務にいかし ていただく と と も に、 全国

５ 万人の会員の皆様に、 地域における 身近な街の法律家と し て、 長生き を喜べる 超高齢未来の創造

に取り 組んでいただき たいと 思っていま す。

既に中央研修所研修サイ ト に登載し ていま すので、 是非御視聴く ださ い。

老年学（ ジェ ロント ロジー） と 行政書士の関わり について

〈 アウト ラ イ ン〉

Ⅰ． 超高齢未来の課題（ 人口・ 世帯等）

Ⅱ． ジェ ロ ント ロ ジー／金融ジェ ロ ント ロ ジー

Ⅲ．【 個人】 高齢者の多面的理解

Ⅳ．【 社会】 政策、 市場、 研究動向

Ⅴ． 行政書士（ 皆様） と し ての関わり 方
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こ の物語は、 特定行政書士に特に興味のない新人行政書士が、 行政書士の通常業務で起こ る 問題を 特定行

政書士の先輩に相談し ている う ちに、 特定行政書士の持つ力を 実感し ていく 過程を 描く も のである 。

第十一話： 仲間

「 それでは御唱和く ださ い。 かんぱーい！」

威勢のいい乾杯の音頭で始ま っ たのは、 毎年恒例の行政

書士会の賀詞交歓会である。

例年１ 月は様々な団体で賀詞交歓会が行われる が、 行政

書士も 個人事業主である 以上、 いろ いろ な場所に顔を 出すこ

と は、 大事な営業である 。 地元の商工会議所や奉仕団体に所

属し ている同業者も 多い中、 まだ若い中島にと っ て、 そのよ

う な異業種交流を 目的と し た場は、 いまだに気後れし てし ま

う 。

毎年行われる 行政書士会の賀詞交歓会は、 所属会の会員

であれば会費が無料なこ と も あり 、 まだまだ余裕のない新人

にと っ ても 参加し やすかっ た。 中島も 行政書士登録を し てか

ら 、 毎年欠かさ ずに顔を 出し ていた。 久し ぶり に会う 同期の

連中と も 、 こ の会で会っ て、 お互いの成長ぶり を 確認し 合う

のが毎年の恒例行事になっ ていた。

「 行政書士のますますの発展を 祈念し て・ ・ ・ 」

そんな言葉で締めく く る 型通り の来賓挨拶を 聞き ながら 、

中島は友人の野村の姿を 探し ていた。 中島と 野村は、 登録当

初から 仲が良く 、 勉強会と 称し てよく 呑み歩いた仲間である 。

そんな二人だっ たが、 半年ほど前に、 特定行政書士について

の意見の食い違いから 、 少し 衝突し たこ と があっ た。 前回一

緒にスナッ ク で呑んだと き には、 ママの手前、 特定行政書士

になる こ と を 宣言し た野村であっ たが、 その後、 業務が忙し

く なっ たためか、 特定行政書士になる こ と は後回し にする よ

う なこ と を言っ て、 特定行政書士制度に理解を示し ながら も 、

結局は今の業務を こ なすこ と で精一杯だと 言っ ていた。 そん

な野村に中島が熱く 反論し たこ と で、 二人の関係は微妙にギ

ク シャ ク し てし まっ ていた。 お互い業務が忙し く なっ てき た

こ と を 理由に、 二人でじ っ く り 会う 機会も ないままにき てし

まっ たこ と を 、 中島は後悔し ていた。

「 お久し ぶり です、 中島先生！」

何人かの同期や後輩行政書士から 声を かけら れる たびに、

野村の姿を見たかどう かを尋ねてみたが、 誰も 会っ ていない

ら し い。 どう やら 、 今日の会合には出席し ていないよ う だっ

た。

来賓の挨拶が一通り 終わっ た後に、 行政書士会の会長か

ら 挨拶があっ た。 その中で、 こ れから の行政書士に求めら れ

る役割と し て、 行政不服申立て代理も でき る特定行政書士の

重要性を 声高に話し ているのを 聞き ながら 、 中島は不思議な

気持ち になっ た。

こ れだけ大勢の行政書士が集まっ ている にも かかわら ず、

特定行政書士のバッ チを 着けている人の方が目に見えて少な

かっ たから である 。 確かに昨年、 こ の会合に参加し た頃の自

分は、 特定行政書士に特に興味がなかっ たのは事実である 。

し かし 、 山田先生と の会話に感化さ れ、 一刻も 早く 特定行政

書士になり たいと 考え始めた今の中島にと っ ては、 同業者の

特定行政書士への関心の低さ が、 も どかし く てし ょ う がない。

「 みんなも 特定行政書士の次の研修会は申し 込むんでし ょ

う ？」

若手行政書士を 誘っ てみても 、 消極的な返事ばかり であっ

た。

「 特定なんてと っ ても 、 仕事になら なき ゃ 意味ないよ 。 そ

れよ り 行政書士自体が AI のお陰で仕事がなく なっ ち ゃ う か

も し れないんだから 、 若い人は今のう ち に他の資格でも 取っ

た方がいいぞ。」

中島と 若手と の会話を 聞いていたベテ ラ ン の先生が口を

出し てき た。 行政書士会でも 役員になっ ている 重鎮と いっ て

も いい先生だ。

「 そう なんですか。 やっ ぱり な。 僕も 別の国家資格試験に

向けて勉強中なんです。」

「 そう か、 それは頼も し いな。 頑張っ てく れよ 。」

行政書士の集ま り で、 行政書士の未来について 希望を 語

れないベテラ ン と 、 他士業への憧れを 語る 若手。 そんな景色

主な 登場人物　

中島　 涼介（ 3 0 歳） 行政書士と し て業務経験を 積ん

できた開業３ 年目の行政書士

許認可業務や相続業務などを 中心に行っ てき たため、

特定行政書士になる 必要性を 特に感じ ていなかっ た。

開業当初から 山田先生を 師と 仰ぎ、 業務はも ちろ ん人

生についても 相談し ている。

野村　 泰久（ 3 3 歳） 中島と 同期の行政書士

特定行政書士は仕事になら ないから 不要だと 考えてい

る。

秋 桜 日 記
～特定行政書士への誘い～
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秋桜日記

は、 こ れまでであれば、 同業者の集まり では典型的なやり と

り と し て見過ごし てき たが、 今回は強い違和感を覚えた。 い

や、 違和感を通り 越し て、 憤り すら 感じ てし まっ た。

「 お言葉ですが先生！」

そう 言っ て ベテ ラ ン 先生に食っ てかかろ う と し た中島の

腕を、 誰かが引っ 張っ た。 強引に振り 向かさ れた中島の前に、

野村が笑いながら 立っ ていた。

「 よ う 、 久し ぶり じ ゃ ないか。 探し ていたんだよ 。 やっ と

見つけたよ。 あっ ちでゆっ く り 話そう 。」

そう まく し 立てながら 腕を 引っ 張る 野村に連れら れて、 中

島は会話の輪から 遠ざかっ た。

「 なんだよ、 こ っ ち こ そ探し ていたのに見つから ないから 、

今日は欠席かと 思っ ていたよ 。」

「 いや、 すまんすまん。 仕事の打合せが思いのほか長引い

てし まっ て、 急いでき たけど乾杯には間に合わなかっ たみた

いだな。 会場でお前さ んを探し ていたら 、 ちょ う どベテラ ン

先生に食っ てかかると こ だっ たんで、 間一髪救い出し たっ て

と こ さ 。」

野村にそう 言われて、 中島は苦笑いを 隠せな かっ た。 特

定行政書士はも ち ろ んのこ と 、 行政書士そのも のについてま

で、 同業者から 馬鹿にさ れたよ う な気がし て憤慨し たのは事

実だし 、 議論を ふっ かけよう と し たのも 事実だっ たから だ。

「 ああいう 連中は放っ ておけばいいさ 。 人には人の考えが

ある し 、 ついこ の前まで、 う ち ら も 同じ よ う なも んだっ たん

だから 。」

テ ーブ ルに用意さ れた飲み物を 手に取り な がら 、 軽く 乾

杯の動作をし ながら 野村は言っ た。

「 そ り ゃ そ う だ けど。 え っ 、「 う ち ら 」 っ て 言っ た よ ね！

今。」

特定行政書士について、 消極的な 意見を 持ち、 中島の特

定行政書士への意気込みにも 今一つ納得し ていなかっ た野村

を見つけて、 改めて特定行政書士へ誘う つも り だっ た中島は、

野村の言葉を 繰り 返し て戸惑っ ていた。

「 ああ、 そう 言っ たさ 。 俺だっ てあれから 、 自分なり に考

えたのさ 。」

ホームにいながら 、 背中から 鉄砲を打たれたよ う なアウェ

イ 感を 覚えていた中島にと っ て、 思いがけない仲間がいたこ

と に、 思わず抱き 付き たく なる く ら いに心の底から 喜びが溢

れてき た。

「 ちょ っ と 報告し たいこ と も あるから 、 近く で飲み直そう 。」

野村に誘われる ま ま に会場を 後にし た二人は、 会場近く

のバーに入っ た。

「 それにし ても 驚いたな。 こ の前は仕事が忙し いから っ て

消極的なこ と を 言っ ていたじ ゃ ないか。 だから 、 今日会っ た

ら 、 時間をかけて改めて説得する つも り でいたから 、 拍子抜

けだよ 。」

ス コ ッ チの水割り と ソ ーダ割り で乾杯し な がら 、 中島は

野村に笑いかけた。

「 そんなに露骨に喜ぶなよ 。 まだ特定行政書士になっ たわ

けでも ないんだから 。」

「 そり ゃ そう だけど 、 力強い仲間ができ て、 本当に嬉し い

んだよ。 と こ ろ で、 ど う いう 心境の変化なんだ？ 仕事は相

変わら ず忙し そう なのに。」

野村はこ れま で 考え感じ て き たこ と を 中島に伝えた 。 そ

れは、 中島がこ れまで辿っ てきたこ と と ほと んど一緒だっ た 。

行政書士と いう 仕事を 選んだ自分の人生にと っ て、 特定行政

書士になると いう こ と が、 どれだけ重要なのか。 そし て、 行

政手続と いう 観点から も 、 特定行政書士の果たす役割が重要

なも のと なっ ているこ と など、 中島にと っ ては、 どれも こ れ

も 納得でき る こ と ばかり だっ た。

「 そう いう わけで、 も っ と 頑張る ためにも 特定行政書士に

なる 必要がある んだ。 家族も でき るし な。」

う んう んと 、 大き く 頷き な がら 、 野村の話を 聞いて いた

中島は、 その言葉を理解する のに少し 時間がかかっ た。

「 えー！ 家族っ て。 家族っ てこ と は、 結婚する の？」

静かな バーの店内に、 素っ 頓狂な 中島の声が響いた。 カ

ウン タ ーの中の店主は静かながら も 力強い笑顔で中島を 制し

てき た。

酔いも 回り 赤く なっ た顔を 向けながら 、 中島は囁く よ う

な声で聞き 直し た。

「 けっ 、 結婚するの？」

「 ああ、 そう だよ。」

心底驚いた。 バリ バリ と 仕事を こ な し て いる 野村に、 同

業者と し てジェ ラ シーを 感じ る こ と はあっ たが、 可愛い彼女

がいる こ と で、 なんと か自分を 奮い立たせてき た中島と し て

は、 何も かも 差を 付けら れたよ う で、 公園にポツ ンと 取り 残

さ れた子供のよ う な心境になっ た。

「 彼女、 いたの？」

「 なんか、 失礼だな。 こ う 見えても 、 彼女がいなかっ たこ

と がない。」

不敵に笑う 野村の横顔は、 男から 見て も 眩し く 、 ま さ に

リ ア充そのも のだっ た。

「 それで、 相談っ ていう のは？」

「 結婚式の司会をお願いし よ う かと 思っ てね。」

「 えー！」

静かな店内に再び中島の悲鳴が響いた。

同業者であり ラ イ バルであり 、 同志でも ある 仲間から 、 人

生の一大事に相談さ れる こ と の有り 難みを 感じ ながら 、 行政

書士っ て仕事も 、 ほんと 悪く ないよな、 と 思う 中島であっ た。

中島行政書士の奮闘は続く 。 第十二話、 乞う 御期待！
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平成 30 年の民法（ 相続法） 改正で新たに定めら れた配偶者居住権の制度について検討し ていきます。

＜法務業務部＞
（ 担当： 浅草公証役場　 公証人　 澤野芳夫）

公 証 人 に 聞 く ！
教えて

ミ ネルヴァミ ネルヴァく んく ん

第2 8 回　 配偶者居住権

ユキマサく ん ミ ネルヴァく ん

近頃、 だ い ぶ暖かく な っ て き た

ね。

そう ですね。 前に雪国に住んでいたこ と がある んです

が、 春になる と 、 いろ いろ な種類の花が一斉に咲き 出

し ます。 長い冬の間、 雪の下で培っ ていたエネルギー

が正に大地の躍動と いう 感じ で一気に現れてき て、 感

動し た覚えがあり ます。

そ う な んだ ね。 と こ ろ で、 平成

30 年の民法（ 相続法） 改正によっ

て、 配偶者居住権と いう 制度がで

き たと 聞いたけれど、 どんな制度

なのかな。

夫名義の自宅不動産に夫婦が居住し ていたが、 夫が死亡

し 、 妻と 長男が相続人と なっ た例を想定し まし ょ う 。 相

続財産は、 自宅（ 評価額 2,100 万円） と 預貯金（ 3,000

万円） だと し ます。 妻と 長男の相続分はそれぞれ２ 分

の１ で すので、 妻 2,550 万円、 長男 2,550 万円と な

り ます。 妻と し ては長年、 住み慣れた自宅を 離れたく

ないと いう のが通常でし ょ う 。 そこ で、 妻と 長男の遺

産分割協議で、 妻が自宅を 取得する と し た場合、 自宅

の評価額 2,100 万円分を 取得し たこ と になる ので、 妻

は預貯金については 450 万円し か取得でき ないこ と に

なり ます。

そう なんです。 そこ で、 妻が自宅での居住を 継続し な

がら その他の財産（ 預貯金） も 取得でき る よ う にし た

のが配偶者居住権と いう 制度です。 つまり 、 自宅は長

男が取得する のだけれど、 妻は配偶者居住権の設定を

受けて、 引き 続き 自宅に無償で居住し 続ける こ と がで

き 、 かつ、 預貯金も 多く 取得する こ と ができ る こ と に

なり ます。 長男は配偶者居住権の負担のついた自宅を

取得するこ と になり ます。

配偶者居住権の評価はどう なるの

かな？

配偶者居住権の評価についてはいろ いろ と 計算の仕方

がある のですが、 仮に自宅不動産の価額の３ 割と し ま

し ょ う 。 妻は配偶者居住権の評価額の 700 万円を 取得

するので、 預貯金は 1 ,850 万円まで取得でき る こ と に

なり ます。 こ れに対し て、 長男は、 配偶者居住権と い

う 負担付き の自宅不動産を 取得し 、 その評価額は自宅

の価額 2,100 万円から 配偶者居住権の価額を 差し 引い

た 1,400 万円と な り 、 預貯金について は 1,150 万円

取得するこ と になり ます。

妻は自宅に居住し 続けるこ と がで

き る上、 1,850 万円の預貯金も 取

得でき るので、 今後の生活のこ と

を考慮し ても 安心でき るね。

と こ ろ で、 配偶者居住権は、 相続

開始時点で妻が自宅以外の所に居

住し ていた場合も 認めら れるのか

な。

配偶者居住権は、 配偶者が相続開始の時に被相続人所

有の建物に居住し ていたこ と が必要なので、 相続開始

時に妻が自宅に居住し ていない場合には設定でき ませ

ん（ 民法 1028 条１ 項）。

450 万円で も 大き な 金額だけど、

今後の妻の生活のこ と を考えると

少し 心配かも し れないね。 逆に、

今後の生活資金と し て金銭を多く

取得するこ と を選択すると 、 自宅

は長男に譲ら なければなら ず、 生

活の本拠に困るこ と になるね。
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まもる先生

いろ いろ と 教えてく れてあり

がと う ！参考になっ たよ。

それでは、 妻が夫の死亡時に

入院し ていた場合はどう なる

の？

「 居住し ていた」（ 民法 1028 条１ 項） と は、 配偶者が当該

建物を 生活の本拠と し ていたこ と を 意味する も ので、 相続

開始時に配偶者が入院し ていたと し ても 、 配偶者の家財道

具がその建物内にあり 、 退院後自宅に戻る 予定である 場合

には、 配偶者の生活の本拠と し ての実態は失われていませ

ん。

配偶者居住権はいつまで存続

するのかな。

原則と し て、 配偶者が生き ている 間、 存続し ますが、 期間

を 定める こ と も で き ま す（ 民法 1030 条）。 ただ、 期間を

限定する と 、 その延長や更新はでき ないので注意する 必要

があり ます。 配偶者居住権は、 遺産分割協議のほか、 遺言、

死因贈与でも 設定するこ と ができ ます。

遺言でも 配偶者居住権を定め

るこ と ができ るんだね。

遺言において、 遺言者が配偶者に自宅と 預貯金を 遺す内容

と する と 、 他の相続人の遺留分を 侵害する おそれがある 場

合でも 、 配偶者に配偶者居住権を 遺贈する こ と によ り 、 遺

留分侵害を防ぐ こ と ができ るケースも 考えら れます。

遺言で配偶者居住権を定める

場合、 特定財産承継遺言（ 民

法 1014 条１ 項。 相続さ せる

旨の遺言） ではなく 、 特定遺

贈にし なければなら ない（ 民

法 1028 条１ 項二号） のはな

んで？

仮に特定財産承継遺言で取得を 認める こ と と なる と 、 配偶

者が配偶者居住権の取得を 希望し ない場合、 配偶者居住権

の取得のみを 拒絶する こ と はでき ず、 相続放棄を する よ り

ほかな いので、 かえっ て 配偶者に不利益と な る から です。

他方、 特定遺贈（ 民法 986 条） については、 ある財産は遺

贈を 受け、 希望し ない財産については放棄する こ と ができ

る と 解さ れている ので、 配偶者居住権の遺贈のみを 放棄す

るこ と が可能です。

遺産分割や遺贈により 妻が配

偶者居住権を 取得し 、 長男が

自宅土地建物を取得するこ と

になっ たと し て、 長男が当該

土地建物を第三者に譲渡し た

場合にも 妻はその第三者に配

偶者居住権を 主張でき るのか

な。

配偶者が配偶者居住権を 不動産の譲受人等の第三者に対抗

する ためには配偶者居住権設定の登記を し なければなり ま

せん。 遺言、 遺産分割協議で 当該不動産を 取得し た者は、

配偶者に対し 配偶者居住権の設定の登記を 備えさ せる 義務

を負います（ 民法 1031 条１ 項）。

配偶者居住権の設定を受けた

妻が、 その後、 老人施設に入

居するなど、 自宅に居住し な

く なり 、 配偶者居住権が不要

と なっ た場合に配偶者居住権

をほかに譲渡するこ と はでき

るの？

配偶者が配偶者居住権を 譲渡する こ と は認めら れていませ

ん（ 民法 1032 条２ 項） し 、 居住建物の所有者の承諾を 得

なければ第三者に居住建物の使用又は収益を さ せる こ と も

でき ません（ 同条３ 項）。 し かし 、 居住建物の所有者の承諾

を 得れば第三者に使用又は収益を さ せる こ と ができ ますの

で、 配偶者はこ れによ り 配偶者居住権の価値を 回収する こ

と ができ ます。

その他、 配偶者居住権の定めを し なかっ た場合でも 、 相続

開始時に配偶者が当該建物に居住し ていた場合に一定の期

間居住する こ と ができ る 配偶者短期居住権の制度も あり ま

す（ 民法 1037 条以下）。

公証人に聞く ！教えてミ ネルヴァ く ん
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総務部会
【 協議事項】

⑴  総務部事業の検討・ 推進について
⑵  職務上請求書関係事務取扱責任者会議の

対応について
⑶  その他

裁判外紛争解決手続（ A D R）推進本部

会議
【 協議事項】

⑴  令和６年度事業計画案・ 予算案の策定につ

いて
⑵  その他

1 日

木

自動車保有関係手続ワンスト ッ プサー

ビス（ O SS）対策特別委員会
【 協議事項】

⑴  令和６ 年度事業計画案及び予算案につい
て

⑵  新し い封印委託制度について

⑶  その他

自動車保有関係手続ワンスト ッ プサー

ビス（ O SS）対策委員会と 許認可業務部 

運輸交通部門と の合同会議

2 日

金

登録委員会
【 登録審査】

⑴  審査件数(9 7件）

⑵  その他

権利擁護推進委員会
【 協議事項】

⑴  令和６年度事業計画案・ 予算案について
⑵  行政書士による権利擁護活動の調査研究

について
⑶  権利擁護活動に関するアンケート について
⑷  次回会議日程について

⑸  その他

6 日

火

正副会長会
【 協議事項】

⑴  常任理事会の合議事項等について

⑵  その他

常任理事会（ ～８日）
【 合議事項】

⑴  パブコメ ｢A Iと 著作権に関する考え方につ
いて（ 素案）」に関する意見募集の実施につ

いて
⑵  ｢おしごと 年鑑2 02 4」への協賛について
⑶  単位会からの照会事項について

⑷  能登地震に係る「 復興支援に関する補助金
における支援を通じ て見えた課題」の提出
について

⑸  会員からの文書の閲覧・ 写し の請求申請に
ついて

⑹  専門員の登用について
⑺  許認可業務部農地・ 土地利用部門次長及

び登録委員の選任について

⑻  会員への対応について
⑼  その他

7 日

水

大規模災害対策本部
【 協議事項】

⑴  令和６年能登半島地震への対応について

⑵  その他

規制改革委員会
【 協議事項】

⑴  提言書の作成について
⑵  令和５年度事業報告案について

⑶  令和６年度事業計画案・ 予算案について
⑷  その他

暴力団等排除対策委員会
【 協議事項】

⑴  単位会の状況確認

⑵  令和５年度事業報告及び決算見込み
⑶  令和６年度事業計画及び予算（ 案）
⑷  その他

国際部門会議（ ～９日）
【 協議事項】

⑴  令和６年度事業費策定について

⑵  セミ ナー収録について
⑶  入管庁等への対応について

⑷  領事館等への訪問について
⑸  その他

8 日

木

2024 . 2 Feb . 日行連の主な動き M on th ly  R ep o r t

49　 　 2024. 4　 No.617



国際企業経営業務部

企業支援部門会議
【 協議事項】

⑴  令和６年度事業計画案について
⑵  専門員の登用について

⑶  中小企業庁等との関係構築について
⑷  その他

行政書士制度調査室全体会議
【 協議事項】

⑴  令和５年度事業報告案について

⑵  令和６年度事業計画案・ 予算案について
⑶  その他

9 日

金

広報部会
【 協議事項】

⑴  令和６ 年度事業報告案及び令和５ 年度事

業計画案等について
⑵  制度PRポスターについて
⑶  月刊日本行政について

⑷  行政書士制度広報月間について
⑸  ホームページについて
⑹  法務業務部からの依頼について

⑺  その他

1 3 日

火

申請取次行政書士管理委員会会議
【 協議事項】

⑴  申請取次行政書士管理委員会会議、責任
者会議準備

⑵  申請取次行政書士管理委員会・ 中部地方
協議会責任者会議

⑶  名古屋出入国在留管理局長を表敬訪問
⑷  その他

許認可業務部

運輸交通部門会議
【 協議事項】

⑴  封印制度について
⑵  O SS利用率向上について

⑶  令和６年度事業計画・ 予算案について
⑷  中古車総額表示について
⑸  単位会からの照会事項について

⑹  その他

1 4 日

水

許認可業務部

社労税務・ 生活衛生部門会議
【 協議事項】

⑴  令和６年度事業計画・ 予算案について
⑵  地域社会の課題解決について

⑶  省庁等訪問について
⑷  その他

1 6 日

金

登録委員会
【 登録審査】

⑴  審査件数(11 5件）
⑵  その他

2 0 日

火

特定行政書士全国担当者会議
2 1 日

水

経理部会（ ～28 日）
【 協議事項】

⑴  経理部事業報告案及び事業計画案につい
て

⑵  令和６年度予算案（ 全体）について

⑶  電帳法・ インボイスへの対応について（ 経
過報告）

⑷  その他

全国監察担当者会議

2 7 日

火

許認可業務部

建設・ 環境部門会議
【 協議事項】

⑴  建設業セミ ナー2 02 4について

⑵  書籍事業について
⑶  令和６年度担当者会議について
⑷  単位会からの照会について

⑸  その他

2 9 日

木
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★アカ ウント 登録の方法

①日行連ホームページ

　 ト ッ プページ画面

③「 連co n」 利用登録画面

②「 連co n」 ログイン画面

　「 連 co n」 で は、 関係省庁や団体から の各種業界情報、 研修案内、 参考資料、 その他様々な情報を 掲載

し て いま す。 令和５ 年９ 月のリ ニ ュ ーア ルで は、 よ り 使いやすく な る よ う ナビ ゲーシ ョ ン の変更や情報

の階層整理、「 月刊日本行政」 のアーカ イ ブ 公開や、 特定分野記事のメ ール配信等便利な機能の追加など

を 行いま し た。 是非、 アカ ウン ト 登録し ていただき 、 御活用く ださ いま すよ う お願いいたし ま す。

①「 基本情報」 を入力・ 確認の上、「 確認」 を ク リ ッ ク
②「 基本情報」 で入力し たメ ールアド レ スに「 仮登録メ ール」

が届く のでメ ールに記載さ れている「 パス ワード 設定画
面」 の U RL をク リ ッ ク

③遷移先の画面にてログイ ン ID ・ パスワード を設定し 本登
録完了！（ ログイ ンに成功すると 、 最初に御自身のプロ
フ ィ ール画面が表示さ れます）

ログインIDまたはパスワード を忘れた方

こ ちら をク リ ッ ク

こ ちら をク リ ッ ク

新規登録はこ ちら の
ク リ ッ ク でも O K ！

※登録の有無が不明な 方は、 ロ グイ ン ボタ ン 下の「 ロ グイ ン ID

またはパスワード を 忘れた方」 から 、 登録さ れたメ ールアド レ

スを御入力いただく だけで、 簡単に御確認いただけます。

（ メ ールアド レ スをお忘れの方は「 登録番号・ 氏名・ 所属単位会・

生年月日（ 西暦） ※本人確認のため」 を 添えて、 日行連事務局

広報課（ ko uho u@ g yo se i.o r.j p ） までお問い合わせく ださ い。）

会員専用サイト「 連c o n 」の御案内

登録はお済みですか？

④「 連co n」 プロフィ ール画面

メ ール配信・ 会員検索
表示項目の設定等はこ
ちらをクリック

プ ロ フ ィ ール設定後、 こ ち ら の
ロ ゴを ク リ ッ ク する と 「 連 co n」
ト ッ プページが表示さ れます
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［ 申込期間］［ 申込期間］ 令和6 年4 月1 日（ 月）～令和6 年6 月2 1 日（ 金）令和6 年4 月1 日（ 月）～令和6 年6 月2 1 日（ 金）

［ 受講期間］［ 受講期間］ 令和6 年8 月1 日令和6 年8 月1 日（（ 木）～令和6 年9 月1 6 日木）～令和6 年9 月1 6 日（（ 月・ 祝）月・ 祝）
　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　  中央研修所研修サイ ト を利用し た e ラ ーニング方式で実施いたし ます。 中央研修所研修サイ ト を利用し た e ラ ーニング方式で実施いたし ます。

　 　 　 　 　 　 　 　 　  PC・ スマホ等（ ※） があれば自宅から いつでも 講義を受講するこ と ができ ます。　 　 　 　 　 　 　 　 　  PC・ スマホ等（ ※） があれば自宅から いつでも 講義を受講するこ と ができ ます。

［ 考 査 日］［ 考 査 日］ 令和6 年1 0 月2 0 日（ 日）令和6 年1 0 月2 0 日（ 日）
　 　 　 　 　 　 　 　（ 単位会が指定する考査会場にて全国一斉で開催いたし ます。）　 　 　 　 　 　 　 　（ 単位会が指定する考査会場にて全国一斉で開催いたし ます。）

［ 講義科目］［ 講義科目］

「 プレ研修」は中央研修所研修サイ ト で公開中！

※一部サポート 対象外と なる ブラ ウ ザ・ 機能がございま す。
　 あら かじ め中央研修所研修サイ ト の利用確認をお願いいたし ま す。

詳細は「 月刊日本行政」 4 ～ 6 月各号
に掲載の「 令和 6 年度特定行政書士法定
研修募集要項」 及び下記 Q R コ ード よ り
日行連ホ ー ムペ ー ジ（ h ttp s : //w w w .
g y o s e i . o r . j p /） を ご覧く ださ い。
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　 先日、 私は家庭裁判所から の推薦依頼で保佐監督人と な

り ま し た 。

　 被保佐人は 60 代で脳梗塞と 骨髄損傷の合併によ り 首か

ら 下を 動かすこ と ができ ず、 気管切開によ り 人工呼吸器

管理と なっ て おり 、 声を 発する こ と も でき ない状態で、保

佐人には本人の妹が選任さ れていま す。

　 つま り は親族保佐人に対し て 専門職監督人が選任さ れ

た ケ ース です。

　 監督人が選任さ れた理由と し ては、 前述の障がいから 、

重度障がいと し て 本人に多額の保険金が入る こ と や、 後

見で あ れば後見支援信託等で 本人の 財産保全が 可能で

あ っ た が、 保佐であ る こ と によ り 支援信託等を 利用でき

な いた め監督人を 選任し た も のです。

　 私のこ れま での監督人と し て の経験は任意後見監督人

が１ 件と ま だま だ稚拙な と こ ろ ですが、 今後、 専門職監

督人と し て 親族後見人等に監督を 行いつつ支援を し てい

く ため、 ど う いっ た 関わり 方を し て いく べき な のかを 述

べていき た いと 思いま す。

　 成年後見監督人と 保佐監督人・ 補助監督人の権限や職

務について の違いは、 当然ながら 保佐人・ 補助人に付与

さ れている 代理権・ 同意権の範囲と なる こ と や、 条文上、

成年後見監督人の職務と さ れて いて も 保佐監督人・ 補助

監督人の職務と し て は準用さ れて いな いこ と があ り ま す

が、 保佐監督人・ 補助監督人が選任さ れる 場合のほと ん

ど が財産管理の権限が付与さ れている と 考え ら れる ので、

おおむね成年後見監督人の権限や職務と 同じ よ う に職務

を 行っ て 差し 支え な いと 考え ま す。

監督人の職務（ 民 851、 876 の３ 、 876 の８ ）

　 ①事務の監督

　 ②成年後見人等が欠け た 場合の選任請求

　 ③急迫の事情があ る 場合の必要な 処分

　 ④成年後見人等と 本人の利益相反行為について 被後見

人等を 代表する こ と 。

　 監督人と し ての職務を 行う にあ た り 、 上記以外に下記

の経験があ る こ と や役割を 担っ て いる こ と を 理解する 必

要があ り ま す。

１ ． 実務の経験値

〇各々の監督人と し て 選任さ れる 場合は、 後見人・ 保佐

人・ 補助人と し ての実務を 経験し 熟知し ている こ と 。

専門職監督人と し ての職務を把握するこ と

監督人が後見人等の実務を 十分に経験せずに監督業務

を 行う こ と はでき な いこ と から 経験は不可欠な も のと

な り ま す。

２ ． 監督と し て の役割

〇監督と し て の役割について は後見人等の不正行為を 防

止する こ と 、不適切な後見事務を 防止する こ と 。

不正事案は親族後見人等によ る 理解不足・ 知識不足か

ら 生じ る ケ ース が多いこ と から 、 親族後見人に対し て

は積極的に指導、 助言、 相談対応を 行っ て いく 必要が

あ り ま す。

３ ． 支援と し て の役割

〇財産調査や財産目録等作成について の指導・ 助言・ 支

援・ 相談

〇報告書類の作成、 現金出納帳の書き 方、 領収書の管理

方法等について の指導・ 助言

〇身上保護や意思決定支援への課題の有無や内容、 対応

方針の決定に関し ての指導・ 助言・ 支援・ 相談

〇後見人等が行おう と し て いる 事務について 、 裁量の範

囲内の行為であ る かの指導・ 助言・ 相談…等

　 上記以外にも 多岐にわた っ て 支援と し て の役割が発生

し ま す。

　 審判確定後、 早期に被保佐人本人と 親族保佐人と の面

談を 行いま す。

【 被保佐人と の面談】

　 成年後見制度は本人の意思の尊重を 理念と し 、 本人の

支援を 目的と する 制度であ る こ と から 、 監督人も 被保佐

人と 面会し 、 本人の意思、 生活状況、 身体状況、 保佐人

と の関係、 置かれて いる 状況や関係者を 把握し て おく 必

要があ り ま す。

　 場合によ っ て は、 親族保佐人等を 外し て 本人の意思を

聴取する 配慮も 求めら れま す。

【 保佐人と の面談】

　 保佐人と の最初の面談では、 今後のス ケ ジ ュ ールと し

て 『 審判確定後の流れ』、『 注意事項』、『 報告書の作成方

法』 等を 文書にし 、 手渡し て 説明し ま し た 。

（ １ ）『 審判確定後の流れ』 で説明・ 指導し たこ と

・ 登記が完了する と 、 裁判所から 登記番号通知書が送付

さ れる ので、 登記番号が判明し て から 、 法務局で登記

事項証明書を 取得する こ と 。（ １ 通 550 円の 印紙が 必

要）

実際の保佐監督人就任後の監督事務

専門職監督人と し ての在り 方

公益社団法人コ ス モス 成年後見サポート センタ ー

常任理事・ 業務管理委員長　 岡部　 享
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コ スモス Information

・ 各手続で登記事項証明書は使用する ため、金融機関や市

役所等にはコ ピ ーを 提出する よ う にする こ と 。

・ 金融機関へ後見人等の届出を 行う こ と 。

・ 年金事務所で後見人等の届出、 書類の送付先変更を 行

う こ と 。

・ 市役所に後見人等の登録届、 書類の送付先変更を 行う

こ と 。

・ 監督人に〇月〇日ま でに就任報告を 行う こ と 。

・ 監督人に定期的に報告を 行う こ と （ 当面は３ か月に１

回）。

　 分から な いこ と 等あ れば支援する 旨と いつでも 遠慮な

く 連絡する よ う にと 加え て 説明を 行いま し た 。

　 説明し て いて気付かさ れたこ と と し て は、 親族後見人

等は登記事項証明書が何な のか、 ど う やっ て 取得し 何に

使う 物な のかが、 当然ながら 分かっ ていな いと いう こ と

です。

　 法務局の場所はこ こ にあ っ て、 印紙はど こ で購入し 、

登記事項証明書の請求は〇階に行っ て く ださ いと か 、 銀

行で保佐人の届出を する 際は通帳の取引店に事前に電話

予約を し て 登記事項証明書と 保佐人の印鑑証明書と 実印

を 持参し て 行く よ う にと か、 事細かく 丁寧に説明する 必

要があ り ま す。

（ ２ ）『 注意事項』 には

・ 本人（ 被保佐人） と 御自身（ 保佐人） の財産を 混同せず、

別々に管理を する こ と 。

・ 財産目録の作成を 終わる ま では、 原則と し て 預貯金の

引き 出し 等はでき ま せん。

・ 本人の財産（ 現金・ 預金） 等については、 絶対に、 御自

身のために使っ てはいけないこ と 。 責任を 問われたり 、

解任さ れた り 、 場合によ っ て は、 他人の財産を 横領し

た こ と にな り 、 刑罰に処せら れる こ と も あ り ま す。

・ 本人の事務に必要な 費用は、 本人の財産から 支出でき

る こ と 。

・ 本人の財産を 家族や他人に贈与、 寄付、 貸し 付け 等は

でき な いこ と 。

・ 本人の財産を 投資・ 投機的な 取引に使用し て はな ら な

いこ と 。

・ 本人のた めに下記の重要な 行為を する 場合は、 保佐監

督人であ る 行政書士に事前に相談する こ と 。

　 ①借財又は保証を する こ と 。

　 ②不動産その他重要な財産（ 自動車等） について売買や

賃貸を する こ と 。 ※１

　 ③贈与、 和解又は仲裁合意

　 ④相続の承認若し く は放棄又は遺産の分割を する こ と 。

　 ⑤贈与の申込みを 拒絶し 、 遺贈を 放棄し 、 負担付贈与

の申込みを 承諾し 、 又は負担付遺贈を 承認する こ と 。

　 ⑥新築、 改築、 増築又は大修繕を する こ と 。

　 ※１ な お、 居住用不動産の場合は、 家庭裁判所の許可

が必要です。

（ ３ ）『 報告書の作成方法』 には

・ 本人の現金や預貯金を 出金し て 使っ た場合は、

　 ①現金出納帳に必ず記録し て 下さ い。 ※２

　 ②領収書・ レ シ ート 類は必ずも ら っ て 、 ノ ート に貼り

付けて 保管し て 下さ い。

・ 本人のた めに行動し た 際は、

　 ③保佐事務記録に記載し て く ださ い。 ※２

　 ※２  参考と し て現金出納帳の例、 事務記録の例を 付け

て 記載方法の指導を 行っ た 。

　 上記の内容を 記載し 注意事項の説明を 行いま し た 。

　 加え て 、 最初の面談で監督人の報酬について 、 保佐監

督人の仕事を １ 年に１ 回家庭裁判所に報告し 、 監督人の

報酬を 決定し て も ら う こ と を 説明し 理解し て いただく 必

要があ り ま す。

　 一度の面談でこ れら 全て を 理解し ていた だく こ と は難

し いので、 こ れから 何度も 面会し 丁寧に説明し て 御理解

いた だけ る よ う に努めたいと 思いま す。

　 家庭裁判所から の監督人の推薦依頼では、「 複数保険金

支給の見込みによ り 預貯金が増え 、 保佐事案につき 後見

支援信託等を 利用でき ないた め専門職監督人を 選任する

こ と と し た」 と さ れて いま す。

　 現在、 保佐人から の最初の就職報告を 待っ て いる 状況

ではあ り ま すが、 今後の私の役割と し て は大き く 二つの

方向性があ る と 考え て いま す。

　 一つは保佐人の年齢や事務処理能力によ る 事務が難し

く なっ た場合の保佐人の交代の方向性。 現時点で 60 代半

ばであ る こ と から 暫く は問題な いと 思う が長期にな っ た

際に保佐人の交代が考え ら れま す。

　 も う 一つは、 流動資産が減り 、 かつ保佐人が事務を 適

切に行え る よ う にな っ た場合、 時期を 見て 積極的な 監督

人の辞任を 想定し て いま す。

　 被保佐人の年金収入がほぼ無い可能性が高いこ と から 、

将来的には預貯金が減っ て いき 生活保護の受給が考え ら

れま す。

　 成年後見制度利用促進基本計画で利用者がメ リ ッ ト を

実感でき る 制度・ 運用の改善が掲げら れていま す。

　 専門職監督人の選任によ る メ リ ッ ト を 実感でき る よ う

にする には、 ま ずは専門職監督人が親族後見人等に対す

る 指導・ 助言・ 支援・ 相談を 適切に行い期待さ れる 役割

を 十分に果たす必要があ り ま す。 加え て 、 支援等の必要

性が無く な っ た 時に監督人の辞任を 自ら 提案し ていく よ

う な 運用を 行っ て いく べき ではな いかと 思いま す。

　 親族後見人等は成年後見制度に関し て 実務や研修を す

る 機会も ほぼ無いこ と や、 気軽に相談でき る 相手も いな

いこ と から 、 専門職後見人にはき め細やかな 監督事務が

求めら れて いま す。

　 私が所属し ている コ ス モス 秋田県支部は、 受任件数 125

件のう ち 84 件（ 令和５ 年７ 月現在） が家庭裁判所から の

推薦依頼によ る も ので、 以前から 推薦依頼が多いと こ ろ

ではあ り ま すが、 今般、 監督人の推薦依頼があ っ た こ と

によ り 、 専門職と し てス テ ージ が一つ上がっ た のではな

いかと 考え ていま す。

　 家庭裁判所によ る 成年後見人等に対する 監督には限界

があ り 、 中核機関等によ る 親族後見人への支援体制が十

分にあ る と は言え な い現状において 、 専門職監督人によ

る 親族後見人への監督と 支援が今改めて 期待さ れて いる

と こ ろ です。

　 コ ス モス がその監督人と し て の一翼を 担う 皮切り と し

て、 保佐監督に期待さ れて いる 役割を 全う し 、 全国で多

数の会員が専門職監督人と し て 家庭裁判所から 推薦さ れ

る 日が来る こ と を 期待し ま す。

監督人と し ての方向性

結びに

2024. 4　 No.617 　 　 56



行政書士業務パン フ レッ ト行政書士業務パン フ レッ ト
の御案内の御案内

　 日行連広報部では、 行政書士制度を 国民に広く 周知する こ と を 目的と し て、 行政書士業務パン フ レ ッ ト を

作成し まし た。

　 本パン フ レ ッ ト は、 従来の「 行政書士活用ガイ ド 」 の改訂を 検討する 中で、 広報ツ ールと し ての利便性を

第一に考え、 相談内容に応じ て業務を 御紹介いただける よ う 、 主な業務別に作成し ています。

　 会員の皆様や各単位会において、 必要に応じ てそれら を 組み合わせて活用し ていただける よ う 、 会員専用

サイ ト 「 連 co n」 の「 ラ イ ブ ラ リ 」 内「 パン フ レ ッ ト 等」 のページ に PD F データ を 公開し て いま すので、

是非御活用く ださ い。

掲載ページ

会員専用サイ ト 「 連 con」＞ラ イ ブラ リ ＞パンフ レッ ト 等

http s://w w w .g yosei .or. jp /m em bers/l ib rary/pan f
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登録者数（ 令和6 年2 月末日現在）

合　 　 　 計 5 1 ,9 5 9 名

内　 　 　 訳 男 43,633 名 女 8,326 名

個人事務所開業 男 41,140 名 女 7,471 名

行政書士法人社員 男 1,850 名 女 384 名

個人使用人行政書士 男 352 名 女 236 名

法人使用人行政書士 男 291 名 女 235 名

異動状況（ 令和6 年2 月中の処理件数）

新規登録 合　 計 1 3 9 名

内　 訳 男 106 名 女 33 名

登録抹消 合　 計 1 7 6 名

内　 訳 男 160 名 女 16 名

抹消内訳 廃　 業 148 名

死　 亡 26 名

その他 2 名法人会員（ 令和6 年2 月末日現在）

 法人会員数 1 ,3 3 7

 法人事務所数 1 ,5 9 0

主たる 事務所数（ 行政書士法人数） 1,120

従たる 事務所数 470

「 当たる も 八卦当たら ぬも 八卦」 と いう こ と わざがあり ま す。 私は

宝く じ 売り 場では、 こ のこ と わざ を 口にし ながら 買いま す。 10 億円

当たっ たら どこ に寄附し よ う か、 自分のために何を 買おう か、 それを

考えている だけで幸せな気分になり ま す。 当選金額が高額なほど、 当

たる はずはないと は思いつつ、 当選番号を 探し ている と き はド キド キ

する 自分に苦笑いし ていま す。

毎年恒例の 10 月の広報月間に使用する ポス タ ーは、 俳優等様々な

分野で活躍し ている 方にモデルを お願いし ていま す。 そし て、 全国で

展開する 無料相談会等ではそのポス タ ーを 貼って広報活動を し ていま

す。 こ のポス タ ー作成には、 長年宝く じ 協会から 助成を 受けていま す。

助成の選定基準は、 公益性・ 広報効果・ 効率性です。 公益性と し て、

事業の目的が国民の理解を 得やすいも のになっている か、 国民の生活

に直接役に立っ ている か。 広報効果と し て、 特定の対象に偏ら ず国民

の目に触れる 機会がある か、 発売団体の枠を 超えた広域的広報効果が

ある か。 効率性と し て、 費用対効果が高い効率的な事業と なっ ている

か等が重要と なっ ていま す。

松本剛明総務大臣が、 ２ 月９ 日の閣議後の会見で能登半島地震の被

災地支援と し て宝く じ の収益の一部を被災地自治体に配分する 考えを

明ら かにし ま し た。

対象の宝く じ は、 ４ 月１ 日から 販売さ れる イ ンタ ーネッ ト 専用の「 ク

イ ッ ク ワ ン」 と ５ 月８ 日から 販売さ れる 「 ド リ ーム ジャ ン ボ宝く じ 」

です。 我々も 日頃の感謝を 込めて宝く じ を 買い、 被災地支援の機運を

醸成する 一助になれればと 思いま す。

広 報 部 員 の ひ と り 言
fro m  ED ITO RS（ 相羽）

会 員 の 動 き
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御協力のお願い  ～日本行政を正確 · 迅速にお届けするために～

○お届け先に事務所名の表示のみで

会員氏名の表示がな いた め返送

さ れる 事例が多く あ り ま す。 事

務所の入口に会員氏名を 明確に

表示し てく ださ い。

○事務所所在地に変更があっ た場合

は、 速やか に所属単位会にお届

けく ださ い。

日本行政は、 行政書士名簿に あ
る 会員の事務所所在地と 当該会
員の氏名を 表記し て 発送し て い
ます。

○発送停止期間中のバッ ク ナンバー

を 希望さ れる 場合、 在庫管理上、

直近発行号を 含み最長６ か月ま で

と さ せていただき ま すので、 あら

かじ め御了承願いま す。

事務所所在地に変更がな い のに
日本行政が届かな く な っ た 場合
は、 お早めに日行連事務局までお
問い合せく ださ い。

○発送停止の解除は、 所属単位会

に依頼し た 宛名調査の結果に加

え 、 事務所所在地の変更があ っ

た 場合には、 所属単位会を 通じ

日行連登録委員会に提出さ れる

当該会員の変更登録申請の処理

手続の結果によ り 行いま す。

広報部では日本行政が返送さ れてき た

場合、 所属単位会に宛名の調査依頼

を 行う と と も に、 そ れが確認さ れる

まで以降の発送を停止いたし ます。
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